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１、開催年月日時刻及び場所

令和６年９月９日

自  午前１０時４４分

至  午前１０時５０分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委 員 長 中村 一三 君

副 委 員 長 山村 健志 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 近藤 智昭 君

〃 堤  典子 君

〃 大倉 聡 君

〃 白川 鮎美 君

〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

な  し

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時４４分 開会 ―

【中村(一)委員長】 ただ今から、農水経済委員
会を開会いたします。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、瀬川委員、山口委員のご

両人にお願いいたします。

本日の委員会は、令和6年9月定例会における
本委員会の審査内容等を決定するための委員間

討議であります。

審査の方法についてお諮りいたします。

審査の方法は、委員会を協議会に切り替えて

行いたいと思いますが、ご異議ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることにいたします。

それでは、ただ今から、委員会を協議会に切

り替えます。しばらく休憩いたします。

― 午前１０時４５分 休憩 ―

― 午前１０時４９分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者へ正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ほかにないようですので、

これをもちまして本日の農水経済委員会を終了

いたします。お疲れさまでした。

― 午前１０時５０分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年９月２４日

自  午前 ９時５９分

至  午後 零時 ０分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中村 一三 君

副委員長(副会長) 山村 健志 君

委 員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 近藤 智昭 君

〃 堤  典子 君

〃 大倉  聡 君

〃 白川 鮎美 君

〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 宮地 智弘 君

産業労働部政策監
（産業人材確保・育成担当）

石田 智久 君

産業労働部次長 井内 真人 君

産業 政策課 長 吉田  稔 君

企業 振興課 長 香月 康夫 君

企業振興課企画監
（企業誘致推進担当）

石川 拓朗 君

新産業推進課長 原田 啓輔 君

新エネルギー推進室長 岩永 俊一 君

経営 支援課 長 下窄 賢剛 君

未来 人材課 長 末續 友基 君

未来人材課企画監
（外国人材担当）

髙見 誠 君

雇用労働政策課長 黒川恵司郎 君

６、審査事件の件名

〇予算決算委員会（農水経済分科会）

第82号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第2号）
（関係分）

７、付託事件の件名

〇農水経済委員会

（1）議 案

第83号議案
知事の調査等の対象となる法人の範囲を定め

る条例の一部を改正する条例（関係分）

（2）請 願

  な し

（3）陳 情

・要望書（平戸市）

・令和7年度離島振興の推進に関する要望書
・令和7年度国政・県政に対する要望書
・要望書（本県における農業競争力強化のため

の農業農村整備事業の強力な推進にむけて）

・令和6年度長崎県の施策に関する要望・提案書
（南島原市）

・要望書（東彼杵町）

・令和6年度長崎県への施策に関する要望・提案
書（雲仙市）

・地域社会に貢献するシルバー人材センターの

決意と支援の要望

・諫早市政策要望

・要望書（長与町）
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・要望書（島原市）

・要望書（松浦市）

８、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５９分 開会 ―

【中村(一)委員長】 皆さん、おはようございま
す。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

83号議案「知事の調査等の対象となる法人の範
囲を定める条例の一部を改正する条例」のうち

関係部分でございます。

そのほか、陳情12件の送付を受けております。
なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を農

水経済分科会において審査することになってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第82号議案「令和6年度長崎県一般会計
補正予算（第2号）」のうち関係部分でありま
す。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、配付してお

ります審査順序のとおり行いたいと存じますが、

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、
理事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した

後、審査時間が残っている場合に限って、再度

の質問ができることといたしますので、よろし

くお願いいたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から、新任幹

部職員の紹介を受けることといたします。

【宮地産業労働部長】人事異動に伴う産業労働

部の新任幹部職員をご紹介いたします。

〔新任幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願い申し上げ

ます。

【中村(一)委員長】 それでは、これより審査に
入ります。

委員会による審査を行います。

産業労働部関係においては、今回、委員会付

託議案がないことから、所管事項についての説

明を受けた後、提出資料についての説明を受け、

陳情審査、議案外所管事務一般についての質問

を行うことといたします。

それでは、産業労働部長より所管事項の説明

を求めます。

【宮地産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部関係について、ご説明いたします。

資料としましては、「農水経済委員会関係説

明資料」当初版と追加1でございます。
まず、当初版の2ページをご覧ください。
はじめに、議案外の報告事項について、ご説

明いたします。

（回収納付金を受け取る権利の放棄につい

て）

中小企業者等の事業の再生の促進を図るため、

「長崎県中小企業融資制度の損失補償に係る回

収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例」

に基づき、信用保証協会に対して有する回収納

付金を受け取る権利を令和6年6月28日付で放
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棄しましたので、その報告を行うものでありま

す。

続きまして、主な所管事項について、ご説明

いたします。

今回、ご報告いたしますのは、経済・雇用の

動向について、長崎県産業振興協議会の開催に

ついて、半導体関連産業の振興について、工業

団地の整備について、企業誘致の推進について、

県内企業の上場について、ネクストリーディン

グ企業の認定について、松浦火力発電所につい

て、中小・小規模事業者への資金繰り支援につ

いて、産業人材の育成・確保について、最低賃

金の改正について、高等技術専門校の見直しに

ついてであります。

このうち、新たな動きについて主なものをご

説明いたします。

当初版の3ページ、上段をご覧ください。
（長崎県産業振興協議会の開催について）

県では、人口減少対策に寄与する成長産業の

さらなる振興が必要と考え、昨年度、県、長崎

市、佐世保市、産業振興財団の4者で「長崎県
産業振興協議会」を立ち上げ、今年度は、去る

8月26日、佐世保市において会議を開催いたし
ました。

今回は、昨年度と同様、外国人材の活用のほ

か、地元経済界からも期待の声が上がっている

防衛産業や洋上風力関連産業、また、地域経済

を支える小規模事業者のデジタル化など、県市

が連携して取り組むことが効果的なテーマにつ

いて、意見交換を実施いたしました。

具体的には、防衛産業や洋上風力関連産業に

ついては、両市の造船業で培った技術や人材を

活かせる分野であり、今後、大幅な需要拡大が

見込まれる産業であることから、国の動向も踏

まえながら、スピード感を持って、県内企業の

受注拡大やサプライチェーン構築を行っていく

必要があること、また、小規模事業者のデジタ

ル化については、地域の実情を把握している市

と県が連携した広範な支援が重要であることを

確認いたしました。

さらに、外国人材の活用については、今年度

から開始した、バングラデシュのIT人材を確保
する取組の進捗状況を共有するとともに、受入

環境の充実に向けた取組の強化等を議論したと

ころであります。

今後とも、県・市の連携により、施策の相乗

効果を高められるよう検討を進め、成長分野の

産業振興や人材確保にかかる具体的な事業構築

につなげてまいります。

次に、当初版の4ページをご覧ください。
（半導体関連産業の振興について）

半導体関連産業については、国において、経

済安全保障リスクの観点から、産業基盤を国内

に整備・確保することが必要との考えが示され、

半導体関連企業の国内立地を後押しするための

強力な支援策が打ち出されており、九州におい

ても、半導体受託生産の世界最大手である

TSMCの熊本県への立地が象徴するように、大
規模な半導体関連企業の立地が相次いでおりま

す。

本県においても、半導体関連産業の振興に向

け、企業誘致や人材育成など様々な取組を進め

ており、こうした幅広い取組を県民の皆様にわ

かりやすくお示しするため、今般、半導体産業

戦略の策定に着手したところであり、年内に骨

子案をお示しできるよう、検討を進めておりま

す。

策定に当たっては、民間企業や大学など、半

導体関連産業に携わる幅広い関係者の皆様のご

意見を反映することが重要であると考え、去る
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7月31日、京セラ株式会社を新たな会員に迎え
て「ながさき半導体ネットワーク」の総会を開

催し、同ネットワーク内に、戦略策定に係るワ

ーキンググループを立ち上げたところでありま

す。

今後、ワーキンググループや関係部局等と協

議を重ね、県議会のご意見もお伺いしながら、

半導体産業戦略の策定を進めてまいります。

（工業団地の整備について）

九州において、半導体関連の大型投資が相次

いでいる中、半導体をはじめとする成長分野の

大型投資を本県に取り込むためには、アンカー

企業の立地に適した工業団地を早急に整備する

ことが重要であります。

そのような中、去る7月29日、東彼杵町から
同町三根郷地区における工業団地の整備につい

て、県の参画を求める要望がありました。

この工業団地の候補地は、工業用水日量4,000
トンを備えた面積約29ヘクタールの土地であ
り、水源の調査や必要な用地の確保など、東彼

杵町が主体的に調整に取り組まれて提案された

ものであり、県としては、アンカー企業の立地

に必要な条件を備えた工業団地の適地であると

考えられることから、早急な整備に向け取り組

むことといたしました。

具体的には、半導体市場などの拡大に伴う企

業の投資スピードに対応した整備を図るため、

民間事業者から整備手法等の提案を受けること

とし、東彼杵町と連携して、去る8月29日から
公募を開始したところであります。

今後、実施主体となる民間事業者の決定に向

けた手続を進め、アンカー企業の誘致に適う工

業団地の早期整備を目指して取り組んでまいり

ます。

次に、追加1の3ページ中段をご覧ください。

（最低賃金の改正について）

去る9月12日、長崎労働局において、長崎県
の最低賃金を現行の898円から55円引上げ、953
円とする改正決定が行われました。改正後の最

低賃金は10月12日から適用となります。
ここで、当初版の8ページ下段にお戻りくだ
さい。

県としては、物価上昇の影響から県民の生活

を守り、県内企業に必要な人材が確保されるた

めには賃上げが重要と認識しており、審議に先

立ち、長崎地方最低賃金審議会に対し、本県の

現状や取組を考慮の上、公労使による審議にお

いて十分な議論をしていただきたい旨の知事名

での文書を提出いたしました。また、併せて、

長崎労働局に対し、賃上げの影響を受ける中小

企業・小規模事業者への支援強化についてお願

いしたところであります。

今後とも、県内企業において、賃上げに必要

な原資が確保され、構造的な賃上げの定着が実

現するよう、設備投資による企業の生産性向上

やDXによる省力化、適切な価格転嫁に向けた取
組を推進してまいります。

その他の項目については、記載のとおりでご

ざいます。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中村(一)委員長】 次に、提出のあった「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について説明を求めます。

【吉田産業政策課長】 私の方からは、「政策等

決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員と

の協議等の拡充に関する決議」に基づく産業労

働部関係の状況について、ご説明させていただ
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きます。

資料は、「農水経済委員会提出資料産業労働

部」をご覧ください。

今回、ご報告いたしますのは、いずれも令和

6年6月から8月におけるものでございます。
まず、2ページ、補助金内示一覧表でござい

ます。

県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

し、市町に対して内示を行った間接補助金であ

り、5件を掲載しております。
次に、3ページから5ページにつきましては、

1,000万円以上の契約状況一覧表でございます。  
該当の計3件を掲載しております。
次に、6ページから21ページでございます。
こちらは、知事及び部局長等に対する陳情・

要望のうち県議会議長あてにも同様の要望が行

われたものに対する県の対応状況を整理したも

のでございます。産業労働部関係の計13項目に
ついて掲載しております。

次に、22ページから23ページにつきましては、
附属機関の会議結果について1件を掲載してお
ります。

最後に、別紙をご覧ください。

物品管理室が、契約手続を代行しております

1,000万円以上の契約案件について、参考資料と
して添付しているものでございます。

以上で、私からの説明を終わらせていただき

ます。

ご審議をよろしくお願いします。

【中村(一)委員長】 次に、経営支援課長より補
足説明を求めます。

【下窄経営支援課長】私の方から長崎県信用保

証協会が中小企業者等に対する求償権を行使し

て回収金を取得した場合に生じる県に納入すべ

き回収納付金を受け取る権利の放棄に関する報

告につきまして、補足説明いたします。

資料は、「令和6年9月定例県議会農水経済委
員会補足説明資料（産業労働部）」になります。

2ページをご覧ください。
本報告における権利の放棄は、長崎県中小企

業融資制度の損失補償に係る回収納付金を受け

取る権利の放棄に関する条例第3条第2項の規
定により回収納付金を受け取る権利を放棄した

ものであります。

次に、権利の放棄の内容でございますが、件

数は1件、権利を放棄した金額は200万1,949円
であり、権利を放棄した日は令和6年6月28日で
ございます。

制度の概要について説明いたします。中ほど

のスキーム図をご覧ください。

県の融資制度により信用保証協会の保証付き

の資金について、金融機関から融資を受けてい

た企業が、業績悪化等により金融機関に対して

返済ができなくなった場合には、信用保証協会

が企業に代わって金融機関に対して返済をいた

します。

スキーム図の右側の①債務不履行、②の代位

弁済と書いているところが、その箇所になりま

す。

それと同時に、信用保証協会は、企業に対し

て求償権を有することになり、返済を求め、債

権の回収を行います。

県と信用保証協会の関係でございますが、信

用保証協会が代位弁済をしたことに対し、県が

信用保証協会に対し一定割合の損失補償を行い

ます。スキーム図で言いますと③のところにな

ります。

また、信用保証協会が債権の回収を行った場

合には、損失補償を行った分を回収納付金とし

て県に納付していただくことになっております。
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これが、通常の場合でありまして、今回の場

合、当該企業について公的機関である再生支援

協議会の支援を受けて、事業再生が図られるこ

とになりました。

長崎県再生支援協議会の支援により策定され

た当該企業の再生計画では、債権者である金融

機関等が合意して、債権の一部を放棄すること

になっております。

信用保証協会についても、債権者の一人とし

て、当該企業に対して有している求償権を放棄

することとなったものであります。

信用保証協会が求償権を放棄した場合、その

後の債権回収は行われませんので、県としては、

回収納付金が入ってこなくなるということにな

ります。

この信用保証協会の求償権の放棄について、

県は条例の規定に基づき承認を行い、回収納付

金を受け取る権利について放棄したものでござ

います。

権利の放棄の理由でございますけれども、信

用保証協会から県に対して申し出があった当該

企業に対する保証債務に係る求償権の放棄等が、

条例第3条第2項第1号に規定する中小企業再生
支援協議会の支援を受けて策定された再生計画

に基づくものであり、かつ当該企業の事業が継

続されることで、雇用が守られること、また、

当該地域の振興に資するものと認められたこと

でございます。

以上で、私からの説明を終わらせていただき

ます。

よろしくご審議お願いいたします。

【中村(一)委員長】 以上で説明が終わりました。
次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象の陳情番号は、14、15、18から20、
22、24です。
陳情書について何かご質問はありませんか。

【前田委員】シルバー人材センターからの陳情

が出てます。

毎年、この内容等で出ているんですけども、

現状、そのシルバー人材センターに要望されて

いることに対する対応というのはどうされてい

るのか、ご答弁いただきたいと思います。

【黒川雇用労働政策課長】ただいまのシルバー

人材センターに関するお尋ねでございますけれ

ども、毎年度、シルバー人材センター連合会の

方からご要望をいただいております。

ご要望の中では、公共からの発注の確保です

とか、あとはシルバー人材センター連合会、そ

の他市町のシルバー人材センターへの補助につ

いて、しっかり予算を確保いただくようにとい

う要望が出ております。

補助金の要望につきましては、国の方にも毎

年6月に要望を上げるとともに、県の方でも負
担をさせていただいているところでございます。

また、公共の方も、県庁内各部、市町に対し

て依頼いたしまして、公共発注の方でシルバー

人材センターを活用していただくようにお願い

をしているところでございます。

【前田委員】今、ご答弁いただいた公共の発注

確保に対して努めているということですけども、

これはシルバー人材センターだけじゃなくて、

部署が違いますけれども、福祉保健部の障害者

の就労もそうなんですけれども、確保に努めて

もらうという中で、庁内の中で各部署ごとに、

そこの差というか、格差が非常に出ているとい

う現状は、以前もデータで私は示しているんで

すけれども、シルバー人材センターへの発注に
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おいて、そういった庁内の調査というものをさ

れたのかどうかということ。

併せて、市町にもお願いしているということ

ですが、市町のデータも見ると、公共の発注に

大きな差が出ているんですが、そういった事態

をどう受け止めているのか、考え方も含めて、

お答えいただきたいと思います。

【黒川雇用労働政策課長】直近で、市町ごとで

すとか、各部局の率までは、すみません、押さ

えておりません。再度、そのあたりは確認しな

がら、我々も検討を進めたいと思っております。

【前田委員】推進するという方向は、多分一緒

だと思うので、今おっしゃったような、市町ご

とのデータというのは、人材センターについて

は既に持っています、私も持っています、正直

言って。それを求めるか求めないかの話なので、

市町ごとで、そこをお願いしているというんだ

ったら、そこまで含めて調査して、低いところ

がどうして低いのかというところを考えてほし

いと思いますし、庁内においても、それを推進

する立場であるならば、各部署ごとのものも、

今後しっかりアンケート等を取る中で努めてい

ただきたい。

これは、シルバー人材センターだけではなく

て、障害者の就労等についても同様なことが言

えますので、要望としておきたいと思います。

【中村(一)委員長】 ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、陳情につきましては、承っておくことと

いたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】質問がないようですので、
次に、議案外所管事務一般についてご質問はあ

りませんか。

【近藤委員】先ほど部長の説明の中にあった長

崎県ネクストリーディング企業について質問し

ます。

私の地元にも、五島近海の海水を使った塩を

作り販売している企業のほか、伝統的な地域産

業である五島手延べうどんなど、島の素材を使

用したスイーツを製造・販売する企業が認定を

受けているようです。良い取組だと感じていま

すが、支援内容などが知られてない面もあるの

で、長崎県ネクストリーディング企業の制度は

どんな支援が受けられるのか、成果とともに教

えてもらえばと思います。

【原田新産業推進課長】ネクストリーディング

企業に関するご質問でございますが、ネクスト

リーディング企業の認定、伴走支援制度は、サ

ービス産業において、将来的な成長が期待され

る県内企業の認定や、伴走支援を行うことによ

って、当該企業の認知度向上と成長、他の県内

企業への挑戦意欲の広がりにつなげることを目

的としております。

まず、認定をすることによりまして、県の認

定企業として県のホームページ等でのPRを図
りますとともに、県や国などの補助制度等の情

報を提供させていただいております。

また、産業振興財団による伴走支援を希望す

る企業に対しましては、専門家やほかの産業支

援機関と連携をさせていただいて、課題の見え

る化、課題解決に向けた計画策定のほか、計画

の実践に向けた取引のマッチングなど、外部資

金の獲得の支援等を実施させていただいており

ます。
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こうした形で、令和4年度から令和6年度の3
年間の合計で認定企業が、今年度分も含めまし

て66社、このうち伴走支援先が、今年度分も含
めまして29社となっております。
成果といたしましては、この事業の初年度と

なります令和4年度に産業振興財団による伴走
支援を開始した10社について調べておるんで
すが、10社のうち7社の売上げが増加しまして、
5社については従業員も増加しているといった
状況になっておりまして、企業の成長が図られ

ていると理解しております。

【近藤委員】産業振興財団やほかの産業支援機

関、専門家等の連携による伴走支援の結果とい

う形ですね。一定の成果が出ていることがわか

りました。

こうした支援は、事業規模が比較的小さい離

島の企業にも有効だと思いますが、引き続き、

しっかり取り組んでいくことが重要と考えます

が、今現在、認定企業は66社ですかね。その66
社のうちに離島の企業は何社ぐらいありますか、

離島ごとの内訳も教えてください。

【原田新産業推進課長】ネクストリーディング

認定企業66社のうち離島に本社を置かれてい
る企業は、15社でございます。
内訳といたしましては、新上五島町3社、対

馬市1社、壱岐市4社、五島市7社というふうに
なっております。

なお、伴走支援先29社のうち9社が離島の企
業でございまして、こちらの内訳も、新上五島

町3社、壱岐市3社、五島市3社というふうに幅
広く支援をさせていただいているところでござ

います。

【近藤委員】成長の意欲と潜在的な能力を持つ

企業に対する集中的な支援は、地域を支える産

業への大きな効果が期待されるところでありま

す。

先ほども言ったとおり、比較的事業規模が小

さい企業の皆さんに対して、有効だと考えてお

ります。特に、離島には小規模な事業者が多い

ので、今後とも持続的な支援をよろしくお願い

します。

【中村(一)委員長】 ほかにありませんか。
【大倉委員】 私からは、Cross Eホールディン
グスの上場について伺いたいと思います。部長

説明資料でいきますと6ページに記されていま
す。

県内の上場企業が、これまではずっとゼロだ

ったわけですけれども、このCross Eさんのお
かげで5年ぶりに上場企業ゼロ解消という、こ
れは非常に明るい、県経済にとっても希望が持

てるニュースだと感じています。

やはり上場企業が本県にあるということは、

産業の活性化はもちろんのこと、若者の定住促

進、こういったことにもつながるわけでござい

ます。

本当に、この上場企業は大きな存在になり得

るものだと思っている中で、まず伺いたいのが

上場することによるメリットですね。一般的に

は、資金調達が比較的容易になるなんてことを

言われますけれども、このCross Eホールディ
ングスさんにとってはどういったメリットがあ

るのか、そのあたりを教えてください。

【原田新産業推進課長】 Cross Eホールディン
グス株式会社の上場のメリットというご質問で

ございますが、Cross Eホールディングスの松
尾社長様も新聞等のインタビューにおいて、「上

場による知名度向上を人材確保、特に技術人材

の確保につなげていきたい」とおっしゃってお

りまして、知名度が上がることによって人材確

保がしやすいというのが最大のメリットという
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お考えとお聞きしております。

【大倉委員】 知名度向上、そして人材確保、非

常に大切なことだと思います。ですから、その

資金調達の面のみならず、企業のイメージアッ

プにもつながる。これが若者にとっても、やっ

ぱり入りたいなということにつながると思うん

です。

そういった企業のイメージアップによって、

その結果、そのほかの上場を目指している企業

にとっても上場の後押しになるという、今回は

ニュースだと感じているわけです。

このCross Eさんの上場を後押しした一つの
要因として事業がございました、県の上場チャ

レンジステップアッププロジェクト事業、この

事業について伺います。

今年度から始まったというこの事業ですが、

中身としてどれぐらいの、何社ほどの企業が、

この事業に参加して、講座が行われているとい

うことですが、どういった講座なのか、そのあ

たりを具体的に教えてください。

【原田新産業推進課長】上場チャレンジステッ

プアッププロジェクト事業に関するお尋ねです。

まず、セミナーと個別支援という2つの柱で
実施をさせていただいておりまして、今年度、

10社に手を挙げていただきまして、具体的な支
援をこれから進めようとしているところでござ

います。

今年度、創業したIT系のスタートアップの企
業から創業100年近い建設業の企業様まで、上
場に関心があり、学ぶ意欲が高い企業様10社が
手を挙げられているところでございます。

セミナーの内容につきましては、上場に当た

りまして各証券取引所による審査とか、監査法

人の監査に対応できるように組織図や社内規程

の作成、給与体系の整備と人事評価制度の整備、

また月次決算の作成や活用などについて、具体

的に公認会計士などを講師として学べる内容と

なっております。

【大倉委員】 10社ということは、内訳の中に、
もちろんこのCross Eさんも入っていたと思い
ますけれども、それ以外に、例えばIT関係とか
スタートアップ系の土木関係、建設工事関係、

あと老舗の企業なんか、いろんな企業が入って

いるんでしょうが、どういったところが、この

事業に参加したんでしょうか。

【原田新産業推進課長】先ほど少し述べました

けれども、今年設立されたばかりのIT系のスタ
ートアップ企業もございますし、売上規模が20
億円近い老舗の建設業の企業様もございます。

あるいはアパレルとか、雑貨販売業などをされ

ている長崎では割と知名度の高い企業様である

とか、ケーブルテレビ事業とか、そういったも

のに取り組まれている企業様、あと、独自の技

術を使いまして漁業者の支援を行われている企

業様とか、幅広く10社ありますけれども、売上
規模も、従業員規模も、事業内容も、幅広い内

容で手を挙げていただいているところでござい

ます。

【大倉委員】 承知いたしました。

今回、Cross Eホールディングスさんが福岡
証券取引所に上場されたわけですけれども、こ

れは、いわゆるQ‐BOARDというところですね、
新興企業向けのところに上場したわけですけれ

ども。

新興企業というのは、新しく市場に今出てき

た。そして、これから成長著しい企業というと

ころなんですが、まさに、そういった新興企業

への後押しというのが今後も非常に大切になっ

てくると考えるわけですね。というのも、本県

では、こういう調査結果が日経新聞に出てまし
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た。

新規企業の増加率が全国2位というんですよ
ね、本県は。これは日経新聞の報道なんですけ

れども、国税庁の「法人番号公表サイト」とい

う集計で日経新聞は示しているという情報なん

です。つまり本県に今ちょっと転機が到来して

いるんじゃないかと私は考えるわけです。

一方で、残念な数字は、若者の20歳以上の転
出超過が全国の中では非常に高い率になってい

るわけですね。

そういった不名誉なデータがある一方で、新

規企業の増加率は全国2位という、これは明る
いですよね。ちなみに1位が山口だというんで
すけれども、こういった希望が持てるデータが

あるという中で質問をもう一度したいんです。

こういったCross Eホールディングスのよう
な、いわゆる新興企業ですね、これからどんど

ん著しく伸びていく企業。今後も、こういった

企業じゃないところ、同じような企業も上場に

向けてどんどん後押しをして、サポートをして

いただきたいと考えているわけです。

そういう中で、この上場チャレンジステップ

アッププロジェクト事業では、今後どういうふ

うに取り組んでいかれるのか、あるいは今後期

待が持てる企業、今10社参加しているというこ
とですが、そういった期待が持てる企業も中に

含まれているのか、そのあたりを教えてくださ

い。

【原田新産業推進課長】上場チャレンジステッ

プアッププロジェクト事業の今後の方針的なも

のでございますが、今回、長崎県が全国で唯一、

県内に本店を置く上場企業がないという不名誉

な状況の中で、この事業を令和6年度、今年度
から開始しております。

そうした中で、8月29日にCross Eホールディ

ングス様が上場されたという一定の成果が表れ

つつありますので、引き続き、この流れを止め

ないようにやっていきたいと思っているんです

が、上場を目指す企業というのは、スタートア

ップに限らず、県内で長く事業をされている企

業というのがたくさんいらっしゃると思います。

上場を目指さない、あえて目指さない企業様と

いうのもいらっしゃると思いますので、上場に

こだわらず、スタートアップも含めて企業の成

長を促すような取組を、これからも引き続きし

っかりと取り組んでまいりたいと思っておりま

す。

【大倉委員】それから、今後も期待できる企業

などは何か把握されていらっしゃいますか。そ

ういう関係の、こういう系の業務というところ

まででもいいんですけれども、具体的な名前は

なくてもいいんですが。

【原田新産業推進課長】 今、デジタル化とか

DXが社会全体、非常に進んでおりますので、特
に、AIとかIoTを活用した、そういう高度な情
報通信技術を活用した事業などが今後伸びる可

能性があると思っておりますので、特に、AIを
活用したビジネスなど今後の成長が期待できる

企業については、引き続き、しっかり支援をし

ていきたいと思っております。

【大倉委員】わかりました。この事業で大きな

成果が私は一つ出せたと私は感じております。

ですから、これを弾みとして本県の若者の就職

支援という観点からも、上場の見込みがある新

興企業の支援に、ぜひしっかりと取り組んでい

ただきたいと思います。

そして、もう一つ、ご質問します。ながさき

半導体ネットワークに関するもので4ページに
記載されております。

いわゆる、これは産学官の組織でできている
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ものだと思うんですけれども、企業が求めてい

る人材を大学と連携しながら育成して、地元の

就職へと結びつけていくというものだと認識し

ていますが、こういった取組が、まさに本県で

の半導体関連企業の振興を後押ししていると感

じています。

まず、具体的にどういった中身をやっている

のか教えてください。

【末續未来人材課長】半導体ネットワークの取

組内容というご質問でございました。

半導体ネットワークは、改めて、ご説明いた

しますと、県内の半導体関連企業、工学部や情

報系の学部を有する県内の大学、高専、工業高

校、そして、我々県をはじめとする行政機関が

産学官で連携をして、それぞれの取組を一堂に

会してご紹介し、議論をすることで、連携の取

組を生み出していくと、そのような組織でござ

います。

今年度につきましては、これまで各教育機関

で人材育成の取組を進めてきていただきました

けれども、いわば点であった取組を、今後は面

としてつなげていくために、今回、7月に行い
ました総会におきまして、ワーキンググループ

を新たに設置いたしました。

その一つとして教育機関連携ワーキンググル

ープというものを設置いたしまして、既に8月
に第1回の会合をいたしましたが、その中で具
体的な裾野拡大のような取組であるとか、人材

の育成から確保につながるような取組、そうい

ったものを教育機関と議論をし、場合によって

は、企業、行政も入って、具体的な取組につな

げていくようなことを今行っているところでご

ざいます。

【大倉委員】半導体関連産業は、まさに世界的

に需要がどんどん高まっているという状況でご

ざいます。まさに、日本も、国も政策として重

点を置いている、重きを置いているという中で、

九州でも活発な投資も行われています。

まさに、本県でも、ソニーの工場増設であっ

たりとか、京セラの工場立地という中で非常な

活況になっているわけです。これは本当に本県

の支える産業としても非常に重要な分野と私も

考えています。

そこで、ご質問なんですが、実際に本県での

半導体関連企業の製造品の出荷額はどのくらい

あって、そして伸びている割合ですね、どの程

度伸びているのか、そのあたりも教えていただ

ければと思います。

【香月企業振興課長】半導体関連の製造品出荷

額のご質問でございまして、国が公表している

資料で令和3年の実績がございます。令和3年実
績で本県の半導体関連の製造品出荷額は、3,103
億円となっております。10年前の平成23年と比
較しますと557億円増加しておりまして、率に
して22％増加をしているといった状況でござ
います。

【大倉委員】今後も伸びていくというふうに想

定していらっしゃいますか。

【香月企業振興課長】先ほど委員のご質問の中

にも、県央地区のソニーの工場の拡張ですとか、

京セラといった話もございました。そのほか県

内では半導体関連で今後工場の増設なども予定

されておりますので、そういったものが順調に

稼働していくと、さらに製造品出荷額は伸びて

いくものと見込んでおります。

【大倉委員】 もう本当に楽しみなんですよね、

この産業は。

では、製造品の出荷額の全体に占める半導体

関連の割合、そのあたりの数字がありましたら

教えてください。
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【香月企業振興課長】 令和3年の県全体に占め
る半導体の割合は、20％に上昇しておりまして、
過去から申し上げますと、昭和の時代、高度成

長期、これはご案内のとおりかと思いますが、

本県は造船業が経済を支えておりまして、当時、

造船業が58％を占めておりました。その時には
半導体関連というのは、わずか一桁、4％とい
う割合でございました。それが令和3年には、
造船関連は32％、半導体が伸びて20％となって
おり、半導体は造船に次ぐ本県の基幹産業とし

て今後も経済を支える産業として我々も引き続

き力を入れて支援をしてまいりたいと考えてお

ります。

【大倉委員】 半導体関連は、まさに、ここ数十

年で大きく飛躍しているということだと思いま

す。まさに、もう今や本県の基幹産業の一つと

言えるというお話だったと思います。

この成長によって雇用も多く生み出している

ことは容易に想定されるんですけれども、では、

半導体関連企業での県内の雇用者数は何人ぐら

いで、そして、今後の見通しなども含めて教え

てください。

【香月企業振興課長】半導体関連の雇用者数の

ご質問でございまして、直近、国の統計で令和

4年度の実績が公表されており、半導体関連で
6,323名となっております。
先ほども申しましたように、県央地区ですと

か、今後、規模拡大や本格操業を控えている企

業の稼働が始まりますと、さらに個々の雇用の

数字は増加していくものと考えております。

【大倉委員】まさに製造品の出荷額も増えてい

る。そして、どんどんと拡大している中、やっ

ぱり雇用も今後増えていくことが見込まれてい

るというのは人材の確保ですね、これが一番必

要だと思うわけですよ。どういうふうに確保し

ていくのか、これは、まさに待ったなしの状況

なんですね。昨今の人手不足ということもある

中で、理系の女子も含めてどのように人材を確

保していくのか。例えば、県内の大学とか高校、

そのあたりの確保策をどういうふうに考えてい

るのかを教えてください。

【末續未来人材課長】半導体産業の人材確保に

向けましては、やはり学生が低学年の段階から

県内企業の現場を見て、知る機会を提供するこ

とで、その後のインターンシップであるとか、

就職先の選択として選んでいただくということ

が重要であると考えております。

そこで、今年度から半導体ネットワークの新

たな取組といたしまして、県内の理工系と情報

系の学部を有する大学、高専、具体的には長崎

大学、長崎総合科学大学、県立大学シーボルト

校、佐世保高専の学生を対象に、半導体関連企

業の見学バスツアーというのを企画いたしまし

て、去る9月20日に開催したところでございま
す。ここには、43名の学生と8名の先生方、合
わせて51名に参加をいただきまして、ネットワ
ークの会員企業2社を見学いただきました。
今後も、このように企業を知る機会、現場を

見る機会というものを積極的につくりまして、

半導体関連産業の人材確保につなげてまいりた

いと、そのように考えております。

【大倉委員】バスツアーの取組、こういった取

組がやっぱり半導体関連企業の中身を学生に知

ってもらう、そして理解してもらう、興味をも

ってもらうことにつながると思うので、非常に

効果的だと思います。

一方で、やはり半導体関連に携わったことが

ない方への育成も必要になってくると思うんで

すよね、いわゆるキャリアチェンジ。チェンジ

していく方々への転職に向けたサポート体制も
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しっかりと取り組んでいただいていることは私

も存じ上げているんですけれども、極めて高度

な専門分野ということもございます。なかなか

キャリアチェンジは簡単ではないと思うんです

が、現状の取組状況を教えてください。

【末續未来人材課長】現在、国の有利な財源を

活用いたしまして、昨年度、令和5年度から来
年度令和7年度までの3か年間、体験型正規就労
促進事業というものを実施しております。

公募する際に、わかりやすく正社員チャレン

ジプログラムという名称で公募しておりますが、

この事業は、半導体や情報関連分野における人

材確保を支援するために、主に、業界で未経験

の求職者を対象に、人材派遣という形で2か月
から6か月程度の期間、企業での業務を体験し
ていただき、その後、双方が合意すれば正規雇

用として就職する、そういった仕組みで取り組

んでおります。

【大倉委員】ぜひしっかりと人材確保も頑張っ

てもらいたいと思っております。

先般、新生シリコンアイランド九州も、九州・

沖縄・山口9県で連携協定を結ばれたわけです
から、ぜひ半導体を支える人を長崎県、本県か

らもしっかりとサポートしていっていただきた

いと思います。

以上です。

【中村(一)委員長】 ほかにありませんか。
【虎島委員】一般質問でもありましたけれども、

航空機関連産業の振興についてご質問いたしま

す。

5月に行われました当委員会の県外調査で愛
知県小牧の三菱重工航空エンジンの本社を訪問

いたしました。組立現場を拝見しながら丁寧な

説明を受けまして、航空機産業の現状を確認す

ることができました。非常に付加価値の高い産

業でございまして、メンテナンスということで

も、今後、長年の成長も見込まれるということ

で、産業としても期待をしているところでござ

います。

一方で、航空機関連産業に参入するため高い

技術力が求められており、認証の取得も必要と

聞いております。県内の中小企業にとっては、

なかなかハードルが高いのではないかと心配し

ておりますけれども、そこで県内における航空

機関連産業の現況について、お聞かせいただけ

ればと思います。

【香月企業振興課長】県では、造船業で培って

きた県内中小企業の技術力や人材を生かせる分

野として、平成30年に航空機関連のクラスター
協議会を立ち上げ、県内サプライチェーンの構

築を意識しながら、航空機産業の振興に取り組

んできたところでございます。

具体的には、県内外の大手重工と直接取引を

行って、外の仕事を県内に持ってくる。そこが

核となって、県内企業に発注を行ってサプライ

チェーンをつくっていく。こういった考えの下、

ビジネスマッチングとか展示会への出展、参入

に必要な資格の支援、こういったものに取り組

んできております。

併せて、令和元年に三菱重工の航空エンジン

の誘致が実現しまして、参入しやすい治工具の

製造から県内企業へ発注を進めていただいて、

航空機への参入を促しているところでございま

す。

こうした取組によって、市場参入に必要な認

証を取得した企業数は見込みを含め14社でご
ざいまして、これは九州でトップになっており

まして、国からも九州を代表する航空機関連産

業の集積県という評価をいただいているところ

でございます。
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【虎島委員】ありがとうございます。これまで

の継続した取組によりまして、県内企業の認証

取得数が増加すると、一定参入が進んでいると

いうことを理解いたしました。

そこで、県が航空機関連産業の振興に関する

様々な取組を始めて5～6年というところで、認
証取得数が九州でトップになるまでに成長した

ことに大変驚いております。そういった九州を

代表する航空機産業集積県になったことの要因

をどのように考えているか、教えてください。

【香月企業振興課長】産業として育成していく

に当たって、やはり県内のサプライチェーンを

どうつくっていくかというところがポイントと

考えておりまして、外の仕事をいかに取ってく

る企業をつくっていくか、そこといかに県内企

業を連携させるかといったものが中心というふ

うなことで支援を行ってまいりました。

クラスター協議会の設立当時から、以前、企

業誘致で長崎に進出いただいた企業が、今、東

彼杵の方で航空機関連の事業を進めていただい

ているのですが、まずは、そこが核になって、

県内企業への発注をしながらサプライチェーン

をつくってきました。そこに、先ほど申しまし

たが、三菱重工の航空エンジンの進出がまた決

まって、県内に出すプレイヤーが増えていって

いるというところが一つございます。

併せて、今まで造船業で培ってきた技術力を

生かして、県内の中小企業が参入をいただいて

県内にサプライチェーンとして広がっていって

いることが急成長の要因と考えております。引

き続き、サプライチェーンの構築、強化という

ものを意識しながら取り組んでまいりたいと考

えております。

【虎島委員】ありがとうございます。中核企業

の誘致実現ということで、県の手厚い支援によ

り、これほど成長してきたものであると理解い

たしました。

今後、造船に代わるというか、造船に加えて

航空機関連産業が基幹作業へと成長していくと

いうこともあって、さらなる需要獲得を図って

県内企業の参入を進めていく必要があると考え

ています。

そこで、県として、こういった課題に今後ど

のように取り組んでいくのか、お尋ねいたしま

す。

【香月企業振興課長】今後、航空機産業のさら

なる成長ということでございますが、やはり航

空機産業というものは、国内市場より、圧倒的

に海外市場の方が大きいため、いかに海外メー

カーと直接取引が行えるか、海外メーカーのサ

プライチェーンに入っていくかというところが

重要と考えております。

併せて、冒頭、委員のご質問にもありました

ように、メンテナンスは、息の長い仕事で人手

が必要なため、雇用の創出も見込まれる分野で

もございますので、海外メーカーのメンテナン

ス分野にいかに入っていくかというところが重

要と考えております。今年度、県内企業に参加

をいただいて、アメリカのメンテナス部品メー

カーへの市場参入を目指した事業を開始したと

ころでございます。

実践的な取組を行っていただくことにしてお

りまして、加工トライアルなどに取り組んでい

ただく事業でございますが、こうしたことを通

じまして航空機関連産業を基幹産業として、さ

らに成長させることができるようにサプライチ

ェーンの強化・育成に努めてまいりたいと考え

ております。

【虎島委員】将来、今後も見据えながら取組を

進めているということで、引き続き、県内航空
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機産業の振興に努めていただきたいと思います。

事前通告しておりませんけれども、私が、次

の長崎の基幹産業として期待をしております水

素関連について、ご質問いたしたいと思います。

先日、9月4日にブラザー工業の事業説明があ
りました。私も参加しましたけれども、多くの

自治体や企業が来られて大変な盛況であったと

思いますけれども、せっかくですので、その概

要等を教えていただければと思います。

【岩永新エネルギー推進室長】水素関連に関す

るご質問でございます。

委員がご指摘のとおり、先日、9月4日に、6
月に連携協定を締結いたしましたブラザー工業

様のセミナーを長崎県水素事業化研究会の中で

開催させていただきました。参加者は約40名ほ
どで、県内企業様をはじめとしまして県内の大

学、行政関係者の方々にご参加いただきました。

その中で、ブラザー工業様が今取り組んでお

られる水素事業に関するご説明や製品のご紹介、

あと、今後の水素関連事業の展開などにつきま

して、ご説明をいただいたところでございます。

併せまして、県内の水素事業化研究会でのプ

ロジェクトの紹介もさせていただきまして、今

後、ブラザー工業様を中心に県内企業も連携し

た形でのプロジェクト、そういったものも検討

できないか、名刺交換会や個別意見交換会も開

催いたしまして検討していく予定にしておりま

す。

【虎島委員】ありがとうございます。いろんな

自治体と民間企業も来られまして、水素に関し

て非常に期待値が高いというふうに思っており

ます。

一方、民間企業同士でしっかりと突き進んで

いく、それをサポートするというのは重要だと

思いますけれども、ある一定、やっぱり県が水

素で産業を立ち上げるんだという大きな姿勢を

示していただくというのが、新規産業を立ち上

げる上では重要になってくるのではないかと思

っておりますが、県としての意気込みをお聞か

いただければと思います。

【岩永新エネルギー推進室長】水素関連分野に

つきましては、次世代のエネルギーとして非常

に注目をされております。国の方でも水素に関

連する補助金等を創設いたしまして支援をする

ように取り組んでおりますが、県といたしまし

ても、そういった補助金も活用しながら、県の

水素関連のプロジェクトを立ち上げて、強力に

推進をしていきたいと考えております。

もちろん、その際には、ブラザー工業様のよ

うな大手企業を中心といたしまして、県内企業

の参画も積極的に募りながら、進めていきたい

と考えております。

【虎島委員】ありがとうございます。水素を核

として、また、いろんな産業にも活力が伝わっ

ていくものと思いますので、ぜひ引き続き頑張

っていただきたいと思います。

もう1点、よろしいでしょうか。
部長説明の3ページ、バングラデシュのIT人

材というところがございましたけれども、この

取組の進捗状況ですね。ニュースで見ますとマ

ッチング会を行ったというふうな報道もありま

したけれども、ぜひお示しいただければと思い

ます。

【髙見未来人材課企画監】バングラデシュの取

組ですけれども、6月に現地のマッチング会を
行いまして、その後、県内企業3社が3名の内定
を出されております。

業種は、建設業2社、それから、IT関連企業
が1社ということになっております。
デモの影響が心配されましたけれども、当初
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の予定どおり来日をされまして、本日、長崎大

学で入学式が行われております。9月30日から
長崎大学の方で日本語教育とか内定企業のイン

ターンシップを開始して、2月の就労開始を予
定しております。

もう一つ、来年8月の就労開始を目指す第2期
の募集についても、9月いっぱいまで現地の状
況を見た上で10月下旬に企業向けセミナーを
開催予定としております。

ただ、現地のデモによる安全面を考慮しまし

て、現地での企業とIT人材との面談会は行わず
にオンライン面談で実施をしていきたいなと、

今のところ考えているところでございます。

【虎島委員】 ありがとうございます。私も、そ

の暴動が気になっていたところで、首相が国外

へ脱出するなど非常に政情不安が続いていると

いうふうに伺っております。民間とのやり取り

というのは何とか回避しながらできると思うん

ですけれども、政治の上で向こうとのやり取り

というのは、あまり支障はないとお考えでしょ

うか。

【髙見未来人材課企画監】政治的なところの影

響というのはないかと思っております。ジェト

ロによりますと、治安は既に安定化をしており

まして、市場も回復傾向ということでございま

す。

日本企業も事業操業を再開しまして、ダッカ

の日本人学校も9月から再開して、帯同家族も
再渡航がされているという状況ですので、そこ

は影響ないと考えております。

【虎島委員】ありがとうございます。非常に優

秀な外国人の方に来ていただくという重要な事

業であると認識しておりますので、ぜひ今後と

も頑張っていただきたいと思います。

以上です。

【中村(一)委員長】 ここで、11時15分まで休憩
いたします。

― 午前１１時 ３分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

【山口委員】 先ほどご説明いただいた3ページ
の長崎県産業振興協議会の関係で、この中のこ

とについてお尋ねします。

産業振興協議会というのは、県と長崎市と佐

世保市と産業振興財団の4者で構成していると
いうことになってます。防衛産業とか、洋上風

力とか、小規模事業者のデジタル化を進めてい

くということで、最後の方に、いわゆる人口減

少対策等々についても手を入れていただいてお

るんですが、外国人材の活用というのも、一つ

のテーマとしてあって、ここではバングラデシ

ュのIT人材を確保するということで記載をさ
れていますが、なぜバングラデシュなのかなと

いうのが、ちょっと気になりましたものですか

ら、まず、単純な質問からさせていただきます。

【髙見未来人材課企画監】 バングラデシュの

IT人材の確保については、県内IT産業の人材ニ
ーズを確認しましたところ、今後、5年程度で
日本人等を確保した場合でも200人以上が不足
するということが見込まれることがわかりまし

た。

また、このバングラデシュの取組については、

宮崎市の方で2017年からJICAの支援を受けて、
先行して取り組まれておりまして、一定実績も

上がっておりましたので、県としても、JICA
とかバングラデシュの大使館を訪れましてお話

をお伺いしたところ、宮崎の事例を全国に展開

したいということで、その第1号として長崎県
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にも協力をお願いしたいというご提案がござい

ました。

バングラデシュは、平均年齢も28歳と非常に
若くてITスキルを持った方も多い一方で、国内
のIT産業が少なくて、多くの優秀な人材が海外
に流出している状況もございますので、県とし

ましても、そういった優秀な人材を受入れまし

て、県のIT産業の振興を図るために、今回の事
業を開始することとなったものでございます。

【山口委員】バングラデシュは、私たちの印象

としては、世界で最も貧しい国というふうな印

象というか、そういうふうな表現もされている

文章も結構あるんですが、そういう中で、ただ

インドに接している国で、インドはIT等々につ
いては、世界でも、ある意味レベルの高い人た

ちが結構いる国だというふうに思っているんで

す。

そして、もう一つ、バングラデシュは親日国

といいますかね、日本とのお付き合いが非常に

いい、良好な関係にあるというふうに思ってい

るんです。

ただ、どうしても貧しい人たちが多い。そう

いうことによって教育が行き届かないというの

が、ここの国の最大の弱点かなと思っているん

ですが、日本に来られる人たちはどの程度のレ

ベルの教育を積んで来られるのか。IT人材とい
うことであるとすれば、それなりの教育を受け

て来られるのか、それとも日本の国においてき

ちっと教育をし直すのか、その辺はどのように

なっているんですか。

【髙見未来人材課企画監】今回のバングラデシ

ュの人材ですけれども、まず、現地の方で、日

本に行きたい人材に募集をかけます。現地のIT
の大学とかを卒業された方に募集をかけまして、

30名から40名ぐらいに絞り込むという状況に

なっております。

募集自体は、2,000人から3,000人の応募があ
るという中で30人、40人に絞り込んだ方を、現
地で日本語教育とか、再度、ITとかの教育をし、
今度、県内企業が面接をして選んでいくという

状況になっております。

その後、先ほど申し上げた長崎大学で、また

日本語教育とか、採用内定企業でインターンシ

ップを行いまして受け入れていくという状況で

ございます。

本県の職員も現地のバングラデシュの面談会

にも参加をいたしましたけれども、お一人お一

人、日本、長崎に来られるということに非常に

期待を持って、熱い思いを持って来られてます

ので、我々としては、日本人よりも優秀な方も

いらっしゃるというふうに評価をしております。

【山口委員】これから期待できる外国人材とい

うことになるんだと思いますけれども、長崎県

を含めて全国で、現状、それから将来を含めて、

バングラデシュからの人材をどのように、どの

程度活用される方向にいくというふうに思われ

ているのか、お尋ねをします。

【髙見未来人材課企画監】今回の事業では、ま

ず、今年度5名程度の受入れを行いまして、来
年度10名、それから翌年度に15名、合計で30
名の受入れをしたいというふうに目標を立てて

おります。

【山口委員】しっかり連携を図って、しっかり

役に立っていただくように、教育を含めて、し

っかり頑張っていただきたいと思います。

【中村(一)委員長】 ほかにありませんか。
【白川委員】まず、高技専についてお伺いをし

たいと思います。

私のところにインターンシップの学生さんが

4名来ておりまして、高技専に行かれる学生さ
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んたちと同じ世代ということで、そういった若

い世代の方とも意見交換をしたいと思いまして、

長崎校の方に改めて視察に行ってまいりました。

その際、長崎県でスタートアップで起業され

たIT関係の社長さんも、お一人ご同行をいただ
きまして、そこで長崎校の校長先生も熱心にご

説明等、現場も見学をさせていただいたところ

でございます。

そういった中で、若い学生さんたちから出た

意見というのが、このようなすばらしい設備が

ある学校を知らなかったということが大半であ

りまして、学生時代に情報が届いていなかった。

たまたま長与町に住んでいたので、知ってはい

たけども、内容までは知らなかったというよう

な声と、ITの起業家の方からすると、やはりPR
不足ではないかということで、ホームページの

指摘なども改めてあったところであります。

今回の見直しについてというところに関して

のご報告でいうと、有識者会議においては、中

小企業からの求人増を踏まえてカリキュラムの

柱は変えるべきではないというようなご意見が

多かったということで、今後、学科編成等は柱

を変えるべきではないというところだと思いま

すけども、やはりそうなってくると、入口対策

をしっかりとしていかなければならないのでは

ないかというようなことだと思います。

具体的な取組へとつなげてまいりますという

ことですけれども、どういった具体策を考えて

おられるのか教えてください。

【黒川雇用労働政策課長】高等技術専門校につ

きましては、入校生の9割が高卒の新卒者とな
っております。全国的にやはり人口減少が進む

中で、本県においても、県内高校の新卒者が令

和5年には1万933人ということで1万人割れも
目前となってきている状況でございます。

また、高校の新卒者の進路についても、大学

進学の選択肢が増えていますとともに、高校に

対しても企業の求人の大幅な増加がきておりま

して、こちらも入校者の減に影響しているのか

なというところでございます。

一方で、今、お話がありましたように県内企

業からの求人も非常に多いと、高技専の求人も

多いということで、我々としても企業の人材ニ

ーズに応えるべく入校者の確保対策に一層努め

ていきたいと考えております。

そこで、従来から、高技専の方でも各種説明

会の参加だけではなくて、独自に県内の高校な

ども回って校のPRもしているところでござい
ます。

私の方も、今年は、過去に希望の多かった離

島地域ですとか、そのほか高校も含め高校教育

課からのご助言もいただきながら、直接、校長

先生方とお会いしてまいりました。

やはり進路指導の先生方から、直接、生徒に

なかなか届いていないような現状というのもあ

りましたので、重ねて情報提供をお願いしてき

たところでございます。

また、このような取組を進める中で、高校の

文化祭への出展などのお声がけもいただきまし

たので、そちらも校と対応するべく、現在、調

整しているところでございます。

それと、来年度以降は、また専用ホームペー

ジの設置ですとか、現在行っていますSNSによ
る発信を効果的に行うほか、校独自のイベント

によります高校新卒者の集客、そして、高技専

のOBの在籍するような企業さんと連携した情
報発信など、入校者確保対策を一層進めていき

たいと考えております。

【白川委員】ありがとうございます。ホームペ

ージ、SNSは急務だと思いますので、ぜひお願
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いしたいと思います。

そして、やはり今本当に就職については売り

手市場というか、高校にもたくさん求人がきて

いるというような状況の中で、また、大学進学

者も増えているという中で、高技専の情報が埋

もれてしまうような状況なのかなと思いますけ

れども、やはり高校を卒業して無資格で就職す

るよりも、高技専で国家資格など即戦力になる

ような技術を1年、2年かけて取って就職すると
いうと、やはり社会人としてのスタートが違っ

てくると思います。

また、企業によっては、資格手当だったりと

か、高卒と専門校卒のお給料が違ったりという

ようなこともあると思いますので、やはり県内

で少しでも望むようなお給料をいただけるよう

な就職につくということについても、この高技

専は非常に重要な役割を果たすと思っておりま

すので、そういった求人票の、具体的にいうと

比較なども含めて、高校生へのアピールという

のはしっかりとしていくと、そこに対する親御

さんの視点というのも変わっていくのではない

かなというふうに思いますので、この募集定員

割れの状況をぜひ何とか回復していくように、

県の方にも引き続き努めていただければという

ふうに思っております。

そして、新たな学科新設に関しても少しお伺

いしたいんですけれども、基本は変えないとい

うことではありますが、例えば、今、基幹産業

になりつつある半導体ですとか、デジタル関連

の学科新設などは検討されておりますでしょう

か。

【黒川雇用労働政策課長】現在、検討会議の中

でも、現在の学科構成についてはご評価をいた

だいておりまして、現状を軸とした新たな学科

設置などの大きな学科再編は行わずに、企業の

ニーズに対応しました学科内のカリキュラムの

一部見直しなどで対応していくというようなご

意見をいただいております。

現行でも、半導体分野の製造装置の製造です

とか、デジタル分野、航空機分野、こういった

分野に参入している企業で活躍する人材という

のは、現状も修了生の方から輩出できておりま

す。

引き続き、現状の学科を中心に、このような

成長分野などで貢献できる人材の育成を図って

まいりたいと考えております。

また、デジタル関連をはじめとして、新たな

ニーズに対応するためには、必要に応じまして

既存の在職者訓練ですとか離職者訓練といった

枠組みもございます。こういったものを活用し

まして企業や団体、また、ポリテクセンターな

ど外部の機関と連携を図りながら対応していき

たいと考えております。

【白川委員】 ありがとうございます。

では、続いて東彼杵町の工業団地の計画につ

いてですけれども、こちらはもう募集が始まる

ということで順調に進んでいるのかと思います

が、地元住民の理解はしっかり得られて、反対

運動等は行われていないのか、改めて伺いたい

と思います。

【石川企業振興課企画監】東彼杵町における工

業団地の整備計画についてのご質問でございま

す。

この計画自体は、以前から東彼杵町において

計画を検討され、地元の調整も町の方でされて、

適地、候補地を選定された上で、整備の計画に

ついて県に参画を求める要望というのが今年の

7月にございまして、県と町と連携して取り組
んでいこうということで、現在、民間事業者の

公募を始めたところでございます。
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今回、計画していくに当たって、町の方で地

権者であるとか、営農者であるとか、そういっ

た方にアンケート調査をしたり、計画の説明な

どを実施されておりまして、アンケートの結果

を見ますと95％の方が賛成されているという
ことで、大きな反対はないと伺っております。

したがいまして、先ほど委員のお話にありま

したような反対運動とか、そういったものは特

に聞いておりません。

ただし、こういった団地の開発に当たっては、

地元の理解というのが何よりも重要であると考

えておりますので、今後も折を見て町の方で地

元への説明などをしていただくように促すとと

もに、県としてもできる協力をしていきたいと

考えております。

【白川委員】ありがとうございます。私もアン

ケートを拝見させていただきまして、東彼杵町

からの陳情のところにもついておりますけども、

新たな企業を誘致する雇用の機会がある町です

とか、若者のニーズに合った都市環境が整備さ

れた町というふうなことで、この町に住み続け

たいと思える若者が増えるように、しっかりと

取り組んでいただきたいと思いますし、どんな

企業が来られるかまだわかりませんけども、自

然も非常にすばらしい町だと思いますので、環

境面にも配慮した取組をお願いしたいと思いま

す。

そして、もう一つだけ。

これは、新聞記事によるものなんですけれど

も、9月3日の長崎新聞で、「男女の賃金格差に
ついて」という記事が1面に載っておりました。
これは、かねてより世界で見た比較などはあ

って、日本は男女の賃金格差がある方だという

ことであるんですけれども、県ごとの指数が出

たのは初めて見たんですけども、長崎県は格差

が少ない方から3番目とされておりました。こ
の評価について県の受け止めと分析を教えてく

ださい。

【黒川雇用労働政策課長】先日の新聞報道の厚

生労働省の調査結果によりますと、本県は男女

間の賃金格差が小さく、高知県、岩手県に次い

で全国3位ということでございました。我々で
も内容を確認しましたところ、これは本県の産

業構造の影響が大きいのではないかというふう

に分析しております。

本県の場合、男性の就業者が多く、給与水準

が比較的高い製造業の割合が構造的にも小さい

ということもございまして、そういった部分が

影響しているものと考えております。

そのため、他産業と比較しても、雇用規模が

大きい、所得水準が高い製造業の誘致・規模拡

大を進め、賃金の底上げを図ることが重要では

ないかと考えております。

【白川委員】比較的賃金が高い製造業の割合が

少ないということで、製造業というと、どうし

ても男性が多く働く場所というイメージがある

んですけども、そこの比重が少ないということ

で、私が受け止めたのは、男性の賃金自体も高

くないので、女性と比較すると、長崎県を総じ

て見ると、格差が少ないというふうになってい

るのかなと見ていて、決して手放しで喜べる第

3位ではないというふうに受け止めております。
働く女性たちとも意見交換をしたんですけれ

ども、男女の賃金格差が少ない、女性が稼いで

いるというような肌感は全くないという働く女

性たちの声もある中で、やはり男女ともに賃金

を上げていく取組というのが、まず必要だと思

いますし、女性が出産や育児、介護でやりたい

仕事やキャリアを諦めてしまうことがないよう

な県の取組についても、今後、一層の強化をし
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ていただきたいと思いますが、このあたり、ご

意見いかがでしょうか。

【黒川雇用労働政策課長】 我々も、現在、女性

をはじめとする誰もが働きやすい職場環境づく

りを進めているところでございます。こちらを

引き続き進めていくとともに、先ほど申しまし

たように、他産業と比較しても雇用規模が大き

い、所得水準が高い製造業の誘致・規模拡大を

しっかり進めていきたいと考えております。

また、製造業については、確かに男性の多い

職場ということもございますけれども、高技専

などでも女性の入校者等も増えてきております。

こういったところから、校の方でも入校対策の

中で、女性向けのチラシ等を作成したりしてPR
も図っているところでございます。

今後も、製造業の女性の就業を促すような取

組も併せて進めていければと考えております。

【白川委員】ありがとうございます。理系女子

というか、工業系の仕事、製造業にも女性を登

用していくというような流れをつくっていくと

いうことでありましたけども、様々な産業で女

性が活躍できるというか、本当に先ほども申し

上げたようにM字カーブのようなことで、自分
のキャリアを諦めなくて済むように、いろんな

産業で、働きたい現場で女性がしっかりと働い

て経済を得ることができるように、私も様々な

意見を伺いながら届けていきたいと思いますの

で、今後、よろしくお願いいたします。

ありがとうございます。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【溝口委員】先ほど白川委員が質問した工業団

地の整備等について、私も一般質問の中で質問

をさせていただきましたけれども、地主、地権

者ですね。地権者の方々はほとんど賛成してい

るということですけれども、報道関係では、周

辺の住民の方々は、説明が不足しているんじゃ

ないかと、そういう報道があっていたんですけ

れども、そのことについてどのように説明をし

てきたのか、お尋ねをしたいと思います。

【石川企業振興課企画監】先日の新聞報道では、

町の方で、町議会においてご説明があったとい

うことなんですけれども、地権者であるとか、

営農者に対しては、先ほど申し上げましたとお

り説明会やアンケート調査で一定説明をされて

いたのですが、近隣に実際に住まわれている方

の中には、そういった情報が届いていなかった

ことがあったということでございます。

具体的な事業の内容でありますとか、どのよ

うな団地が造られるかといったところは、今、

まさに公募をして提案を募っているところなん

ですけれども、そういった情報を、ある程度整

ったところで説明をしたいという町のご意向で

ございました。そういったことも含めて、地元

の方に理解をいただくためには、折を見て説明

をしていく必要があると思っておりますので、

町と連携して地元の理解が得られるような取組

を進めてまいりたいと考えております。

【溝口委員】その周辺の方々にということです

けれども、例えば、地権者にしても何人かの方々

が、まだ全部賛成ではないという話も聞いてお

るんですけれども、整備する業者が決まったと

いう段階の中で、反対住民の方々が、また、い

やそれはということになってきたら、石木ダム

のような感じになってくるんじゃないかと思う

んでけれども、その辺についての危機感という

ものはないんですか。

【石川企業振興課企画監】先ほど私からも申し

上げましたように、この計画自体は、東彼杵町

が以前から検討を進めてきた中で、地元の調整

というのを一定されてきていると伺っておりま
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す。

もちろん、こういった団地の開発とか、大規

模な開発については、様々なお考えがあるかと

は思いますけれども、あくまで地元の理解、地

元の同意というものがないと進まないと思って

おりますので、そこは我々が考えているアンカ

ー企業の誘致による地域産業の振興、そういっ

たことによる地元の振興というのを進めるため

には非常に必要な計画であるということをご理

解いただけるように説明を尽くしてまいりたい

と考えております。

【溝口委員】アンカー企業を誘致するというこ

とに対しては、私も大賛成なんですよね。ただ、

住民の方々というのは、自分たちの環境が悪化

するという形の中では、反対の意見の方々もい

るんじゃないかと思うんですよ。

だから、東彼杵町がずっと進めてきたことだ

から、それに県も協力しますよという形でして

いるとは思うんですけれども、やはり今までの

経験を生かして、東彼杵町と粗相がないように

地元住民に真剣に説明責任をしていかなければ

いけないと思うんですけれども、その辺の指導

についても、また県としても、そこに今関わっ

てきたわけですから、はっきり言って、中に入

って地元住民の理解をいただけるようにしっか

りと早く説明しなければいけないと思うんです

よ。8月29日から民間企業の公募を始めている
わけでしょう。

【石川企業振興課企画監】委員ご指摘のとおり、

8月29日から開発事業者の公募を始めたところ
でございます。

この開発事業者からは、どのような団地の整

備をするか、スキームやスケジュール、そうい

ったものを提案していただくようになっており

ますけれども、その中の項目の一つに、地域の

住環境の確保や営農への影響、地域環境への影

響などに対する配慮という項目も設けておりま

す。

今後、提案が出てまいりましたら、そういっ

たところも含めて、現在の状況も含めて、説明

する機会というのを町とともに設けてまいりた

いと考えております。

【溝口委員】 わかりました。ただ、公募者が決

まって、事業者が決まりましたという段階で、

そこの問題が出てきたら、民間の企業が物すご

く困るわけですね。だからその辺については、

やはり報道関係でもいろいろ言われないような、

その対策を早く取っていただきたいと思います

が、部長、どがんですかね。

【宮地産業労働部長】今、溝口委員からお話が

ございました地元の方のご理解の下に工業団地

の造成、または企業誘致を達成するというのが、

我々の目標かと思います。

今回、民間事業者の提案型を取らせていただ

きましたのは、他県で先行事例がございまして、

先行する熊本県の状況を見ましても、やはり開

発に当たってはいろいろご意見があるところも

あると。その辺の調整を図りながら、工業団地

の造成に向けて調整をされていくというふうな

ことをお伺いをしております。

溝口委員おっしゃられますように、造成する

民間企業者、さらに誘致でおいでいただく企業

様にとっては、企業進出が地元にとって非常に

喜ばしいことという状況でないと、私どもも企

業誘致できませんので、そこは東彼杵町と一緒

に連携をして十分なご理解をいただくように努

力してまいりたいと思っております。

【溝口委員】わかりました。ぜひ問題が起きな

いように対策をしっかりと取っていただきたい

と思っております。



令和６年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２４日）

- 25 -

それから、8月29日から公募をかけているわ
けですけど、民間のいろいろな設計関係とか、

いろいろアイデアを持ってくる方がいると思う

んですけれども、企業の公募の条件というのは

何かあるんですか。

【石川企業振興課企画監】今回の公募に当たっ

ての事業者の条件ということでございますけれ

ども、もちろん建設業の許可を持っているとか、

宅地建物取引の許可を持っているとか、そうい

った条件というのはございますけれども、こち

らが提示しております29ヘクタールの土地を、
アンカー企業が立地できるような工業団地をで

きるだけ早く、目標としては令和8年度という
ふうに設定しておりますけれども、できるだけ

早く造れる企業、もしくは単独の企業では無理

であればグループで提案をしていただき、まず

は、どういった企業かという内容を我々も審査

しますので、そういったところで信用がおける、

しっかり実行力のある企業というのを選んでい

きたいと考えております。

【溝口委員】わかりました。なかなか企業誘致

というのは難しい問題でありまして、事業者に

整備手法を考えていただくということでござい

ますけれども、その辺についての条件がいろい

ろあると思うんですけれども、一つは、聞いた

話では、一応、民間業者が土地を買い上げて、

それから造成をしていくということだと聞いた

んですけれども、その辺については間違いあり

ませんか。

【石川企業振興課企画監】例えば、これまで市

町が団地を造成する場合は、事業主体である市

や町が土地を買収しまして、そこを整備してい

くという手法だったわけですけれども、今回、

他県の事例というのも参考にして募集要綱を設

定しております。基本的に、委員ご指摘のとお

り、民間事業者が土地を買って、そこを自ら造

成していくというスタイルを想定しておりまし

て、どういった提案が出てくるかというのを考

えております。基本的には他県でもそういった

事例がありますので、そういった形になろうか

と考えております。

【溝口委員】わかりました。買い上げてからと

いうことになると、県と町の方はお世話をする

わけですけれども、民間が今度は企業誘致とい

う形の中では、どこに責任がかかってくるわけ

ですか。民間事業者にかかってくるんですか。

【石川企業振興課企画監】出来上がった団地に

どういった企業が立地するかという企業誘致の

活動のことになりますけれども、基本的には、

企業誘致活動は、県、産業振興財団、あと地元

の市町、今回の場合は町と連携した形で企業を

誘致するという活動をしております。今回、公

募の中では、開発事業者が、もし立地企業の候

補を提案できるのであれば提案していただくと

いうことも一応想定しております。

そういった提案があれば、我々としてもあり

がたいというふうに考えておりますけれども、

もちろんどこでもいいというわけではございま

せんので、そういった提案があった場合は、ど

ういった企業なのかというところを精査した上

で、誘致企業を決定してまいりたいと考えてお

ります。

【溝口委員】わかりました。民間の方々も土地

を買ってから造成して、そして、誘致するとい

う形になれば資金的な問題もかなり要るんじゃ

ないかと思いますし、早く誘致ができないと金

利もかかってくると思うんですよね。その辺に

ついて、やはり県が責任を持って、ある程度、

何年かの間とか、そういう約束を民間業者とし

てということになるわけですかね。そこら辺に
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ついては、今のところ何もなくて、民間業者が

買い上げてするという形になるわけですか。

民間の方々も、ある程度の担保がないと、多

分、中に入ってくることができないんじゃない

かと思うんですけれども、そのことについて考

え方をお聞かせいただきたいと思います。

【石川企業振興課企画監】今から誘致活動とい

うのはするわけですけれども、いつまでに、ど

ういった企業が入るというのはなかなかお約束

することは難しいということがございますので、

そういった点は開発事業者にとっては、ある意

味リスクというふうに取られる可能性はあろう

かと思います。

そういった点について、そのリスクを持って

も開発事業をやるというふうなご提案なのか、

どういったご提案になるかにもよるんですけれ

ども、県側も誘致活動を頑張りますので、そう

いったことをどういった形で折り合うかという

ところは、今後、提案の中で出てきた内容を見

ながら事業者とも協議をしてまいりたいと考え

ております。

【溝口委員】わかりました。条件次第ではのん

でもいいですよという民間も出るかもわかりま

せんけど、条件が合わないということになれば、

一つも来ないかもわからないという民間企業者

もあるかもわからないと思うんです。

例えば、この土地に立地をしたいというよう

な企業がおると思いますけれども、その時に、

その業者が、自分たちが好きなようにしたいか

ら買いたいという提案もあるかもわからないと

思うんですけれども、自由に公募をそこまで考

えて公募しているということになるんですか、

その辺についてはいかがでしょうか。

【石川企業振興課企画監】応募される開発事業

者が、例えば立地を希望する企業様の情報を既

に持っているとか、そういったことで立地企業

と一緒に応募してくるということもスタイルと

してはあり得ることかなと思っております。そ

ういった形で立地企業も含めて提案いただくと

いうことは、我々としても検討に値する内容で

あると考えております。

【溝口委員】 わかりました。ただ、部長に聞き

たいんですけども、やはりある程度、担保が民

間業者としては要ると思うんですよね。だから

そこら辺について、ここに立地をしたいという

企業と、そういう開発をしたいという取組があ

る企業が私は一番いいと思うんですけれども、

その辺についての部長の考え方をお聞かせいた

だきたいと思います。

【宮地産業労働部長】今、企業振興課企画監が

ご答弁申し上げましたけれども、そういうスピ

ード感として造成する、今から取りかかるこの

スピード感で、すぐ進出しますとおっしゃって

いただく企業があれば、それは非常に望ましい

ことだと思います。

一方で、現実的なことを考えますと、通常、

我々も企業誘致活動をやっておりますが、完成

時期というか、ある程度、企業の方も投資のス

ケジュールを立てるのに時間を要する場合があ

りますので、そうしますと、そのタイミングで

は誘致企業まで決まるというところがない場合

が、やっぱり想定としては出てくると思います。

その中では、先ほど溝口委員からもございま

したように、担保、民間事業者の開発がどうす

れば柔軟に進むかというところはいろいろ意見

交換しながら、通常、我々、県・市が団地を造

成する時には財政出動して整備をきちんとやり

ますので、そういう等々いろいろ状況を考えな

がら検討を重ねてまいりたいと思っております。

【溝口委員】この東彼杵工業団地をぜひ完成さ
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せていただくよう、アンカー企業を早く誘致し

て、相浦が待っておりますので、佐世保市の。

相浦についても、一般質問の中で言いました研

究機関か中堅の企業ということでございました

ので、併せて、ぜひ誘致できるように努力して

いただきたいと思います。その辺について、も

う一回聞かせてください。

【宮地産業労働部長】一般質問で溝口委員の方

にご答弁を差し上げましたけれども、先ほど来、

半導体なり、航空機なり新たな産業をというお

話がございました。

企業の大小を問わず、あと上場のお話もござ

いましたけど、企業の上場を問わず、やっぱり

長崎県は成長を指向して外需を獲得して、税源

を涵養して、それで小規模事業者の皆さんをお

支えしていくというのが、我々産業労働部の使

命だと思っております。

その中で、一番大きいアンカー企業の誘致は、

我々は第一に考えて、県産業振興財団のみなら

ず、私自身も必要に応じて誘致活動に赴いてお

りますので、全力を傾けて努力してまいりたい

と思っております。

【溝口委員】わかりました。ありがとうござい

ます。

長崎県は人口減少が進んでおりますので、ア

ンカー企業をぜひ誘致していただくように心か

らお願いを申し上げまして、私の質問を終わり

ます。

【中村(一)委員長】ほかに質問はありませんか。

【山村副委員長】 ありがとうございます。1点
だけ確認させてください。

諫干調整池の太陽光パネルの調整状況につい

て、今の状況を教えていただきたいと思います。

よろしくお願いします。

【岩永新エネルギー推進室長】諫早湾干拓地調

整池における水上太陽光発電につきましては、

今年2月に事業の導入可能性の検討について公
表して以降、県内に加えまして佐賀県からもご

意見があっておりまして、特に、環境に対する

懸念が示されているところでございます。

事業推進に当たりましては、地元の地域の関

係者の方々のご理解がやはり一番大事だと、最

も重要であると考えておりますので、庁内関係

部局と慎重に検討を進めている状況でございま

す。

【山村副委員長】ありがとうございます。かな

り巨大なプロジェクトになるというふうに思っ

ておりますので、いろんな意見があるのは、恐

らく想定していらっしゃっただろうと思います。

きちっと進めていただくためにも、いろんな

意見を聞いていただいて、どうしていくかとい

うのを検討していただくというのはすごく大事

なことだと思っておりますし、やはり大きなプ

ロジェクトになればなるほど説明責任というの

は非常に大事になってまいります。

また、県の部局も、多分、産労部だけじゃな

くて土木部だったり、農林部だったり、環境部

だったりというところで横断的にまたがってく

る事業だと思っておりますので、きちっと検討

していただきたいというのと、ご提案なんです

が、私も公共事業をやってましたので、調査に

はきちっとやっぱり予算をかけて、いろんな意

見に対してきちっとお答えできるということの

技術的根拠なり、科学的根拠なりというのを一

度検討すべきだと私は思っております。

今年度は、意見を聞いている段階だったり、

可能性を検討している段階だと思いますけれど

も、虎島委員が言われたように、今後、水素と

かいろんなことを考えたときに、諫干調整池と

いうのは、特に山を削るわけでもなく、何をす
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るわけでもなく、巨大な水上太陽光発電の可能

性がある地域ですので、将来を見据えたときに

は、ぜひ進めていただきたいというふうに思っ

ている事業でありますので、そこに関しては、

次年度予算でも結構ですので、きちっと予算を

つけながらでも根拠整理だったり、いろんな方

へのご意見に対してきちっとお答えできるよう

な形で、皆さんが納得するような、100％納得
というのはなかなか難しいんですけれども、多

くの方がきちっと納得していただけるような取

組を行っていただければと思いますが、ご意見

があれば伺いたいと思います。

【岩永新エネルギー推進室長】先ほども少し触

れましたけれども、公表して以降、県内外から

周辺環境への影響等につきまして不安視するご

意見をいただいております。

その一方で、関係部局による意見交換の際に

は、事業実施による周辺環境への影響など、ど

こまで正確に予測することが可能なのかなどの

意見もあっております。

調査の実施に当たりましては、予算措置が必

要になってまいりますけれども、事業の実施目

的ですとか効果、あと、今後の事業推進にどの

ようにつながっていくのかなどを具体的にご説

明できなければならないと考えておりますので、

どのような進め方がいいのか、引き続き、関係

部局や関係市の方も含めまして協議してまいり

たいと思っております。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、産業労働部関係の審査結果について整理

したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５９分 休憩 ―

― 午後 零時 ０分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、水産部関係の審査を
行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでございました。

― 午後 零時 ０分 散会 ―



第２日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年９月２５日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ２時１２分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中村 一三 君

副委員長(副会長) 山村 健志 君

委 員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 近藤 智昭 君

〃 堤  典子 君

〃 大倉  聡 君

〃 白川 鮎美 君

〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 吉田  誠 君

水産 部政策 監
（政策調整担当）

松田 竜太 君

水 産 部 次 長 峰松美津子 君

水 産 部 次 長 古原 和明 君

水産 部参事 監
（漁港漁場計画・
漁場環境担当）

宮地 健司 君

漁 政 課 長 小川 昭博 君

漁業 振興課 長 松尾 隆男 君

漁業振興課企画監
（資源管理推進担当）

村瀬 慎司 君

漁業 取締室 長 中尾  直 君

水産経営課長（参事監） 齋藤周二朗 君

水産加工流通課長 森川  晃 君

水産加工流通課企画監
（輸出拡大・養殖振興担当）

鈴木 正昭 君

漁港 漁場課 長 本多 健一 君

漁港漁場課企画監
（漁場環境担当）

松本 昌士 君

総合水産試験場長 桑原 浩一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開議 ―

【中村(一)委員長】 委員会及び分科会を再開い
たします。

これより、水産部関係の審査を行います。

【中村(一)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

水産部長より、予算議案の説明を求めます。

【吉田水産部長】 おはようございます。

水産部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第82号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予
算（第2号）」のうち関係部分であります。
歳出予算は、水産業費4億1,711万8,000円の

増、合計4億1,711万8,000円の増となっており
ます。

補正予算の内容についてご説明いたします。

（漁業金融対策について）

1、赤潮による大規模な養殖魚被害に対し、
生産者の事業継続に必要な借入に係る利子・保
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証料負担を軽減するため、沿岸漁業等振興資金

の融資枠を4億円から13億円に拡大することに
伴う利子補給等として、漁業振興対策融資費

391万円の増。
2、漁業経営維持安定資金の融資枠を6億円か

ら9億円に拡大することに伴う利子補給等とし
て、漁業経営安定対策融資費152万4,000円の増
をそれぞれ計上いたしております。

（代替魚購入及び赤潮被害軽減対策支援につい

て）

赤潮による大規模な養殖魚被害に対し、速や

かな養殖業の再開に向け、生産者が実施する代

替魚購入及び赤潮被害軽減対策を支援するため

の経費として、養殖魚赤潮被害緊急対策事業費

4億1,168万4,000円の増を計上いたしておりま
す。

繰越明許費及び債務負担行為については、記

載のとおりであります。

以上をもちまして、水産部関係の議案の説明

を終わります。

よろしくご審議のほどお願いいたします。

【中村(一)分科会長】 次に、水産加工流通課企
画監より補足説明を求めます。

【鈴木水産加工流通課企画監】それでは、お手

元にお配りしております資料の1「令和6年9月
定例県議会予算決算委員会農水経済分科会補足

説明資料 水産部」の2ページをご覧ください。
私の方から赤潮関係の補正予算についてご説

明させていただきます。

まず、赤潮発生等の経過でございますが、今

年は県内各地でシャットネラ及びカレニア赤潮

が広範囲に発生しており、各海域の発生状況等

をまずご説明させていただきます。

橘湾海域におきましては、6月13日から7月22
日までシャットネラ赤潮が発生し、6月22日以

降、ブリ、ヒラマサ、シマアジなどのへい死が

確認されました。

また、7月31日から8月13日までカレニア赤潮
が発生し、8月13日にはトラフグのへい死も確
認されております。

次に、西彼海域でございますが、6月24日以
降、シャットネラ赤潮が発生し、6月26日以降、
ブリ、ヒラマサのへい死が確認されております。

また、8月2日から4日までカレニア赤潮も発
生しております。

次に、伊万里湾海域でございますが、7月12
日から15日までシャットネラ赤潮が発生し、7
月13日以降、クロマグロ、ブリ、ヒラマサのへ
い死が確認されております。

次に、九十九島海域でございますが、6月24
日から7月26日までカレニア赤潮が発生し、ま
た、6月26日から7月16日までシャットネラ赤潮
が発生し、7月4日以降、ブリ、ヒラマサのへい
死が確認されております。

次に、3ページの表をご覧ください。
赤潮被害状況でございます。

8月末時点での推定被害状況として、各漁協
から聞き取った情報によりますと、橘湾海域の

橘湾東部漁協でおよそ5億円、西彼海域の長崎
市新三重漁協でおよそ4億円、伊万里湾海域の
新松浦漁協でおよそ6億円、その他を含めて、
合計およそ16億円の被害額となる見通しとな
っております。

このため、関係市や系統団体と連携し、甚大

な赤潮被害を受けた養殖業者の経営継続に向け

た支援を行うとともに、今後、こうした大規模

赤潮に備えて、赤潮被害を軽減する新たな養殖

技術などについても積極的に導入・普及してい

くことが必要と考えております。

続きまして、4ページをご覧ください。
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県で検討しております赤潮被害対策の概要を

お示ししております。

大きく分けまして、まず1つ目が養殖経営対
策、2つ目が赤潮被害軽減対策、3つ目が被害対
策としております。

まず、1つ目の養殖経営対策でございますが、
まず、1つがへい死した養殖魚に代わる代替魚
導入への支援、それから経営再建・事業継続に

向けた金融支援でありまして、補正予算としま

して合計3億6,800万円を計上しております。
次に、2番目の赤潮被害軽減対策でございま

すが、足し網など、赤潮被害軽減対策に要する

経費への支援としまして、補正予算4,953万円を
計上しております。

次に、3つ目の被害対策としましては、緊急
的な対応が必要なことから、こちらについては

予備費を充当しまして、へい死魚処理や赤潮防

除剤散布について、県単独の既存事業により支

援することとし、県と市で最大2分の1ずつ負担
する方向で調整をしているところでございます。

続きまして、5ページをご覧ください。
代替魚導入及び被害軽減対策に係る支援事業

であります養殖魚赤潮被害緊急対策事業費につ

いてご説明します。

この事業は、今年度、県内各地で発生した赤

潮により、甚大な被害を受けた養殖業者の早期

事業再開を支援するとともに、養殖業者が実施

する赤潮被害軽減措置の取組を推進するもので

ございます。

2番の事業概要をご覧ください。
まず、（1）の代替魚導入支援でございます

が、養殖業者が早期事業再開に必要な代替魚を

導入する際の経費に対し、県と市、それぞれ3
分の1ずつ支援するものですが、被害の程度に
応じて二通りの制度により支援することとして

おります。

真ん中の右の囲みをご覧ください。

まず、1つ目は、当該地域の被害金額が3億円
以上である地区、今回は新松浦漁協が該当しま

すが、こちらにつきましては、令和4年度まで
のルールであります既存制度を適用することと

し、代替魚の購入金額のうち、生産原価を除い

た額を補助対象とし、その3分の2を県と市で支
援するというものでございます。

それから、2つ目は、同一海域において、同
一原因による総養殖尾数の7割以上のへい死が
あった地区、今回は橘湾東部漁協と長崎市新三

重漁協が該当しますが、こちらにつきましては、

さらに甚大な被害状況であることを踏まえ、昨

年度同様の特例制度を適用することとし、生産

原価を控除せず、代替魚購入費全額を補助対象

とし、その3分の2を県と市で支援するというも
のでございます。

続きまして、（2）赤潮被害軽減対策への支
援につきましては、今後、こうした赤潮が発生

しても大きな被害が生じないような養殖生産体

制への移行を目指し、例えば、右下の図にあり

ますとおり、通常の養殖網の上の部分に網を継

ぎ足して、生簀網の深さを伸ばすことにより、

生簀内の魚が赤潮濃度の薄い水深帯への逃げ場

が確保され、へい死を防ぐといった方法が他県

で高い効果が確認されており、こうした新たな

被害防止対策の導入を推進・普及するため、こ

れら対策を実施する際に要する経費の3分の2
を県と市で支援するものでございます。

以上で説明を終わります。

よろしくご審議賜りますよう、お願い申し上

げます。

【中村(一)分科会長】次に、水産経営課長より、
補足説明を求めます。



令和６年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２５日）

- 32 -

【齋藤水産経営課長】 水産経営課で9月補正予
算に計上いたしております事業について、補足

説明をさせていただきます。

6ページをご覧ください。
沿岸漁業等振興資金等融資及び漁業経営維持

安定資金等融資費についてでございますけれど

も、この事業は、令和6年6月から8月に県内各
地で発生した赤潮により甚大な被害を受けた養

殖事業者の早期事業再開を図るための支援とい

たしまして、2つの資金等を融資費、計543万
4,000円を計上いたしております。
それぞれの計上額につきましては、2の予算

額で示しておりますが、これと併せて利子補給

の15年、保証料3年分の債務負担の承認をお願
いするものでございます。

事業概要ですが、①沿岸漁業等振興資金等融

資費については、今回の代替魚購入に補助事業

を活用する際の自己負担の部分や、代替魚の育

成に要する経費に対し金融支援するもので、融

資枠の拡大、利子補給、償還期間の延長、貸付

限度額の拡大と併せて保証料についても支援し、

借入する際の養殖事業者の負担を軽減すること

としております。

また、②の漁業経営維持安定資金等融資費に

ついては、経営再建に向けた養殖事業者が現状

で借入している資金を借り換えるための支援で、

①の沿岸漁業等振興資金等融資費と同様の支援

を行い、借入する際の養殖事業者の負担を軽減

することとしております。

なお、被害が特に大きいと認められる海域に

つきましては、特例制度の対象とし、無利子で

の借入や保証料を3か年間軽減することにより、
再建と事業継続につなげるための支援としてい

るものでございます。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【中村(一)分科会長】次に、漁港漁場課長より、
補足説明を求めます。

【本多漁港漁場課長】漁港漁場課所管の繰越に

ついて、補足して説明いたします。

7ページ、繰越理由別調書をご覧ください。
こちらは、第82号議案「令和6年度長崎県一

般会計補正予算（第2号）」のうち、4ページに
掲載されております農林水産業費の関係部分を

理由別に整理したものです。

今回、令和6年度から令和7年度への繰越明許
費として、12億4,850万円を計上しております。
これは、今年度新規事業や、設計、工法変更な

どによる遅れを要因として、発注時期がずれ込

むなど、今年度内に適正工期が確保できないた

め、今回、9月議会であらかじめ繰越の承認を
いただき、翌年度にまたがる適正工期を確保し

たうえで工事等を発注するものです。

8ページ目をご覧ください。
事業ごとの施工箇所、主な工事概要等を記載

しております。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【中村(一)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【虎島委員】私は、赤潮対策のことについて質

問いたします。

まずもって、甚大な被害を受けた漁業者に対

しまして、迅速にこういった取組をしていただ

いたことはお礼を申し上げます。

一方で、今回、3漁協に限り支援をするとい
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うことになっております。被害に応じて特例制

度も使って、より手厚く支援するというもので

あると承知しておりますけれども、一方で個人

に目を向けたところ、例えば既存制度でします

新松浦の漁業者の方とか、また、それ以外の漁

協に所属しております漁業者の方で、例えば、

たまたま１件だけ全滅をしたというような被害

があるのではないかと思っておりますけれども、

被害状況の確認について、まずご質問いたしま

す。

【鈴木水産加工流通課企画監】お尋ねの個人別

で見た被害の程度でございますが、具体的な数

字は差し控えさせていただきたいと思いますが、

今回、特に被害の大きかった3漁協の中でも、
被害の数百万円程度の方もいらっしゃれば、億

を超える規模の方もいらっしゃると伺っており

ます。

中でも、特に被害の大きかった橘湾東部漁協

と新三重漁協につきましては、ほぼ全滅という

ことでお話を伺っているところでございます。

当然、全滅といいましても、生産者の規模に

より数千万円、数百万円の方もいれば、億の単

位の方もいらっしゃるというふうに認識してお

ります。

【虎島委員】 3漁協以外の被害はいかがでしょ
うか。

【鈴木水産加工流通課企画監】今年度につきま

しては、申し上げた3漁協以外でも何か所か被
害が発生しているように伺っております。

ただ、個人で億の単位とか、そういった大規

模な被害までに至ったとは伺っておりません。

【虎島委員】特例と既存の中でも差が出てしま

うということで、個人の損害は甚大なのに、そ

の支援に差が出るということで、例えば、全体

で5件中4件が1億円の被害があったとするのと、

5件中1件で1億円の被害があるとすると、4件の
方は支援されるけれども、1件はされないみた
いなスキームに見えてしまうということで、こ

のスキーム自体が、そもそも個人に主体を置く

と難しいところが出てくるのではないかという

ふうに危惧をしております。

たまたま隣の漁協に所属すると、小さな漁協

になるほど被害の割合というのは大きくなって

しまう傾向にあると思いますので、このスキー

ム自体を今後見直すと、例えば甚大な被害を受

けた個人に支援ができるような制度にできない

かということを考えておりますけれども、県の

考えをお聞きいたします。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回計上させて

いただいています代替魚種支援につきましては、

平成21年から始めている支援制度でございま
して、これはあくまで養殖産地が甚大な被害を

受けた、その産地の崩壊を防ぎ、産地の再建を

目指すという目的のもと整理した制度でござい

ます。

したがいまして、産地の崩壊の危険性の大小

に応じて、段階的に対象地区を整理する、この

制度に関してはそのような整理のもと運用する

のが妥当というふうに考えているところでござ

います。

ただ、一方で、今委員ご指摘のとおり、個人

で見た場合に、何か別なアプローチの支援が考

えられるのではというご質問かと思いますが、

例えば、個人につきましては、それぞれ、先ほ

ど申し上げた足し網の取組であったり、そうい

った被害防止の取組に別な事業を活用して支援

をするであるとか、また、今回も含めまして生

産地のお話を伺いながら、今後どういった支援

が必要なのか、整理をしながら、検討は引き続

きしてまいりたいと考えております。
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【虎島委員】ぜひ、前向きに取り組んでいただ

きたいと思います。金融支援についても、ぜひ

ご検討いただきたいと思います。

今、足し網のお話がありましたけれども、今

回はこの足し網の支援も3漁協に限られるとい
う理解でよろしいでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回の補正予算

におきましては、先ほど申し上げた甚大な被害

を受けた3漁協をまず先行して、こうした被害
防止対策の取組を支援していきたいというふう

に考えております。

ただ、一方で、そのほかの地区につきまして

も、こうした被害防止対策というのは大変重要

でございますから、ほかの国や県の事業を使う、

あるいは、今後の新たな施策も含めて、技術指

導をしつつ、様々な面で支援もしてまいりたい

と考えているところです。

【虎島委員】この赤潮は、どこで発生するかわ

からないというところで、今回被害を受けたと

ころだけではなく、ぜひ広い範囲でこういった

ものが使えるような支援を考えていただきたい

と思います。

そもそもこの足し網ですけれども、先ほど他

県で効果があったというお話でしたけれども、

エビデンスとして、どのくらいのものが確立さ

れているのかというのを教えてください。

【鈴木水産加工流通課企画監】足し網の効果の

一例を申し上げますと、今年、鹿児島県から伺

った話によれば、これは東町の事例ということ

ですけれども、通常赤潮が発生した際は、餌止

めということで餌を止めます。餌止めのみを行

った場合のへい死率がおよそ40％だったのに
対し、足し網を実施した生簀については9％と
いうことで、40％から9％にへい死率が減少し
たといったような効果の一例も伺っているとこ

ろでございます。

【虎島委員】非常に効果がある可能性があると

いうふうに思います。エビデンスというのは、

一例の成功例では示せないと思いますので、も

し、その他総合的な効果が検証されているとい

うことがあれば教えていただきたいと思います。

【鈴木水産加工流通課企画監】今、一例をご紹

介させていただきましたが、これ以外にも別な

資料によれば、へい死率30％が4％に軽減され
たとか、あるいは先日、東町の方に視察に行っ

たのですけれども、そちらで伺った話によれば、

網の深さを7メートル、15メートル、30メート
ルというふうに段階的に深くした生簀のそれぞ

れのへい死尾数が、400尾、30尾、0尾といった
ように、深くすればするだけへい死尾数が減っ

たといったような現場の声も伺っております。

実際、鹿児島県の方では、ブリ養殖がメイン

になりますが、相当程度普及も進んでおりまし

て、効果も相当確立されたうえで普及も進んで

いるというふうに伺っています。

【虎島委員】深くすればするほどということで

したけれども、浅い海域での対応、足し網が可

能かどうか教えてください。

【鈴木水産加工流通課企画監】足し網につきま

しては、特に、ブリやマグロ、2歳以上のマダ
イとか、そういった魚種では高い効果が聞かれ

ておりますが、一方で、そこまで効果が高くは

ないといった魚種であったり、あるいは委員が

今ご指摘の漁場の条件、そういったことでなか

なか設置できないというところも当然あり得る

と考えております。

私どもとしましては、少なくともこの足し網

をすれば非常に高い効果は実証されていますの

で、できる地区に関しては、もうできるだけ多

くの生簀で導入していただきたいと。
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ただ、一方で浅いとか、潮流が速いとか、そ

ういったなかなか足し網が難しい地区について

はそれに代わる方策を何かできないか、これに

ついては引き続きいろいろ情報収集しながら、

技術開発も含めて進めてまいりたいと考えてお

ります。

【虎島委員】沖合養殖の研究も進んでいるとい

うふうには理解をしております。その間のつな

ぎとして、こういった足し網とか、いろんな対

策で何とか赤潮の被害を食い止められるように

ぜひ頑張っていただきたいと思います。

以上です。

【中村(一)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【前田委員】 6ページの資料、まず確認ですけ
れども、赤潮被害の経営再建、事業継続、また

金融支援ということで、この事業概要が黒字か

ら赤字になっているのは、黒字の部分は去年も

この数字で実行したというふうな理解をしてい

いんですか、まず。

【齋藤水産経営課長】黒字は、この支援をする

前の金利ということで、この事業で現行では8
月現在で実は金利というのは2.65でございます
けれども、その金利が上昇していっているのを

見越して3.05という数字をもってきております。
この3.05というところに利子補給をして、特

例の場合は金利はゼロになり、そして、既存の

場合は1.8になるというような表現でしている
ものでございます。

【前田委員】 そこはわかりました。

私が聞きたかったのは、赤潮は2年続けてで
すよね。去年は、この資金が該当というか、実

行されているんですか。されているとするなら

ば、その時は黒字の方でやられているという理

解ですか。

それと併せて、去年の実績を教えてください。

【齋藤水産経営課長】 まず、昨年は、橘湾で甚

大な被害が出たということで、昨年につきまし

ては特例制度のみで実施をいたしておりまして、

金利の方は0％ということで実行いたしており
ます。

実績といたしましては、沿岸漁業等振興資金

の方がおよそ4割程度の消化率だったと思いま
すけれども、そのくらいの執行になっておりま

す。

それから、維持資金につきましては、補正の

貸付枠の2割5分程度という執行状況だったよ
うに記憶をしております。

【前田委員】そのうえで、今年もこういう形で

配慮しながらやっているということは理解する

んですけれども、昨年の執行状況からすると、

単純な物言いですけれども、もう借りたくても

借りられないという状況じゃないのかなと思っ

ているんですけれども。

そう考えた時に、この条件で十分に金融支援

が打てるし、それを利用していただけるという

裏がちゃんととれているんですかね。

【齋藤水産経営課長】予算上は、被害を受けた

魚種全部を代替魚を入れるという想定のもとで

計算をしておりますので、実際に入れた数とか

なり差がございまして、やっぱり一定程度しか

使われなかったという状況でございます。

ですので、今回の予算につきましても同様で、

死んだ魚の全部を代替魚を入れた時にというと

ころの積み上げでやっておりますので、予算的

には十分足りるんではないかと思っております

けれども、全部が使われるかどうかというのは、

各業者様にこれから意向を聞きながら、代替魚

をどういった時期にどのようなものを入れるか

というところで執行の状況は違ってくるように
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思っているところでございます。

【前田委員】 自己責任だと思いますけれども、

借りたくても借りられないという状況が出てき

たら、何か別の対応というのは考えるんですか。

言っている意味はわかりますか。

【齋藤水産経営課長】借りるお金でございます

ので、どうしてもやはり返せないお金というの

はなかなか借りられないというのは、多分、ま

ずあるとは思いますけれども、償還期限がきて、

今、手元にお金がないとかという業者の方もい

らっしゃるかと思いますので、そういったとこ

ろは個々の業者の意見をお伺いしながら、どう

いった対応ができるかというのは、今後、検討

していきたいと思っております。

【前田委員】制度上は、当然これしかできない

というのは重々わかっているんですけれども、

現場の方から見ると、2年続けてということ、
それから来年度以降もなかなか目鼻が立たない

という中では、やはりお金に関しての不安はか

なりあると思うんですね。そう考えた時に、こ

こはこれでわかるけれども、それ以外に何か手

を差し伸べることができないのか。もしくは、

常々からやっぱりそういうことをよくコミュニ

ケーションをとっておくというのは大事だと思

うので、少しその辺は気がけておいていただき

たいなと思っています。

もう一点質問いたします。議会が始まるぐら

いですけれども、松浦市の方から私たち議会の

方も、行政の方も陳情を受けていると思います。

まず、その陳情の内容と現行制度について、そ

の陳情の問題点と課題がどこにあるのかという

点をはっきり示していただきたいのと、その対

応についてどう考えるかについて、ご答弁をい

ただきたいと思います。

【鈴木水産加工流通課企画監】 今月9月17日に

松浦市の方から県に対して、今回の赤潮支援に

かかる要望をいただいたところでございます。

要望の内容としましては3点ございまして、
まず、1点目が代替魚支援の拡充ということで、
今回は、先ほどご説明したとおり新松浦漁協に

ついては既存制度を適用、つまり代替魚の購入

費用から原価を除くということになるわけです

が、一方で橘湾東部漁協と新三重漁協は特例措

置ということで代替魚も含めた金額を対象にす

る、この格差を橘湾同様に上げていただきたい

というのが1点目。
それから、2点目、被害防止対策について、

地域に応じた指導・助言ということで、これは

先ほどご説明した足し網等の支援の部分でござ

いますが、代替魚の購入の特例支援を受ける場

合は、この足し網等の取組を必須ということで

条件づけております。その場合、新松浦漁協が

特例支援で代替魚を購入するとなった場合に、

伊万里湾におきましては、なかなか足し網等の

導入が難しいということもあって、地域に応じ

た対策の指導・助言をいただきたいというのが

2点目。
それから、3点目が融資の拡充ということ。

こちらも先ほど同様、特例支援の対象になりま

す地区と同様、金利の無利子化等をお願いした

いと、以上3点の要望でございました。
我々の対応でございますが、要望にお越しい

ただいた際に、先ほども少しご説明しました特

例制度と既存制度の、そもそも地域崩壊を防ぐ

といった産地支援であるという考え方も含めて

制度の概要をご説明し、こうしたこれまで整理

してきた地域支援の考え方は一定程度踏襲する

必要があるという我々の考えをお伝えし、また、

そうは言いながら、今回、新松浦漁協の方で大

きな被害を受けた方も多くいらっしゃるという
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話を伺い、今回の要望の内容であったり、ある

いは産地への影響がどの程度なのかというのは、

改めて現地の方に伺いまして、お話を伺って、

そのうえで新たなスキームであるとか、あるい

はどういった支援ができるのか、必要なのかと

いうのを今後検討してまいりたいということで

回答させていただいたところでございます。

【前田委員】ご答弁はわかったんですけれども、

そもそも、松浦の方から格差があるという、そ

の格差の根拠というのは、今言ったのは行政側

から見た線引きの仕方だと思うんですけれども、

松浦市であったり漁協というのは、その線引き

は理解しつつも、いやいや、そうじゃないんだ

という主張をされているじゃないですか。その

点について、後段の方でおっしゃったので理解

しますけれども、そういった現場の方の意見と

いうか、主張というのは一定理解したというふ

うに受け止めていいんですか。

そのうえで、既存の制度は崩せないけれども、

新たな制度というか、何かできるかということ

について、今議会が終わったら話し合いながら、

しっかりとそこは対策を打てるというふうに理

解していいんですか。具体に言えば、次の11月
議会において何がしか形が出せるというところ

まで理解していいですか。

【鈴木水産加工流通課企画監】一応繰り返しに

なりますが、今回、ご要望にお越しいただいた

際に、我々の制度の整理は一定ご理解いただき

つつも、新松浦漁協で今回被害を受けた方の中

には、特に地域の中核を担うような方が大きな

被害を受けたとか、そういったお声も少し伺っ

たところです。

今回、ご要望に来ていただいた際に聞いただ

けでは、なかなかまだ詳しい実情も我々も把握

できないと思いますので、まずは急ぎ現地に行

かせていただいて、改めてどういった被害の状

況なのか、それが地域にどのような影響を与え

ているのかといったお話を伺った上で、委員ご

指摘のとおり、例えば11月議会への対応も含め
て検討、どういうことができるのか、しっかり

検討してまいりたいと考えております。

【中村(一)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【大倉委員】私からも赤潮対策についてご質問

いたします。

この赤潮被害軽減対策として、足し網での対

策費、今回、4,900万円余りの補正で対応すると
いうことですね。足し網というのも、まさに書

いて字のごとく網に足すから足し網。その足し

た部分を魚の逃げ場にするということで理解も

しておりますし、恐らくこれは長年の現場の経

験で培ってきた赤潮被害軽減策だと思われます。

そういう中で、先ほども答弁がありました。

なぜ足し網にするのかというところで、例えば

鹿児島県でのへい死率が大きく減少したと、そ

れも非常に理解できます。

改めて確認ですが、経緯ですね、なぜ足し網

にしたのか。それはやっぱり他県の好事例があ

ったからと、だから、今回、本県でもこれを事

業化したということでよろしいんでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】経緯でございま

すが、委員ご指摘のとおり、昨年、今年とこれ

までにないような大規模な赤潮被害を受けまし

て、これまでの対応ではなかなか、効果が限定

的で、新たに被害を防ぐ対策が必要だというこ

とから、関係県とか、国のいろんな情報を収集

する中で、特に、隣県で先進県であります鹿児

島県では、この足し網が随分前から普及をして

いて、相当な効果があるということを伺い、改

めて本県におきましても至急普及していけるよ
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うに取り組むべきというふうに考えたところで

ございます。

【大倉委員】つまり、鹿児島県など他県の事例

に基づいてということですけれども、やはり先

ほどから虎島委員も指摘しているように、これ

が果たしてどこまで効果があるのか。本県でど

こまで効果があるのか。潮流の問題もあります

し、そして、浅い海域ではどうなのかとか、魚

種によっても違うという答弁もありました。

そういった意味で、本県の海域で同じように、

鹿児島県と同じようにどこまで効果があるのか。

それを例えばこういう条件下だったら効果があ

るとか、そういった効果が発揮される条件、そ

こを本県において十分検討をこれまでなさって

きたのか。それによって、鹿児島県の事例が今

回の本県でも恐らく適用されるだろうと、対策

としてこれは効果があるだろうというエビデン

スですね、先ほどから出ている、そういったも

のに基づいて、今回は本県でこれは事業化する

ということでよろしいですか。

【鈴木水産加工流通課企画監】委員ご指摘のと

おり、これを本県で広く導入した際に、鹿児島

と同じような効果があるのかというのは、なか

なか、まだこの段階で間違いないといったよう

なことは難しいかと思います。

しかしながら、赤潮の発生状況ですとか、他

県の使い方を、いろいろ情報を集める中で、本

県におきましてもシャットネラであったり、カ

レニアであったりという赤潮の状況を見ますと、

一定程度は効果があるであろうというふうに考

えているところでございます。

【大倉委員】一定程度効果があるということで、

私も一定期待はしているところなんです。ただ、

これは本県でも足し網を以前実施したことがあ

ると聞いております。その時は、結果はどうだ

ったんでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】実を申しますと、

本県におきましても、平成22年に橘湾で大規模
な赤潮が発生した際に、鹿児島県と同様なんで

すが、足し網、あるいは大型生簀、それから沈

下式生簀といったようなことを何台かずつ試験

的に導入した経緯がございます。

しかしながら、本県におきましては、その後、

特に大きな赤潮があまり発生しなかったという

こともあって、その効果がなかなか実感できず

に現場の方で広く普及には至らなかったんでは

ないかというふうに考えているところでござい

ます。

【大倉委員】 その平成22年の時、足し網はや
ったんだけれども、効果が実感できなかったと

いうのは、それはうまくいかなかったというこ

となんですか。

【鈴木水産加工流通課企画監】 平成21年、22
年で赤潮が発生したんですが、平成23年以降、
しばらく橘湾の方で大きな赤潮自体が発生しな

かったわけでございます。したがいまして、足

し網をしてもしなくても、両方ともそういった

被害がなかったものですから、比較ができない

といいますか、そういうことをやって生き残っ

たといった効果が実感できなかったのではない

かと考えております。

【大倉委員】わからないということですね。効

果は、全然未知数というところがどうしても本

県ではあるというところで認識をしておきたい

と思います。

例えば、今話にもあった、沈下型生簀、生簀

沈下といった手法もあると思うんですね。ただ、

足し網よりも、これは比較的コストもかかると

いう側面もあります。ただ、一方で赤潮被害に

は非常に効果的な場合もあるのが生簀沈下です。
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しかし、そういった部分で逆にコストも高い

し、うまくいく分、リスクも高いのが生簀沈下。

そういった生簀沈下とか、あと足し網、いろん

なものを総合的に考えて、コスト面も、あとリ

スクヘッジとかも考えて、結果的にはやはり足

し網がいいという結果に今回なったということ

でよろしいでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】足し網のほかに、

沈下式生簀も当然検討材料としては考えたとこ

ろでございます。沈下式につきましても、先ほ

ど言いましたように、平成22年に橘湾で試験的
に何台か導入されたんですが、こちらについて

は、むしろあまりよくなかったという話を伺っ

ております。また、他県におきましても、赤潮

対策として見た場合に、赤潮プランクトンは、

上下運動、水深の深いところ、浅いところを移

動するわけで、深いところに移動した際に、逆

に逃げ場がなくなるということで大きなへい死

被害を受けることもあるというようなことを伺

っておりまして、鹿児島県におきましても、今

は赤潮対策として沈下式はあまり導入されてい

ないというふうに伺っております。

【大倉委員】わかりました。鹿児島では足し網

で大きな効果があるという事例が実際にあるわ

けですから、できることを何とかやってみると

いうことは非常に大事だと思います。少しでも

被害軽減につなげていっていただきたいと考え

ております。

以上です。

【中村(一)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【溝口委員】赤潮被害対策ですけれども、既存

制度と特例制度があまりにも違う形になってい

るんですよね。だから、同一海域での7割以上
のへい死というのは私も理解するんですけれど

も、やはり代替魚を買うにしても、金利の面に

しても、いろんな形で既存の制度とは大分違う

ような感じがするんです。その辺について、同

一海域では7割以上がへい死した時に一応そう
いう形で特例制度が適用されますということで

すけれども、もし個人が7割以上とか、全てな
くしたとか、へい死してしまったとか、そうい

う関係も出てくるんじゃないかと思うんですけ

れども、その辺について、同一海域と個人とい

う形を考えた時に、どのように検討していって

いるのか、お尋ねしたいと思います。

【鈴木水産加工流通課企画監】繰り返しになり

ますが、今回の代替魚支援につきましては、あ

くまで産地崩壊を防ぐという産地支援の考えの

もと、その崩壊の度合いに応じて支援策の内容

を整理するという考えに基づいております。

確かに、その産地としては7割には満たない
にしても、個人で見ると大きな被害を受けると

いうケースは当然考えられるわけでございます

が、今回のこの産地支援を目的とした代替魚支

援としては、やはり一定そういった産地の被害

度合いで整理をするのが妥当であろうと考えて

いるところですが、一方で個人の視点で見た場

合にどういった支援が必要なのかというのは、

また別な視点も含めて、現場の状況を伺いなが

ら、引き続き検討はしてまいりたいと考えてお

ります。

【溝口委員】同一海域ということで、産地支援

が目的ということは理解するんですけれども、

そしたら産地というのがどういうふうになって

いるかというと、個人、個人が集まった形が産

地と私は思うんですよね。だから、その中で7
割も死んだということは、それはわかるんです

けれども、個人的に、救済の特例というのが、

ものすごく制度がいいものですから、その辺に
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ついて皆さんが考えた時に、同じ産地では例え

ば3分の1しかなくなってないという場合もあ
ると思うんですよ。今回、松浦なんかも多分そ

ういうことで陳情が上がっていると思うんです

ね。だから、個人ということを、私はやはり水

産部全体で考えていただきたいという気がする

んですけれども、この辺について、部長の答弁

を求めたいと思います。

【吉田水産部長】一般論といたしましては、災

害等リスクにつきましては、原則個人なりで備

えておくというのが、多分原則であろうと思い

ます。そこに加えまして、いろんな保険制度、

そういったものでリスクヘッジを図りながら自

己の経営を続けていくと。

平成21年にこういう代替魚支援、初めて水産
部として導入したんですけれども、その時、や

はり産地が壊滅的な被害を受けました。私ども、

当時の整理として、激甚災害、激甚災害は非常

にハードルが高いんですけれども、それを産地

に適用した場合に、産地で見たら、養殖の場合、

激甚4割という基準があるんですけど、産地で
見たらもう4割以上じゃないかということで、
最初は、導入当初は4割の被害。
その次に起こってまいりましたのが、松浦で

6億1,000万円という被害がありまして、4割だ
けでは、なかなか産地の支援というのが難しい

ということで、その時に例えば3億円、トータ
ルの額を入れ込んで制度を構築してきたところ

です。

昨年が7割ということで、ほぼ10割被害を受
けたような箇所もあったんですが、7割の被害
ということで、1年、2年、3年、短期間ではな
かなか産地としての再建すらできないというと

ころで特別制度というものを議会のご了解を得

てつくってきたところです。

今、担当が申しましたように、今回、地域か

ら個人に着目をして、そしたら次に出てきます

のは、その地域の中でその個人の方々の位置づ

けなり、地域としても、またその人たちをどう

支えていくか。それと私ども行政がどうタイア

ップしていくのか。そういったところを産地に

入って考えていきたいと思います。

もう一点申しますと、今回、松浦ではマグロ

がやられているんですね。今まで、なかなかマ

グロについては赤潮の被害というのはあまり聞

かれてこなかった。さらには、代替魚、マグロ

につきましては1年魚、2年魚ぐらいまでは運搬
ができるんですが、今回、4歳魚、5歳魚、6歳
魚と大型が死んでおります。そういった中で、

松浦で今後、マグロ養殖をどうしていくのか。

続けていくとした場合に、どういうふうなあり

方で備えていくのか。そういったところも含め

て、私ども産地に行ってしっかりと議論をしな

いといけないというふうに考えております。

【溝口委員】わかりました。産地と個人の違い

というのはわかるんですけれども、例えば今言

うように、マグロが今度は主ですよね。マグロ

の稚魚を買うとした場合、本当に大変な金額が

要るんじゃないかと思うんですね。だから、そ

の辺について、特例支援と既存の支援というの

が全然違うんですよね。金融的な問題もあるし、

原価が入ったり入らなかったりと、そういう部

分が出てくれば、やはり個人的にはもう反対に

立ち直ることができないようなそういう金額じ

ゃないかと私は思うんですよ。だから、その辺

について、例えば何億円以上の被害とか、既存

は3億円以上の産地であった場合という規定が
あると思うんですけれども、そうじゃなくて、

個人的なものも検討していく必要があると私は

思っているんです。そこら辺について、ぜひ県
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の方で、現地の方々の意見を聞きながらも検討

していただいて、そして、できれば私は11月の
補正で、先ほど前田委員が言ったように、補正

の中で検討していただきたいと私は思っている

んですけれども、この件について、どのような

考え方を持っているのか、お尋ねしたいと思い

ます。

【吉田水産部長】地元からも要望を受けており

ます。先ほど企画監が申しましたように、私ど

も現地に入りまして、まずは地域の実情、漁業

者の声、しっかりお聞きしながら、どういう対

策が打てるか、制度設計ができるのか、しっか

りと考えてまいりたいと思います。

【溝口委員】わかりました。ぜひ検討していた

だいて、個人の方々にもこの特例が適用できる

ような対策を検討していただきたいと思ってお

ります。

以上です。

【中村(一)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第82号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第82号議案のうち関係部分は、原案

のとおり可決すべきものと決定されました。

【中村(一)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

水産部長より総括説明を求めます。

【吉田水産部長】資料は「農水経済委員会関係

議案説明資料」と同資料の追加1、追加2がござ
います。関係資料の2ページをご覧ください。
はじめに、水産部関係の議案についてご説明

いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第83号議案「知事の調査等の対象となる法人の
範囲を定める条例の一部を改正する条例」のう

ち関係部分であります。

知事の調査等の対象となる法人の範囲を定め

る条例は、地方自治法施行令第152条第1項第3
号に基づき、県の出資が25％以上50％未満の法
人を知事の予算執行調査等の対象として定めて

いるものです。

このたび、公益財団法人壱岐栽培漁業振興公

社について、基金の一部を取り崩したことによ

り、県の出資比率が50％未満となったことに伴
い、この法人を条例に追加するために所要の改

正をしようとするものであります。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。

今回、ご報告いたしますのは、赤潮の動向等

について、漁業センサスについて、スマート水

産業の推進について、ながさき水産業大賞につ

いて、水産業就業支援フェア等について、新規

就業者確保対策について、養殖技術ブレイクス

ルー促進事業について、長崎県漁業調整規則の

改正についてであります。

このうち、主な事項についてご説明いたしま

す。



令和６年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２５日）

- 42 -

お手数ですが、追加1の2ページをご覧くださ
い。

（漁業センサスについて）

去る8月30日、農林水産省から39都道府県を
調査対象とした「2023年漁業センサス結果の概
要（概数値）」が公表されました。

本県関係では、漁業経営体数は4,805経営体で、
前回調査の平成30年から1,193経営体、率にし
て19.9％減少しておりますが、数値といたしま
しては、北海道に次いで全国第2位となってお
ります。

また、漁業就業者数は9,209人で、前回調査か
ら2,553人、率にして21.7％減少しましたが、漁
業就業者数についても、北海道に次いで全国で

2番目に多い数値となっております。
さらに、漁業就業者の年齢構成を見ると、65

歳以上が4,014人で全体の43.6％と、前回調査か
ら3.7％上昇しており、漁業就業者の高齢化が進
んでおります。

今後、データの分析を行い、本県の水産振興

に向け必要となる施策を検討してまいりたいと

考えております。

資料戻りまして、説明資料の5ページをご覧
ください。

（新規就業者確保対策について）

水産業の担い手確保対策については、これま

でも、新規就業者の増加に向け、SNSでの漁業
の魅力発信や、就業前後の技術習得研修の支援

など、切れ目のない対策を展開してきたところ

です。

このような取組により、新規漁業就業者数は

近年増加傾向にあり、令和5年度は201名と昨年
度に引き続き目標としている200名を超える結
果となりました。

201名の年代別の内訳を見ますと、10～20代

が38％、30～40代が33％、50代以上が29％で
あり、このうち地元出身者は72％、移住を伴う
UJIターンが28％という状況でした。
引き続き、市町や関係団体、地元受入組織と

協力し、就業漁業希望者をスムーズに受け入れ、

定着させる体制を強化してまいります。

説明資料の6ページをご覧ください。
（長崎県漁業調整規則の改正について）

令和6年8月30日に公布いたしました長崎県
漁業調整規則の一部改正については、遊漁者等

が使用できる漁具について、漁業者と遊漁者と

のトラブル防止、取締上の根拠規定を明確化す

る観点から、やすの規定に「ゴム、ばねその他

の発射装置を有するものを除く」と明示し、定

義を明確化いたしました。

なお、改正しました「やす」に係る規則につ

いては、半年の周知期間をとり、令和7年3月1
日施行としております。

この規則改正により、漁業者と遊漁者等のト

ラブル防止や漁業者の操業の安全確保が図られ

るものと考えております。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中村(一)委員長】 次に、漁業振興課長より補
足説明を求めます。

【松尾漁業振興課長】お手元に配付しておりま

す資料2「令和6年9月定例県議会農水経済委員
会補足説明資料」の2ページをご覧ください。
私の方からは、知事の調査等の対象となる法

人の範囲を定める条例の一部を改正する条例に

ついて、補足説明させていただきます。

この条例は、地方自治法施行令第152条第1項
第3号に基づき、県の出資が25％以上50％未満
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の法人を知事の予算執行調査対象等の対象とし

て定めているものであります。

当課で所管いたします公益財団法人壱岐栽培

漁業振興公社が、令和5年度に基金の一部を取
り崩したことにより、県の出資比率が49.9％と
なったため条例に追加しようとするものです。

基金の取り崩しは、運用財産がその対象とな

りますが、当基金に対し、県は、運用財産のみ

に出捐を行っているため、取り崩しにより県の

出資比率が低下することになります。

なお、条例に追加する団体は、これまでも地

方自治法施行令第152条第1項第2号に基づき、
予算執行調査を実施してきた団体であります。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【中村(一)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより、議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第83号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、第83号議案のうち関係部分は、原案

のとおり可決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について、説明

を求めます。

【小川漁政課長】私から「政策等決定過程の透

明性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡

充に関する決議」に基づき、本委員会に提出い

たしました水産部関係の資料につきましてご説

明をさせていただきます。

お手元にお配りしております農水経済委員会

提出資料をご覧ください。

まず、補助金内示一覧表につきましては、令

和6年6月から令和6年8月までの直接補助金の
実績は、2ページから4ページに記載のとおり、
経営構造改善事業費補助金など、計17件となっ
ております。

また、間接補助金の実績は、5ページに記載
のとおり、新たにチャレンジ水産経営応援事業

費補助金など、計5件となっております。
次に、1,000万円以上の契約状況につきまして
は、令和6年6月から令和6年8月における建設工
事に関する契約一覧及び入札結果を6ページか
ら61ページに記載しており、計31件となってお
ります。

また、建設工事にかかる委託につきましては

62ページから80ページに記載しており、計23
件、建設工事以外の契約につきましては81ペー
ジから86ページに記載しており、計8件となっ
ております。

次に、令和6年6月から令和6年8月の間におけ
る知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行われ

たものは、要望書（大村市）など計6件であり、
その対応状況は、資料の87ページから113ペー
ジに記載のとおりとなっております。

最後に、附属機関等会議結果報告につきまし
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て、令和6年6月から令和6年8月までの開催実績
は114ページ、115ページに記載のとおり、1件
となっております。

資料の説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【中村(一)委員長】 以上で説明が終わりました。
次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますのでご

覧願います。

審査対象の陳情番号は、14から16、18、24、
33、40です。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【溝口委員】 陳情14番の項目5ですけれども、
「佐賀県唐津沖及び壱岐市東海域での洋上風力

発電計画について」です。前回、陳情がきた時

にこのことについて私も触れさせていただいた

んですけれども、今、どのような状況で進んで

いるのか、その進捗状況についてお尋ねしたい

と思います。

【小川漁政課長】今、ご質問がありました佐賀

県唐津沖の洋上風力の計画につきましてですけ

れども、現在、佐賀県の方から、県としまして

は、まず佐賀県の担当の部署が令和3年ですか、
令和5年、本県の方に来県された際に、本県の
当該海域での計画につきましては、本県は漁業

者が強く反対している以上、水産部としては反

対の立場というところを佐賀県の方にお伝えを

したという状況でございます。

今後とも、本県漁業者の立場に立ちまして、

本県水産業の振興を念頭に対応を進めてまいり

たいと考えているところでございます。

【溝口委員】 わかりました。ぜひ、ここは本当

に何の魚種関係もほとんどここで操業している

んですよね。そういう意味では、やはり漁業者

の納得する説明がなければ、ここで洋上風力を

したら大変なことになると思うんですよ。だか

ら、その辺について、佐賀県にも言ったかもわ

かりませんが、国がある程度進めてくる事業だ

と思うので、その辺について佐賀県だけではな

く、国に対しても力強く県の考え方を伝えてい

ただきたいと思うんですけれども、このことに

ついてお尋ねしたいと思います。

【小川漁政課長】今、溝口委員からもご指摘が

ありましたとおり、まずは本県の水産業を支え

ていらっしゃる漁業者の皆様方の立場、考え方

をしっかりと踏まえつつ、国に対しても、先ほ

ど申しました、やはり漁業者の皆さんが同意す

るうえでの事業の執行、また影響がないように

ということで国の方にはしっかりと、現在の反

対の立場を伝えていきたいと考えております。

【溝口委員】 わかりました。当初、佐賀県から

あって、その後の進捗状況というのは、まだ何

も県の方にはきてないんですか。

【小川漁政課長】現在のところ、先方から何か

進捗があったというところは、国の方からはお

話は聞いていない状況でございます。

【溝口委員】 わかりました。ぜひ、漁業者とよ

く話し合っていただいて、その辺についてしっ

かりとした考えを持って、水産部としては当た

っていただきたいと、このように思っておりま

す。

よろしくお願いいたします。

【中村(一)委員長】 ほかにありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、陳情につきましては承っておくこととい

たします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行
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います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、ご質問は

ありませんか。

【近藤委員】先ほどの部長説明の中で、漁業者

の数が、北海道、長崎という、数は減ったけれ

ども水産県長崎がまだ保たれている。その中で

若い漁業者を、いろんな形から興味を持たせて、

漁業に長く就いていただくというのは、やはり

労働条件とか、今、特に言われているようにで

すね。

昨日、たまたまテレビを見ていたら、雲仙市

の水産会社の若い人が育児休暇を取るという番

組があったんですよ。私も水産をずっと考えた

中、船の乗組員の人が育児休暇を取るというの

を初めて聞いたので、ちょっと興味があったん

です。でも、そこの社長さんのインタビューの

中に、「今からは、若い人たちが育児休暇とか、

陸の仕事と同じような感覚の中でやっていかな

きゃいけないんじゃないかと思うんですけど」

と、そこの社長さんがそういうことを言ってい

た中で、県としては、産業労働部か、水産部か

よくわからないんですが、県の方としてはそう

いうことに関して、若い人たちを増やすという

段階の中でどういう考えを持たれているのか、

教えていただけないでしょうか。

【齋藤水産経営課長】先ほどお話のありました

雲仙市の天洋丸さん、ここにつきましては、ま

き網が主となっておりまして、そこから定置網

であるとか、自社の加工とか、いろいろ手を広

げられて、沿岸漁業の県としてのモデルの地区

というふうに我々は捉えているところでござい

ます。

そういった中で、天洋丸さんの方も雇用の方

を広げていこうということで、今現在はインド

ネシアの方も雇ったり、いろいろしております

けれども、熱心に就業フェアに来られて、新規

就業者を求められているというところもある中

では、やはりそういった育児休暇とか、陸の雇

用の制度に即したような制度がございますと、

雇用の方でも有利に働くというところもござい

ますし、非常にいい取組だなと考えているとこ

ろでございまして、まずはここをモデルとして、

急に広げるというのは我々もなかなか難しいと

思いますけれども、非常にいい取組ということ

で理解をしておりますので、こういった取組を

県下に広げていきたいと考えているところでご

ざいます。

【近藤委員】水産会社の事務とかでしたら陸に

ずっといるからですけれども、昨日びっくりし

たのは漁労長なんですよね。漁労長といったら

船団を率いる中心ですよ。その人が2週間も育
児休暇を取ったというのを見て、水産業という

のはひと月、まき網なんかは海の上にいたり、

1週間で帰ってきたりとか、いろんな労働条件
がいっぱいあるんですけれども、やっぱり若い

人たちは若い人たちの生活のやり方というのが、

いろんな形でやっているのかなと思うので、育

児休暇を取らせろとは現場では絶対言えないと

思います。その中で、少しでも若い人たちの職

場の働きやすさというのにマッチするような考

え方を水産関係でやっていっていただければと

思うんですが、部長はどう思いますか。

【吉田水産部長】なかなか制度としては難しい

かもしれませんけれども、私ども水産部として

進めておりますのは、やはりスマート水産業、
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知識や経験だけに頼らずに、若い方がICTあた
りの機器を用いながら、データを蓄積しながら、

例えばそういう経験豊富な方がいなくても、通

常の操業ができる。さらには、所得をしっかり

稼いでいかないと、人員の確保というのも難し

いでしょうから、そういう所得向上の取組を進

めております。

もう一点申しますと、昨日、私は魚市場の社

長とか、系統団体の会長とかと会議をする場が

ありまして、そこの中で魚市場の休業のことに

話が及びました。例えば、まき網あたりに乗ら

れている方々は、定期的にこの日が、1週間の
うち何曜日が休みとか、月のうち何日が休み、

こういうものを求めている若者がいる。その時

に、今、市場というのは、例えば月夜間、月が

明るく漁がない時に休みを入れたり、もちろん

日曜日、祝日はあるんですけど。そういった中

で消費地市場では水曜日というのが休みになっ

たりする傾向がございまして、そういうのを産

地の市場として、また、水産業界としてどうす

るかというのを、昨日ちょうど意見を交わした

ところでございます。

そういう経営者の方の会議の中でも、やはり

後継者、従業員の確保、非常に危機感を持ちな

がら対応されていますので、あらゆる場面に私

ども参画しながら、議論を深めていきたいと思

っております。

【近藤委員】 ぜひ、よろしくお願いします。

もう一点ですけれども、一般質問の時に、奈

良尾が海の駅に認定されたんですけれども、海

の駅で地域づくりをやろうと、地域の声がいろ

いろ上がっているわけですね。

その中で、長崎県で、もし海の駅でいいパタ

ーン、いい結果を出しているようなところがあ

ったら教えていただけないでしょうか。

【本多漁港漁場課長】 海の駅に関しましては、

県内に結構な数があるんですけれども、いい事

例といいますと、やはり長崎港の福田地区であ

りますとか、出島ワーフのところにあります。

そういうところが有名なところかなと思います。

上五島の2つの海の駅につきましても実績が
どんどん上がっておりますので、こちらも成功

事例かと思っております。資料があまりなくて、

申し訳ありません。

【近藤委員】今度、奈良尾に行って意見交換を

やってみたんですよ。そしたら、ハウステンボ

スから、この前4艘のヨットが奈良尾まで来て、
そして、ヨットのレースをやるためのいろいろ

なものを調べにきて、地元と話をしたみたいで

す。また、40艘ぐらいの全国のヨットを集めて、
ハウステンボスから奈良尾までというレースの

計画を今立てているみたいなんですよ。だから、

私はいいことだなと思ってですね。距離的にハ

ウステンボスから奈良尾という距離が一番いい

んだということを伺ったことがあるんですけれ

ども、そういう点で人がにぎわうといいますか、

そういうことをやっていただけるというのに海

の駅がしっかり基盤になって地域をつくるとい

う形をつくっていければと思うんですけれども、

やっぱり海の駅に対して地域でお金を出してい

ろんなそういう施設をつくるかと言ったらなか

なかつくれないんですよね、個人的には。国も

海の駅はつくったけれども、整備という段階の

中に、特にヨットとか、乗っている人が一番必

要なものは何かといったら水と電気ですかね。

そういうことをよく言われるんですけれども、

そういう設備をしっかり海の駅で整えていると

いうところがもしあったら教えてもらえますか。

【本多漁港漁場課長】やはり海の駅は、大小規

模がありますので、すみません、私が知ってい
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る範囲で言いますと、長崎港の福田とか出島に

は備えられておりますけれども、そのほかにつ

いてはあったりなかったりというところが多い

かと思います。

【近藤委員】これは要望にしますけれども、海

の駅、ここは活用の仕方によっては地域をつく

る本当にいい場所になると思います。全国から

いろんな形で、旅行客というのは陸ばかりから

来るのではなくて、海のお客さんというのが結

構いるんですよ。離島とか半島とか、そういう

ところにしたら、海は一つになっているもので

すから、沖縄から鹿児島、ずっと島伝いにかな

り船が移動したり、人が移動したりしているよ

うです。その中でやっぱり水と電気、その設備

が岸壁にあったらみんな喜ぶと思う。そういう

ものがあるところを目指して来ているのが結構

多いみたいです。だから、そういうのをしっか

り、長崎県の中にある海の駅に何が必要なのか、

地域としっかりした意見交換をしながら、それ

を個人的につけろというのは無理です。だから、

県の方で国と話し合って、何が必要なのかとい

うのをしっかり研究していただければと思いま

す。よろしくお願いします。

【中村(一)委員長】 ほかにありませんか。
【堤委員】先ほどの議案外の資料の中に、漁業

センサス、2023年の数字が出ていましたけれど
も、全国で2位の規模でありながら、しかし、
やっぱり減少が続いているということで、就業

者も9,209人で、これは前回年の21.7％減と書か
れていました。

それに対して新規就業者、5ページの方にあ
りましたけれども、目標の200名を超える201
名の新規就業者があったということですけれど

も、ただ、9,209人になったというのは、数字に
すると2,553人の減少ということで、まだまだ、

水産業の就業者数の減少を食い止めるには随分

届かない数字じゃないかなと思うんですが、こ

の新規就業者について、先ほど近藤委員からも

ありましたけれども、本当にいろいろなきめ細

かい手だてをしながら増やしていかないといけ

ない。

例えば、住宅の確保であったり、3年ぐらい
研修というか、指導を受けながら就業していく

かと思うんですけれども、やはり離職しないよ

うに地域できめ細かくやっていただかないとい

けないんじゃないかと思いますけれども、その

辺はどういうふうに取り組まれているか、お尋

ねします。

【齋藤水産経営課長】まずは、新規就業者の獲

得というところの中では、県で就業フェアを開

催したり、それから、全国の就業フェアに出展

をさせていただいて、そういった中で長崎の水

産業の魅力を発信しながら、そういったところ

で就業者を求めているというところもあります

し、あとはSNS等での情報発信、そういったと
ころで広く新規就業者を求めているというとこ

ろはあるんですけれども、その際に大事になっ

てくる支援制度というところの中では、今委員

がおっしゃったように、就業の前後において支

援制度というのは設けておりまして、就業前に

技術習得の支援という中で実施をしていたり、

あとは就業後に定着のために必要となる経費の

支援であるとか、そこはIJターン者限りという
事業にはなりますけれども、そういった事業で

あるとか、あとは少しこれまでやってきた漁業

の多角化をしたいという時には、そういった研

修制度というのを設けておりまして、就業者が

なるべく地元に定着できるような支援制度とい

うのは設けております。

それから、受入体制といたしましては、やは
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り地元になじんでもらわなければいけないとい

うところもあって、少し漁村の方で受入体制を

つくっていただきまして、いえば寄り添う方を

一人置いて、その方を中心に連絡網をつくって、

いろいろ生活面も含めて支えるといったような

モデル地区をつくっているところもございます。

あと、住宅のお話があったと思うんですけれ

ども、住宅につきましては、現在のところ市町

の管轄ということで、県の方は住宅の方にはタ

ッチしてないという状況にございます。

【堤委員】前にも同じような質問をしたことが

ありまして、同じような回答をいただいたんで

すが、農業に比べて支援の制度も、やっぱり水

産業の方はちょっと小さいような気がするんで

す。金額的にも、なかなか厳しいところだなと

思っているんですが、住宅というのは市町が対

応されているということですけれども、それは

どこの地域でもそういう取組というのはされて

いるんでしょうか。

【齋藤水産経営課長】例えば就業したいという

ご相談があった際には、まずは地域の市町とか

漁協の方にお話、相談を持っていくんですけれ

ども、詳細にはやはり地元の市町でないと住宅

の状況とか、そういったものがわかりかねると

ころもございますので、そういった受け入れを

するところにつきましては、市町の方で金銭的

な支援があるかどうかというのはここではわか

りませんけれども、いろいろサポートはしてい

っている状況にはあるとは思っております。

【堤委員】 SNSなどを通じて、漁業に興味が
ある人たちが、そこを入口として長崎の水産業

に関心を持ってもらって、そういう就業フェア

などに足を向けられるという動きはできている

のかなと思いますし、ガイドブックがあります

よね。これは前のですけれども、このガイドブ

ックにも長崎で就業した人の紹介なんかがあち

こち書いてありますけれども、こういったガイ

ドブックというのはどんなところに出回ってい

るいうか、どんな方が手にされているんでしょ

うか。

【齋藤水産経営課長】県下各地の市町、それか

ら漁協等にはお配りをさせていただいておりま

して、あとは関係の水産団体の方にもお配りを

させていただいております。

それから、県の就業フェアであるとか、国の

就業フェアに出展する際は、必ずそれを持って

行って、面談をされた人には差し上げておりま

すし、SNS等で少しお話を聞きたいということ
があれば、そういったパンフレットを送って、

それで説明を申し上げるといったような使い方

をしているところでございます。

【堤委員】実際に就業した人の声とかもありま

すけれども、やはりそういうものも、もっとも

っと積極的にSNSなどで発信をしていただい
て、やはり興味がある人にあと一歩背中を押せ

るようなものにしていっていただきたいと思い

ます。

それから、養殖技術ブレイクスルー促進事業

についてお尋ねします。

これからの取組なのかと思いますが、今年度

の新規事業として実施をされているということ

ですけれども、この事業費は幾らぐらい予算が

ついているんでしょうか。

【中村(一)委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２３分 休憩 ―

― 午前１１時２３分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開します。
【鈴木水産加工流通課企画監】こちらのブレイ

クスルー促進事業につきましては、1テーマ
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2,000万円の技術開発を3テーマ、合計6,000万
円プラス事務費46万円という内容でございま
す。

【堤委員】 3テーマ、6,000万円と事務費46万
円ということで6,046万円ですか。
この中に、プロポーザルで候補者を選定して

からということで、赤潮対策について水流や微

細気泡発生装置などによる赤潮対策技術の開発

と、まだまだこれからで実用化はまだ先かなと

思いますけれども、その中身。

それから、養殖コストの低減のところで、魚

粉より安価な飼育用昆虫を用いたブリ用の配合

餌料ということで、大変興味深いことが書いて

あるわけですけれども、この内容についてご説

明をお願いします。

【鈴木水産加工流通課企画監】こちらの養殖技

術ブレイクスルー促進事業、先ほど申し上げま

した3テーマですが、1つ目が赤潮などの自然災
害対策、2つ目が餌代などの生産コストの低減、
3つ目が新魚種ということで、この3テーマで公
募をしたところ、赤潮対策と餌代等のコスト低

減について、一応審査会を通過して、今、契約

に至ったところでございます。

内容でございますが、1つ目の赤潮対策につ
きましては、先ほど分科会で足し網等のお話を

させていただいたところですが、それ以外にも

いろいろ被害の防止対策の技術開発というのは、

国を中心に様々進められている中で、生簀の中

の魚が赤潮でへい死するのを防ぐという目的で、

生簀の中の溶存酸素量、機械をもって酸素の量

を増やしてやる、これをもって赤潮が来ても窒

息死をしないといったような目的。あるいは、

赤潮が上下運動をすると先ほど申し上げました

が、例えば海面近くに赤潮が濃ゆく発生してい

る際に、海底近くの海水には赤潮プランクトン

があまりいない。こういう比較的綺麗な海水を

生簀の下から上にエアーバブルで持ち上げるこ

とで、きれいな水を下から上に供給してやる。

そうすることで、生簀の中のプランクトンの濃

度を下げてやって、結果としてダメージを防い

であげるといったような機器を導入して、これ

が現場で果たしてどういった効果があるのかと

いうのを実証していくという内容になっており

ます。

それから、もう一点目の餌代等のコスト対策

でございますが、こちらは、最近よく目にしま

すミルワームと言われます様々な餌だとか、一

部食用にも回っているような昆虫の幼虫ですね、

こちらを通常配合餌料の原料であります魚粉の

代替たんぱくとして、魚粉のうちの何割かをこ

の昆虫たんぱくに置き換えてやることで、昨今、

魚粉の価格の高騰が続いている中、それよりも

安価な昆虫に置き換えることで、トータルでの

配合飼料の餌代を下げるという実証実験でござ

います。こちらは他県でも少しずつ進んでいる

中、今回、上五島でブリを用いて、魚粉の何％

を昆虫に置き換えても支障がないのかとか、そ

ういった実証をしていきたいというふうに考え

ております。

【堤委員】大変興味深い内容で、実用化に向け

てはまだまだ段階を踏んでいかないといけない

かと思いますが、やはり経費の削減であったり、

養殖魚のへい死を防ぐということで、本当に効

果が出るような研究を進めていただきたいと思

います。

それと、最後にもう一点。県産のブランド魚

ということで、以前新聞で読んだんですけれど

も、豊洲市場で大変評判が高い、例えば「白銀」

とか「紅瞳」という魚がありますと。白銀は小

値賀町のタチウオで、紅瞳は上県町漁協のアカ
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ムツということで紹介がされていたんですけれ

ども、私たちは、全く目にしたことがない、ま

た口にしたこともないのかなと思うんですが、

こういった東京の中央市場で大変評判が高いこ

ういったものを、もっともっと広めて、それか

ら県内でも口にすることができたら、やっぱり

観光客の皆さんとかも、もっと長崎に来ていた

だけるのではないかなと思いますけれども、こ

ういったブランド魚の取組というのは、今どう

なっているんでしょうか。こういった魚を目当

てに他県から来ていただけるような仕組みをつ

くっていくべきではないかと思いますけれども、

いかがでしょうか。

【森川水産加工流通課長】今、委員からお話が

ありましたブランド魚につきましては、従前か

ら、県下各地域におきまして魚の規格とか基準

とか決めて、名前をつけて育成していこうとい

うブランド魚であるとか、水産加工品で言えば

長崎俵物というふうな取組をずっと、もう平成

10年代ぐらいから続けてきております。
これまでブランド魚自体を、現時点で大体40

種類から50種類ぐらいあるんですけれども、な
かなか漁獲の動向等々もありまして、残ってい

るものもあれば、そうじゃないものもあると。

俵物については、ずっと継続して取り組んで

きておりますけれども、先ほどご指摘がありま

したように、やはりそういうブランド魚をつく

ったのであれば、それを皆様によく知っていた

だいて、それを目当てに来てもらうというふう

な取組というのはこれまでもやっていますけれ

ども、引き続き、努めていかなきゃいけないな

というふうに考えております。

一方で、今年度から推し魚という取組を始め

ております。これまで長崎県の魚というのは、

関東であるとか、関西であるとか、他県に出荷

するのが大部分を占めているという状況ですけ

れども、その魚を目当てに長崎に来て食べてい

ただきたいということを目的としまして、産地

内での安定供給体制の構築が可能で、観光客に

も魅力を訴求できるような魚を「推し魚」とい

う形で選定して、今年度から取組を進めていこ

うというふうに考えております。

【堤委員】「推し魚」というのは、委員会でお

話を以前に伺っております。

まだまだ、本当に長崎の魚のよさ、おいしさ

というのは知られていないというか、まだまだ

取り組む余地がたくさんあると思いますので、

どうぞしっかり売り込みをかけて頑張っていた

だきたいと思います。

以上で終わります。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【虎島委員】私も養殖技術ブレイクスルーのこ

とについてお伺いします。

毎回聞いておりますけれども、先ほど堤委員

からもご質問がありましたが、酸素投入とか、

海流というところで赤潮を防ぐというのが非常

にわくわくするような技術を開発されると思い

ますけれども、これをどう評価するか。

先ほど、大倉委員のお話もあったように、赤

潮が発生しないと、その効果というのはわから

ないとは思うんですけれども、どういった海域

でこれを評価する予定であるか、教えてくださ

い。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回、先ほどご

紹介した赤潮をテーマにした取組でございます

が、ようやく契約を結びまして、これから現地

に入って実証するという段取りになっておりま

す。

ご指摘のとおり、今シーズンの赤潮時期は、

幸いなことにおさまっておりまして、今年度中
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に赤潮に対する効果という部分までは、なかな

か実証するのは難しいかなと思っております。

ただ、そうした中でも、今回、長崎市の戸石

地区で実証しようかと考えているところですけ

れども、先ほど申し上げたような機器を実際海

中に設置をしまして、一定期間、その機器を回

すことで、想定どおりの溶存酸素の濃度が上が

るのかとか、あるいは海底付近の水がどういう

効率で上に持ち上がるのかとか、あるいは、魚

に対してどういう影響があるのか、悪影響、あ

るいは好影響があるのか、そういったプランク

トンに対する直接的な評価は難しいにしても、

その事前の部分での調査は十分できると思って

おりますし、一応委託業務は年度で終わるわけ

ですけれども、引き続き、来シーズンの赤潮時

期に向けても、今回の委託業務の方と連携しな

がら、実証、実用化に向けて引き続き取り組ん

でまいりたいというふうに考えております。

【虎島委員】単年度事業ということで、どうい

った評価をして次につなげていくのかというの

を危惧しておりましたけれども、今回、ある程

度立証できれば、次の年度にもつながっていく

ということで安心いたしました。

一方で、公開された資料でもう一つのプロポ

ーザルですね。新たな養殖魚種の導入、これは

不採択というふうになっておりますけれども、

その内情というか、不採択になって、今後、そ

れをどうしていくかというところを教えてくだ

さい。

【鈴木水産加工流通課企画監】 今回の3つ目の
テーマの審査の結果と、どういった内容で不採

択に至ったかという内容につきましては、応募

をされた企業のご了解をいただいておりません

ので、差し控えさせていただければと思います。

少なくとも、その3つ目のテーマは、まだ今

年度中、どうするかまだ決まっていないところ

ですが、今後、改めて同じテーマで公募するの

か、あるいはちょっと工夫をし、テーマを変え

て公募するのか、内部で検討させていただいて

いるところでございます。

【虎島委員】年度ももう半分過ぎていますので、

しっかりと取り組んでいただければと思います。

もう一点、今、ALPS処理水の件で中国と今
後について認識を共有したというようなニュー

スがございました。今、長崎でも輸出企業があ

ったということで、昨年度補正でその輸入規制

に伴う販売促進キャンペーンというのも実施さ

れたというふうに覚えておりますけれども、現

在、その輸出企業の影響というのはどうなって

おりますでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】 昨年8月以降の
中国における日本産水産物の輸入停止の影響に

ついてご紹介させていただきたいと思います。

昨年、令和5年8月に水産物の輸出停止になっ
たわけですが、その前年度の令和4年度の本県
の水産物輸出が、全体でおよそ70億円、このう
ち中国向けが大体25億円程度ということで、本
県第１位の輸出先国でありました。

これが、令和5年8月以降は輸出が停止したわ
けですが、令和5年度につきましては、先ほど
の25億円が大体11億円に下がったと。要は半年
近く停止になりましたので、それに伴って輸出

実績は下がったという状況でございます。

輸出の中身でございますが、先ほど申し上げ

た中国向けの輸出、およそ25億円のうち18億円
程度がクロマグロということで、主に中国向け

に出ていた魚種は養殖クロマグロでございまし

て、こちらにつきましては昨年8月に輸出・輸
入が停止された直後、やはり中国向けを想定し

ていた産地の方で滞留が相当程度発生したとい
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うふうに伺っております。

しかしながら、徐々に国内向けに回す等の皆

さんの努力もありまして、今年の5月の連休以
降は、ほぼ解消したというふうに伺っておりま

す。養殖魚の滞留状況は、大体そういった形で

す。

それ以外は、例えば輸出停止直後、長崎魚市

場の魚種によっては若干魚価が低下したといっ

たようなこともございましたが、特に大きな長

引くような魚価低迷といった影響は伺っていな

いところでございます。

【虎島委員】様々な努力によって、大きな影響

なく経過しているとお聞きしました。

今回、この認識の共有ということで、徐々に

基準に合致した日本の水産物輸入を再開という

ようなニュースでございますけれども、ほぼほ

ぼの見通しについて、わかる範囲で教えてくだ

さい。

【鈴木水産加工流通課企画監】今、委員からご

紹介のありました、今回、外務省が9月20日に
発表しました日中間の共有された認識というこ

とで、その中身の最後の方に「中国側は、IAEA
の枠組みの下でモニタリングに参加し、サンプ

リング等を実施後、科学的根拠に基づいて調整

に着手し、基準に合った日本産水産物の輸入を

着実に回復させる」という内容の共通認識とし

て公表されたところでございます。これ以上の

詳しい中身、どのように回復するのか、あるい

は今後どういうふうに進む見通しなのかにつき

ましては、我々の方から農水省の輸出国際局の

方に問い合わせをしましたが、今の時点で公表

した内容以上のものは特にないというふうに伺

っております。

また、昨日、農林水産大臣の会見がございま

して、その中でも、今般発表された、先ほど紹

介した「日中間の共有された認識を踏まえ、引

き続き中国に対して科学的根拠に基づかない輸

入規制の撤廃を求めてまいります」といったよ

うな大臣の会見があったところでございます。

状況は以上でございます。

【虎島委員】状況は刻々と変化するとは思いま

すけれども、しっかりと把握して、滞りなく再

開できるように、大事な輸出先の一つであると

いうのは変わりないと思いますので、よろしく

お願いいたします。

以上です。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【山口委員】 1点だけ、もう要望になるような
話ですが、この赤潮被害に対して予算議案を議

論し、そして種々対策についてのお話も今して

いるところですが、要は、赤潮というのを発生

させないといいますか、あるいは発生をきちん

と予測するということが極めて重要になるんじ

ゃないかと思うんです。

一定の発生のメカニズムというのは、もう解

明されてあるわけですけれども、海が、栄養が

たくさん出てくるというかな、富栄養化になる

ということが最大の要因のようですけれども、

要は、日常的な対策もそこには必要になってく

るのかなと思います。

そして、要は、その赤潮の発生のもとを断つ

という仕事が極めて重要になってくるのかなと

思いますけれども、県として、この赤潮に対し

て専門的にやられている部署、あるいはチーム

というのは、どのようになっているのか、これ

は部長にお伺いをしておきたいと思いますが、

専門の方がいらっしゃいますか。

【桑原総合水産試験場長】我々総合水産試験場

の中に漁場環境科という部署がございまして、

そちらが主に赤潮の方は対応しております。
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それと、もとを断つというお話なんですが、

赤潮の発生メカニズムというのが、そもそも海

水中に存在している主に植物プランクトンです。

これが異常に増殖して、海の色が赤くなった状

態、赤だけではなく、茶褐色とかもあるんです

けれども、海水の色が変わった状態が赤潮とい

うものになります。

例えば今年度被害を及ぼしたシャットネラは、

冬場は海底にシストという状態で存在していま

すし、昨年度大きな被害、今年度も発生しまし

たカレニアという種類は、遊泳細胞という状態

で冬の間海の中を漂っているというものでして、

赤潮が発生している時は高密度で存在するんで

すが、冬場は低密度でいるので、正直どこにい

るかわからないという状態でございます。

ですので、結果的にいいますと、自然界で引

き起こされる現象であって、現状で人為的に赤

潮を形成しているプランクトンを根こそぎ排除

してしまうというのは、人為的には難しいとい

うのが現状だと思います。

【山口委員】私、もう釈迦に説法になるのでや

めますけれども、要は赤潮のもとを断つための

いろんな対策が極めて重要と思います。なぜか

というと、結果として16億円の出費につながる
わけですから、そこを断つことは極めて重要だ

と思いますので、チームを強化して、個人的に

もしっかり研究されている方がいらっしゃると

思いますから、そこのところを少し長崎県とし

て考えてやっておくべきではないかと思います

ので、これは要望としておきますので、部長、

よろしくお願いします。

以上です。

【中村(一)委員長】 水産部関係の審査の途中で
すが、午前中の審査はこれにてとどめ、午後は

1時30分から再開し、引き続き、水産部関係の

審査を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４４分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【中村(一)委員長】 それでは、委員会を再開い
たします。

虎島委員は、文教厚生委員会に付託されまし

た請願の審査に紹介議員として出席するため、

本委員会への出席が遅れる旨の連絡があってお

りますので、ご了承をお願いします。

午前中に引き続き、水産部関係の審査を行い

ます。

質問はありませんか。

【白川委員】まず、午前中に堤委員のご質問で

やり取りをされていた件で少し質問ですけれど

も、ブランド魚の発信ですとか、推し魚につい

てですが、観光で長崎に来られたお客様に、ぜ

ひ長崎のおいしい魚を食べていただきたいとい

うところで、このブランド魚の発信を強めてい

くということが推し魚につながっていくという

ことかと思うんですけれども、ある飲食店の話

を聞くと、長崎で獲れたお魚が、やっぱりいい

ものからどんどん都会の方、東京とか都心の方

に出ていく、または海外の方に売られていくと

いうことで、やはりいい価格で買い取っていた

だけるところに優先的にいくというのは、ビジ

ネス上、真っ当なことかなというふうには思う

んですけれども、そのおかげで県内にいいお魚

が残らないというのも、正直、仕入れをされて

いる方々から伺う話でもあります。

そういった中で、なかなか推し魚がこれだと

いうのが決まらないようなところもあるのかな

というふうに見受けているんですけれども、そ

のあたり、県の見解はいかがでしょうか。
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【森川水産加工流通課長】委員のお話がござい

ましたけれども、もともと長崎県の魚、非常に

水揚げが多いんですけれども、大部分が関東・

関西あたりに流れていくというのは、歴史的に

多いというふうな状態だと思います。

今回、推し魚に取り組むに当たって、やはり

もともと長崎県は魚が非常に多い水産県である

んですけれども、あまり水産が盛んだというふ

うな認知がされていないというのもありまして、

長崎といったらこの魚だというのがなかなかで

すね。魚種が多いというのも特徴の一つであっ

て、あるのかもわからないんですけれども、そ

ういうところを何とかしたいなという思いもあ

りまして、産地ごとに地域内で安定供給するよ

うな体制をつくって、その魚を地域に食べに行

こうというふうな形で、今回推し魚を選んで、

どんどんPRをしていきたいと考えているとこ
ろでございます。

【白川委員】県も状況の認識は同じだというふ

うに思っております。

県内に残る魚は、もちろん鮮度が高いのでお

いしいというのは観光の皆さんからも言ってい

ただけることではあると思うんですけれども、

ただ、新鮮なのがおいしいという、魚種も多い

ということもありましたけれども、それだけで

はなくて、長崎県にこのお魚を食べに来てほし

いとか、もっと価値を高めたうえで、そういっ

た推し魚を県外にしっかりアピールをして、長

崎県が水産県であることをもっと県外の皆様に

も知っていただきたいというふうに思っており

ますので、そのためには、県民がおいしい魚を

しっかりと消費をしていく中で、自分たちが食

べているお魚をもっと口々に周りの方に自慢で

きるような、そういった食の創出といいますか、

そういったことを長崎の食のブランドとして打

ち立てていけるような強みをつくっていただき

たいというふうにご要望したいと思います。

赤潮の件では、山口委員がおっしゃっていた

ように、発生抑制というところを私も追及して、

赤潮の発生抑制の件は、山口委員と同じような

要望をと思っていたんですけれども、先ほどの

ご説明では、自然界で漂っているものに対して

はなかなか厳しいと、難しいというところを伺

い、理解をしたところです。

もう一つ、磯焼けの対策についてですけれど

も、ここは陳情の16番でも藻場の回復に対して、
財政及び技術支援強化をというところがありま

したが、戸石の方の漁協にお伺いした際に、藻

場が再生をしているという非常にいい情報をい

ただきました。写真まで見せていただいて、す

ごく誇らしげに組合長にお話をいただいたんで

すけれども、県内各地でも磯焼けの状況という

のは非常に深刻だということを伺っていた中で、

どうやってこの再生が行われたのかというふう

にお伺いをしたところ、ウラウズガイという新

芽を食べる貝がいるということで、大変小さい

貝で駆除するのが難しいそうなんですけれども、

ダイバーの方が熱心に潜って駆除をしていった

ところ、新芽が食べられなくなって、成長して

いく段階でもガンガゼやイスズミの駆除も併せ

て行っていきながら、この成長につながってい

ったというふうにお伺いをしました。

イスズミやガンガゼの件は、対馬や壱岐等で

も伺っておりましたので、この新芽を食べるウ

ラウズガイというのは初めて聞いたところであ

りました。こういった成功事例が県内でどのよ

うに情報共有をされているのかお伺いしたいと

思います。

【松本漁港漁場課企画監】情報共有についてと

いうことでよろしいでしょうか。
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今、委員おっしゃった藻場の再生に向けた磯

焼け対策につきましては、県内各地で実施され

ているところでございます。

まずもって、公共事業の増殖場の造成後の3
年間の食害魚の駆除というのがございます。そ

れと別に多面的事業の中で、各地の漁協や地域

の住民で構成する漁業者団体が、磯焼けに対し

まして藻場の整備、あるいは今おっしゃった食

害魚の駆除、食害生物の駆除というものに取り

組んでおります。

情報共有の手段ですけれども、多面的事業の

中では、県内各地で年に1回、離島も含めて協
議会を開催しております。そういった中で事例

の紹介等も行っておりますし、今後も好事例が

あれば、そういった中での皆様への伝達をして

いきたいと考えております。

【白川委員】 年に1回の協議会での共有という
ところがあるということですけれども、場所場

所によって、どういう食害魚がいるのかとか、

駆除の方法とかも違ってくるかとは思うんです

けれども、こういう成功事例をしっかりと共有

していく中で、各地で藻場再生、回復が行われ

ることを期待したいと思いますし、また、こう

いう駆除作業につきましては、漁業者の方々の

副収入となるということもお伺いをしておりま

すので、ここについても皆さんの事業継続につ

ながることだと思いますので、しっかりと対策

をお願いしたいと思います。よろしくお願いし

ます。

以上です。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【大倉委員】午前中の虎島委員がご質問したこ

とに関連してですけれども、私からも日本、中

国両政府がこの水産物の輸入、全面的に再開す

るという合意に至ったというようなことに関し

てなんですが、これは実現すれば非常に本県に

とっても明るいニュースになるんですけれども、

やはりここはかなり懐疑的な声が多いといいま

すか、少なくないんですね、現実的に。実際に

中国は、まだまだ段階的に進めるというような

言い方もしていますし、それだけではなくて、

先ほどご答弁もいただきましたが、いわゆる中

国の主張ですね、主張が原発処理水の国際的な

管理体制に自ら加わってと、中国自らが加わっ

て安全性を確認してからだというふうに中国は

主張しているわけですよね。ですから、かなり

ハードルは高いと思うわけなんです。しかも、

いつからこれを果たしてするのか、そのあたり

も全く時期も明示されていません。

そういう中で、情報が一番大事だと思うんで

すよ。先ほど、答弁の中で一応国に聞いてはい

るものの情報はないということですけれども、

どのようにアプローチをして、全く情報はまだ

きていないんでしょうか。そのあたりを具体的

にもう一度教えてください。

【鈴木水産加工流通課企画監】先ほどもご紹介

させていただきましたが、9月20日に外務省の
方で日中間の共有された認識として公表されて

以降、私どもとしては、水産物の輸出に携わる

者として、農林水産省の方に今回の認識につい

て、国として、また農水省として何か見解があ

るのか、あるいは細かな情報があるのかといっ

たことで担当部局に問い合わせをしたところで

ございます。

その時点では、発表以上の内容はないという

ふうに伺ったところです。

我々としましては、まずは、国と国との交渉

の内容でございますので、情報源としては国の

担当する部局に対して、随時問い合わせをして

情報を仕入れていくということになろうかと思
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います。

また、これまで中国への輸出に取り組んでお

りました生産者団体、あるいは先方のパートナ

ー企業、そういったところとは引き続きつなが

りを持っておりますので、そういったルートか

らも、場合によっては中国側の動きであったり、

そういった情報は何かないかというのは、随時

そういった方面からも問い合わせをして情報収

集に努めてまいりたいと思っております。

【大倉委員】ぜひ、水産関係の皆さん等も含め

まして情報共有して、そして情報をしっかり入

手するということに努めていただきたいと思う

わけでございます。

やっぱり本県の水産関連の皆さん、そして流

通関係の皆さんは、非常に心配をされている、

不安に思っていらっしゃるんですね。本県のみ

ならず、全国の漁業協同組合連合会としても、

これは一定の談話を発表したんですね。会長が

言っているんですけれども、今回の件、一定の

前進だというふうに評価はしているんですが、

やはりまだまだこれは解決に向けた、解除とい

うのは入り口にしか過ぎないということなんで

す。ですから、政府に対しては早急に解除に全

力を尽くしてもらいたいというような談話を発

表しているわけです。

そういう中で、魚市の社長のお話として、今

年の春視察した時に、社長は、今回の件は、こ

のような動きがない時ですから、正直言って緩

和されるのは厳しいんじゃないかという話をさ

れていました。正直、無理じゃないかと。しか

しながら、今、それがちょっとは前向きに進ん

でいこうという兆しが見えてきた。

そういう中で、本県の水産関係者の皆さんは

どのようにこの合意については受け止めていら

っしゃるのか、どんなふうな展望を持っていら

っしゃるのか、そのあたりの聞き取りといいま

すか、把握はされていらっしゃいますか。

【鈴木水産加工流通課企画監】 9月20日の発表
についての本県の水産輸出関係者の受け止め方

につきましては、先ほど申し上げたとおり、長

崎魚市さんにつきましては、パートナー企業さ

んを通して中国側の情報を今収集しているとこ

ろだというふうに伺っております。

それ以外にも、中国方面には個社個社で輸出

されている方もいらっしゃいますが、そういっ

た方面の皆さんはどういう受け止め方をしてい

るかにつきましては、まだ把握しておりません。

【大倉委員】魚市の社長に、私、取材しました。

このようにおっしゃったんですね。今朝聞いた

んですけれども、やっぱり相手が中国というと

ころで、何か政治的な意図によっていろいろ変

わってくると。ですから、非常にやっぱり全面

的に信用はしてないということなんですよね。

懐疑的に見ているわけなんです。

ただ、一方で、中国の取引業者、魚市さんと

取引している業者は、実は非常に中国本国に対

して困っているんだと、非常に我々は困ってい

るんだということを訴えているそうなんですね、

中国の漁業者が中国に対して。

そういったこともあって、つまり、今回の一

件で、中国人そのものが魚に対してちょっと忌

避していると。魚をちょっと避けようとしてい

るという逆の風評被害が中国国内で起きている

というんですよ、社長によりますと。

ですから、中国の業者は、禁輸緩和に関して

は非常に期待しているという側面があるんです

ね、中国国内では。

ただ、なかなか時間的には、正直まだまだ難

しいんじゃないかというような印象を社長はお

持ちです。
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ただ、そんな中でも、いつでも再開できるよ

うに準備はしっかり整えているということもお

っしゃっていました。だから、もちろん期待は

していらっしゃるんですよ。

たとえ、これがまた回復したとしても、やは

り中国の一部の富裕層は日本の魚を好んで食べ

てくれるんですけれども、長崎の魚も含めて。

ただ、一般庶民の中国人はなかなか日本の魚に

対するイメージが、そう簡単に払拭されないん

じゃないかと。だから、そこはなかなか簡単に

はいかないという現実が恐らくあろうかという

ところはおっしゃっていました。

ですから、とにかく中国というのは、何でも

手のひら返しにころっと変わったりとかします

ので、とにかくそういった意味でも魚市の社長

と一緒に情報共有をしっかりして、緊密に連携

しながら、そして国に対してはきちんと情報を

出せと、情報をちゃんと教えてくれというのを

しつこいぐらいに、ぜひ言っていただいて、そ

して魚市と県と一緒になって、国とも一緒にな

って、これが最終的にはいい方向に向かってい

ってもらいたいなというふうに思っています。

もう一点いきます。これも同じような、重な

ったところがあるんですけれども、ブレイクス

ルー促進事業です。

堤委員と虎島委員も質問されていましたけれ

ども、私もこれは2月の委員会で質問をいたま
した。養殖技術ブレイクスルー促進事業に関し

てですが、その時は赤潮の課題解決のための民

間事業者との委託契約がまだ結ばれていません

でした。今回は、それが結ばれたということで

すから、質問したいんですけれども、審査結果

を拝見しました。そうすると、100点満点中83
点という評価を得た事業者でした。これは県内

の企業なんですね。大黒町にある企業というこ

とで、非常に県内企業ということもあって期待

が大いに持てるわけでございます。

その審査結果の得点の内訳を見ると、まず業

務内容の得点が非常に高いんです。業務内容が

15点満点中13.8点。これはどういうことかとい
うと、ちなみに次点の事業者が11.2点と。結構
水があいているわけです。いい得点を取ってい

らっしゃるこの事業者、どういった業務内容の

会社なのか、そのあたりを教えていただければ

と思います。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回のブレイク

スルー促進事業で赤潮をテーマに受託の契約が

決まりましたのは、イービストレード株式会社

を代表とする共同事業体でございます。

こちらの子会社が長崎市内にありますメーカ

ーさんになります。こちらのメーカーさんは、

全国のダム、あるいは沼の水質浄化機器の製造

販売をされているメーカーでありまして、具体

的にはアオコの発生を抑制する、よくダムなん

かで目にされるかと思うんですが、ブクブクブ

クブク、底から泡が上がって水質を浄化するよ

うな機器、それから水面を漂うアオコを駆除す

るような装置、こういったものを全国で製造販

売を展開されているメーカーでございます。

こういったプランクトンにまつわる対策機器

をお持ちのメーカーですので、こういったノウ

ハウを今回、赤潮対策に活用していただけると

いうことで、非常に実用化の期待も大きいとい

う点で高評価が得られたものではないかと考え

ております。

【大倉委員】もう一つだけ詳しく聞きたいのが、

これも項目の中にあったんですが、有益性です

ね、県内への有益性。これも得点評価があって

20点満点中17.2点と、こちらも高いんです。次
点の事業者が14.4点です。この有益性というと
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ころですね、県内の有益性というのはどういう

有益性なのか、その意味を教えてもらっていい

ですか。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回、赤潮をテ

ーマにプロポーザルの公募をしましたところ、

4件応募があったわけですが、このうち、今回、
契約に至りました企業は、先ほどご紹介しまし

たとおり、赤潮対策の中でも特に具体的に養殖

魚を生き残らせる技術の実証という切り口での

公募でございました。

ほかの3点がどういった内容かは差し控えさ
せていただきたいんですが、少なくともこうい

う養殖被害を直接抑制する技術の開発という視

点でのアプローチはこれまでなかった斬新なア

プローチであったこと。

なぜこれが有益かという部分ですが、赤潮は

毎年、必ず大なり小なり出るわけで、養殖業界

において、切り離せない大きな課題であるんで

すが、これまで本県は、どちらかといいますと、

早期発見・早期対策ということで、モニタリン

グであったり、それに基づいて餌止めとか、あ

るいは防除剤の散布といったことで被害の抑止

をメインに取り組んできたわけですが、先ほど

申し上げた今回のテーマのように、新たに魚自

体を生かす技術開発という点では、まだまだ本

県内では実証がされていない中で、昨今、この

赤潮が以前に比べると大規模かつ長期間、広域

に発生するという現状を踏まえますと、本県の

養殖で抱える赤潮問題の中でも、こういった新

しい視点の、養殖魚を直接守るといった新たな

視点の技術開発というのが非常に業界の中でも

求められているという部分もあって、有益性も

高いのではなかろうかというふうな評価になっ

たものと考えられます。

【大倉委員】新たな視点での赤潮対策の技術開

発ということで、ぜひ県内でこれは広く実用化

が期待されるんですが、その実用化のめどとい

うのは、これはいつ頃で、どのエリアからやっ

ていくとか、そのあたりの目安はありますか。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回の実証の取

組は、午前中ちょっとご紹介しましたけれども、

例えば生簀の中の溶存酸素を上げてやるといっ

たようなことで、これは実験レベルではある程

度エビデンスもそろって効果があるというのは

確認されております。これを今回の委託事業の

中で、現場で果たして想定どおり酸素を上げら

れるのか。それがまた、生簀の魚を生存させる

効果につながるのかを実証するという試験にな

ります。

実証できました、で終わりではなくて、当然、

最終的には、安価で取り組みやすい機器なり、

そういった装備に仕立て上げて各地に普及させ

ていくことが最終目的ではございますが、何年

後にそれがかなうのかというのは、まだなかな

か今の段階では判断は難しいんですけれども、

なるべくそういった実現に向けて、実現するよ

うに取り組んでまいりたいというふうに考えて

います。

【大倉委員】もうこの赤潮による大規模な被害

が2年連続続いていて、また3年目もなってしま
うと非常にこれはよろしくないわけで、ただ、

被害というものは起きるおそれはある。そうい

う中で、たとえ3年目起きたとしても、それも
含めて何とか食い止めていくと、最小限に被害

を抑えていくという部分が今後3年、4年、5年
と求められてくると思います。ですから、こう

いった民間の知見を、ぜひうまく活用しながら

取組を進めていってもらいたいと思います。

以上です。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
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【瀬川委員】 まず、今回の赤潮対策、県内の海

域で発生しましたことについて、時を移さず、

きちんと補正で被害対策に予算をつけていただ

いたと、そういったことに対して、まずもって

感謝とお礼という気持ちをまず述べさせていた

だきたいと思います。

6月定例会の時にも多分申し上げたと思うん
ですが、こういった被害が起こった時に、何を

一番大事に思わんといかんかという話をさせて

いただいたと思うんですが、やはり農業にして

も漁業にしても、こういった突発的な被害が出

た時に、営業意欲、これをなくさせてはいけな

いと。政治にとっても行政にとっても、そこが

一番大事なんだという話をさせていただいたと

思います。

さらには、足し網や沈下式の生簀を導入する

ようなことをやったらどうかというような話も

させていただいた。それもきちんと補正予算に

入れていただいている。こういったことも評価

をさせていただきたいということから、先ほど

来話があっております足し網、あるいは酸素を

送る、あるいは水流を変えるといったこと、ま

だ不確実な部分があるというようなお話であり

ました。これがうまくいっても、全部を救えな

いこともあろうと思います。

特に、松浦の方のお話を聞いたんですが、マ

グロ養殖をやっておられて、普通の網じゃなく

て金網の生簀なんだと。足し網はとても無理で

すと。じゃ、場所を移してよと。いや、場所を

移すのも絶対風とかいろんな条件が合わないと。

じゃ、どうすればいいのかといったら、今の

段階ではどうしようもないわけですよね。私が

思うのは、早速松浦の方に出向いていただいて、

既存、特例も含めて前向きなことをやろうとい

うお気持ちは伝わってまいったので、これも感

謝しながらなんですが、地元の生産者と今の状

況の中で、来年、再来年起こることを想定して

何ができるのかということを、さらに考えない

といかんと、こう思うわけですよね。

そういった時に、一つは、養殖場の移動、し

かし、海流とか、あるいは北西の風とか、そう

いったことを考えると、なかなか簡単に移すこ

とができない。だったら、防波堤を造るという

ところまできちんと、大きな金がかかっても産

地を守る、水産県長崎として産地を守るという

ことも考えないといかんのじゃないか。もちろ

ん、これは県単独ではできないので、国の力、

助成等も含めてきちんと財政的な対策も打ち出

していかなければならないと思うんですが、ま

ずその酸素発生とか、海流を変えるとか、足し

網も含めてですが、年次的な計画をもって取り

組まなければいけないと思うんですが、この年

次的な計画という点についてはどういうお考え

をお持ちかお聞かせ願いたいと思います。

【鈴木水産加工流通課企画監】先ほど来ご紹介

しております足し網しかり、またこれから実証

に取り組む酸素発生等、新たな技術開発につき

ましては、もう可及的速やかに、より多くの方

に普及、活用していただきたいというふうに考

えております。

とは言いながら、各養殖産地において、それ

ぞれ環境も違うし、状況、事情も、また襲来す

る赤潮のプランクトンの種類も違ったり、いろ

んな状況が違うかと思います。

まずは、これから各産地と情報共有をしなが

ら、恐らくこの足し網も、まだ皆さん、本県内

で少なくともほとんど普及していないので、ど

ういうものかというのはよくご存じない方も多

くいらっしゃると思います。情報共有とか、技

術指導をしながら、できることからどんどんや
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っていただきたいと考えております。

ちなみに、松浦の現場も我々はよく承知して

いるところで、確かに今回被害を受けましたマ

グロであったり、ブリでも金網生簀を使われて

いる方も確かに多くいらっしゃいます。実を言

うと、先進地であります鹿児島県の東町あたり

では、そういった亀甲網という固い材質の網地

であっても、普通の化繊の足し網を使われてい

る方もいらっしゃるんです。そういう使い方の

工夫とか、そういったものも実はいろいろ調べ

るとあるようですので、その辺も引き続き、我々、

情報を入れながら、各産地を回って、皆さんで

できることは何があるのかというのを随時検討

を進めていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。

【瀬川委員】 よろしくお願いいたします。

議論が後先になって申し訳ないんですが、既

存制度と特例制度、ここでは2つの制度の説明
が書いてあります。

毎回毎回、議論をゼロからやり直すというの

ではなくて、もう産地がとにかく壊れてしまう

ような状態というのは、地元の漁協とか、お金

を出すのは市と県ですから、市としてこの養殖

場の産地が壊れると見込まれる時、市長がそう

思う時、こういう端的な条件でいいと私は個人

的には思っています。この前も申し上げたかど

うか知りませんが、農業も漁業も一緒でして、

私から言わせると、産地というのは、ある一定

のピラミッド型になっていて、頂点にそこの地

域、生産地のリーダーがいて、経営がきちんと

している。売上げも伸ばしている。そして、雇

う人間もきちんと雇って、本当に地域の経済を

支えている人たちを見習って、底辺にずうっと

業者さんが増えていって、そしてそこに産地が

でき上るというような状況だと、そう思うんで

す。そこの三角形の中の一つのコマが抜けてし

まうと、どっちかに傾いてしまう。やはりそう

いった状況になっているんですということを市

長さんが認めれば、もうそれでいいと私は思う

んですよ。そういう簡単な考え方に立ってお願

いをしたいと思っております。何かありますか。

【鈴木水産加工流通課企画監】午前中もご説明

させていただきましたが、現在の制度の中では、

産地の崩壊を防ぐという目的のもと、その崩壊

の度合いを指し示す基準として、被害の金額及

び産地での被害の割合といったようなことを基

準に設けて、それ以上を相当程度以上、産地崩

壊の危険性が高いということで支援をしている

わけでございます。

ただ、今、委員が言われたとおり、その物差

しだけではなくて、例えば産地の中核を担う方

がピラミッドの中で非常に重要な位置づけにあ

るといったようなお話は、先日、松浦市さんが

来られた時にも言われていたところであります。

近々、我々も産地の方に、改めて松浦市の方

に行きまして、我々がこれまで整理してきた基

準とは違うような、例えばこういう崩壊の危険

性があるとか、産地を守る上でどういう状況に

あるのかといったようなことを改めてお話をお

伺いしながら、我々として公平なルールをどの

ように整えられるのかといったようなこともし

っかり検討してまいりたいというふうに考えて

おります。

【瀬川委員】わかりました。よろしくどうぞお

願いします。

午前中に議論されておりました風力発電のこ

とについてですけれども、漁業協同組合がいら

っしゃって、海上風力発電をする時には協議会

が立ち上がる。協議会が立ち上がるためには、

利害関係者の同意がないと、経済産業省とか国
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交省とか水産庁とか、そういったまたがった省

庁の中で一定のルールがあると私は理解をして

いるんですけれども。

だから、県境を越えたところがどうなるか、

そこは私はわかりませんけれども、ずっとこう

いう要望が上がってくるというのは、何かちょ

っと私は違和感を覚えておりまして、心配せん

でいいですよと、組合が同意しなければ協議会

が立ち上がることはありませんと、私はそう理

解しているんですが、これは県境が違うからそ

うなんでしょうか。そこら辺をきちんと組合員

さんたちに理解していただければ、要望という

ことで上がってこないんじゃないかと思うんで

すけど、この辺の法的な解釈というのは、きち

んと伝えられているのか、それとも、私の認識

が間違っているのか、どっちなんですか。

【小川漁政課長】 今お話がありました佐賀県、

唐津沖の部分に関してですけれども、委員から

お話がありました促進区域として指定されるま

での流れですけれども、基本的に「海洋再生可

能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用

の促進に関する法律」、一般的に「再エネ海域

利用法」と呼ばれるものなんですけれども、そ

の中でそれぞれ手順が定められております。

今お話がありました、海域として設定される

までには幾つかの段階がございまして、一番初

めにやはり各地域での案件が形成をされると。

そこはやはり利害関係者、今のお話にありまし

た県境を越えた場合の海域で幾つかの県の漁業

者の方々が活用されていらっしゃるという場合

につきましては、その利害関係者の皆様の同意

があって、はじめて検討が進められていくとい

うことになっています。その段階におきまして、

各関係都道府県の方からもそういう状況が整っ

ているという情報提供を国の方に提出をすると

いう形になっております。今回の分につきまし

ても、先ほど少し答弁させていただきましたが、

今、唐津沖の分については地元の漁業者の方々

の強い反対があるということで、水産部として

は反対の立場ということで佐賀県の方にお伝え

をしているという状況でございます。

【瀬川委員】 そうしたら、今の法の下では、そ

れほど心配する必要はないよということを漁民

の方にも、当該基礎自治体の長の方にも、ある

いは議会の方にもきちんと理解していただいて

おれば、要望ということを毎年上げてくるよう

なことはなくてもいいというふうに理解してい

いわけですよね。

【小川漁政課長】委員からご指摘のとおりでご

ざいます。そのあたりにつきましては、県境を

越えた調整というところがございますので、実

は全国知事会ですとか、県からも毎年行ってい

ます政府施策要望、その中でも県境をまたいだ

漁業調整につきましては、国の方で責任を持っ

て調整をいただきたいということも引き続き要

請しているという状況でございます。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【山村副委員長】私の方からは、魚市場におけ

る荷捌きの人材確保の件です。現場も一回見さ

せていただいて、今回の一般質問でもされてい

たと思うんですけれども、今とりあえず荷捌き、

今後なかなか人材確保が難しいという中で、今

県が行われている状況をとりあえず確認をさせ

てください。

【森川水産加工流通課長】県といたしましては、

一般質問の答弁でもさせていただきましたけれ

ども、九州北部の魚市場さんたちと、まずは外

国人材を活用できないかというふうなことで、

要望に行く時も同席をさせていただいたり、国

から新しい分野の追加というのは難しいんだと、
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既存分野の中で何とか運用する方法はないのか

というふうなところで、皆さん知恵を出しあっ

て、その運用の中で何とかできないかというふ

うなところを検討しているといった状況でござ

います。

【山村副委員長】個人的見解を言わせていただ

くと、やはり難しいんだろうなというのが現状

としてあると思います。外国人労働者の方の規

制が緩和されて来れるようになったとしても、

その仕事に就いていただける方がいらっしゃる

かというと、なかなか厳しい現場なんだろうと

いうふうに、実際見させていただいて思ってい

まして、正直言いますと、これは提案になるん

ですが、せっかくAIだとか、スマート漁業とい
う話がきておりますので、ぜひ荷捌きの現場の

AI化、スマート化、完全自動化に向けて、やは
り県として取り組んでいった方がいいんじゃな

いのかなというふうに正直思っています。

全国的には、なかなかこういう漁場というの

が少なくて、九州の北部ぐらいのところしか課

題として取り上げられないものであればあるほ

ど、長崎県としてきちっと荷捌きの完全自動化

というのに向けて、研究開発を進めて、今、長

崎大学とかいろんなところで、AIと産業界との
連携というのもやってきていますので、ぜひそ

ういった予算を組んでやっていって、むしろそ

ちらの方が外国人材をどうのこうのということ

よりも勝負が早いんじゃないかなと。

技術というのは日々進歩していきますので、

加速度的にいいものができてくるというふうに

思いますので、そういったことを考えていただ

きたいということでご提案させていただきたい

と思いますが、ご意見をお願いします。

【森川水産加工流通課長】今、副委員長からご

指摘がありましたけれども、確かに省人化とい

うことを考えれば、DX化とかスマート化という
のは非常に重要なものだというふうに考えてお

ります。

これまでも、県内の民間企業であるとか、高

専であるとか、大学であるとか、いろんなとこ

ろが国の補助金などを活用しまして、AIやロボ
ット、画像選別等による自動選別機の研究開発

というものが行われておりますが、やっぱり水

揚げされる魚種と量の多さというのが問題にな

りまして、魚を一尾ずつ判別するというのであ

れば、魚種の判別はすぐできるんですけれども、

量をさばくというのはなかなか難しい状況にあ

りまして、現時点で本県のまき網漁業での活用

はちょっときついかなみたいな状況であります。

めどが立たないというかですね。ただ、やっぱ

り選別作業が自動になるということは非常に人

手不足解消にとっては画期的なことなので、産

業機械の研究開発分野、産業労働部とかにある

と思うんですけれども、そういうところと連携

して、どういうことができるのかということを

研究していきたいと思います。

【山村副委員長】ぜひ、前向きに捉えていただ

いて、多分予測ですけど、5年もあれば何とか
なるんじゃないかなという、かもしれないし、

ただやらないと、多分、労働人口が減る中で、

外国人材を活用できない中で、魚は獲れたけど、

市場に出せないという事態が迫ってきているの

かなという危機感も正直ありますので、そこに

行政としてというか、あるいはお金を出せるの

は県しかいないのかな、研究開発に県とか国か

らお金を出すしかないのかなと思っていますの

で、ぜひ前向きに検討していただければと思い

ます。よろしくお願いします。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
二巡目ありませんね。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 質問がないようですので、

ここで終結いたします。

水産部関係の審査結果について、整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１１分 休憩 ―

― 午後 ２時１１分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

明日は午前10時から委員会を再開し、農林部
関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時１２分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年９月２６日

自  午前 ９時５８分

至  午後 零時１３分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中村 一三 君

副委員長(副会長) 山村 健志 君

委 員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 近藤 智昭 君

〃 堤  典子 君

〃 大倉  聡 君

〃 白川 鮎美 君

〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

農林 部政策 監
(農村整備事業・
諫早湾干拓担当)

髙石 洋行 君

農 林 部 次 長 松田 武文 君

農 林 部 次 長 原田 幸勝 君

農 政 課 長 峰松 妙佳 君

農業イノベーション推進室長 三溝 孝司 君

団体検査指導室長 髙橋  哲 君

農山村振興課長 居村 正博 君

農業 経営課 長 酒井  浩 君

農産 園芸課 長 山下 裕樹 君

農産加工流通課長 村上慎一郎 君

畜産課長(参事監) 富永 祥弘 君

農村 整備課 長 吉田 好広 君

諫早湾干拓課長 安達 有生 君

林政課長(参事監) 永田 明広 君

森林 整備室 長 松尾 尚洋 君

農林技術開発センター所長 長門  潤 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開議 ―

【中村(一)委員長】 ただいまから、農水経済委
員会及び農水経済分科会を再開いたします。

これより、農林部関係の審査を行います。

【中村(一)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

農林部長より予算議案の説明を求めます。

【渋谷農林部長】 農林部関係の議案について、

ご説明いたします。「予算決算委員会農水経済

分科会関係議案説明資料 農林部」の2ページを
ご覧ください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第82号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予
算（第2号）」のうち関係部分であります。
歳入予算は、国庫支出金1億4,185万3,000円

の増、歳出予算は、林業費2億2,341万9,000円
の増となっております。

次に、補正予算の内容についてご説明いたし

ます。

災害復旧対策について。

去る本年5月の豪雨により発生した南島原市
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大抜地区の地すべり防止区域における地すべり

の復旧事業に要する経費として、緊急治山費2
億2,341万9,000円の増を計上しております。
繰越明許費について。

繰越明許費については、入札の不調等により、

年度内に適切な工期が確保できないことから、

農地防災費4,580万円、治山費5,250万円、合計
9,830万円の繰越明許費を設定するものであり
ます。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中村(一)分科会長】 次に、森林整備室長より
補足説明を求めます。

【松尾森林整備室長】森林整備室関係につきま

して、お配りしております補足説明資料に基づ

いてご説明をいたします。補足説明資料の2ペ
ージをご覧ください。

今回補正予算で計上している事業につきまし

ては、本年5月の大雨により発生しました地す
べり箇所の復旧を行うものでございます。

3ページをご覧ください。
災害関連緊急地すべり防止費でございます。

写真が南島原市南有馬町の大抜地区でございま

す。今回の地すべり箇所は、令和3年8月に発生
しました地すべりの下流部において、新たに発

生しました地すべりでございまして、幅が約

100メートル、斜面長で約200メートルほどの規
模の地すべりでございます。

県としましては、発生直後から、大型土のう

や監視カメラ、土石流センサーを設置するとと

もに、地元南島原市と連携しまして、周辺にお

住いの住民の方々への情報提供に努めながら、

人命を最優先に対応してきたところでございま

す。

幸いに、既設の治山ダムの効果などもありま

して大きな土石流の発生はなく、下流域の民家

への影響は起きていない状況でございます。

内容としましては、まず、ボーリング調査や

観測機器の設置など測量試験を行いまして、そ

れで得られた結果やデータを基に本格的な対策

工事に着手していくこととしております。

以上、2億2,341万9,000円を補正予算に計上
している次第でございます。ご審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

【中村(一)分科会長】 次に、農政課長より補足
説明を求めます。

【峰松農政課長】農林部関係の繰越明許費につ

いて、ご説明をいたします。予算決算委員会農

水経済分科会補足説明資料の繰越事業理由別調

書2ページをご覧ください。
今回計上しておりますのは、農林部全体で、

表下段計のとおり2件で9,830万円となってお
ります。

繰越理由といたしましては、2件とも⑤その
他の理由によるものでございます。うち1件は、
ため池等整備費において入札不調が発生したこ

と、もう1件は、地すべり防止費において、令
和6年6月の豪雨により盛土部分が崩壊し、隣接
地にかかる工事の完成が遅れることに伴い、当

該工事の着手に遅れが生じ、年度内に適正な工

期が確保できないため繰越しを行うものであり

ます。

これらの内容につきましては、3ページから4
ページに事業別内訳として繰越し箇所、事業内

容等をまとめておりますので、後ほどご覧願い

ます。

今後は、残る事業の早期完成に向けまして、

最大限努力をしてまいります。
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説明は以上でございます。

【中村(一)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【瀬川委員】予算自体にはないんですが、こう

いう災害によって、下には民家もあるというこ

とで、5月に起こって、何か月か経って、これ
からボーリング調査とか何とかやって、適切な

設計なり何なりされるということでしょうけれ

ども、一刻を争うか争わないかということが考

えられると思うんです。今回は、こうやって何

か月も置いて補正を組むまでの時間が、人命や

他の土地、財産に及ぼす影響がないと判断する

基準、そこら辺がちょっと私はわからないので、

どういった判断基準があったのか、お聞かせ願

いたいと思います。

もうちょっと言ったら、専決でぱっとやらん

といかんという判断も必要になってくると私は

思うんですよ。ですから、そういった判断基準

がわからないので教えていただきたい。

【松尾森林整備室長】今回の地すべりにおきま

して、委員ご指摘のとおり、緊急的に迅速に対

応しなくちゃいけないということで、まずは予

算につきましては、今回補正で上げているもの

と別に、通常、災害が起きる可能性があるとい

うことで8,500万円ほど確保しております。その
予算を使いまして応急的な措置についてはもう

既にやっているところでございます。5月14日
に発生した初日から早速、土のうを設置したり

と人命最優先で被害の防止に努めてきたところ

で、今も国とずっと協議しながら、追加の予算

について要求をしているような状況でございま

す。

【中村(一)分科会長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

第82号議案のうち関係部分に対する質疑・討
論が終了しましたので、採決を行います。

第82号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第82号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決すべきものと決定されました。

【中村(一)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

農林部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項についての説明を受け

た後、提出資料についての説明を受け、陳情審

査、議案外所管事務一般についての質問を行う

ことといたします。

それでは、農林部長より所管事項説明を求め

ます。

【渋谷農林部長】農林部関係の議案外の主な所

管事項についてご説明いたします。農水経済委

員会関係説明資料 農林部及び同資料の追加１

を併せてご覧ください。

今回ご報告いたしますのは、ながさき農林業

大賞について、長崎県青年農業者連絡協議会50
周年記念大会について、JA長崎県いちご部会の
令和5年産いちごの販売額について、「長崎和
牛」の消費拡大に向けた販売促進イベントの開

催について、長崎県農業農村整備事業推進大会
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についてであります。そのうち主な事項につき

ましてご報告いたします。

まず、農水経済委員会関係説明資料の2ペー
ジ上段をご覧ください。

長崎県青年農業者連絡協議会50周年記念大
会についてでございます。

去る7月25日、長崎市において、長崎県青年
農業者連絡協議会50周年記念大会を同大会実
行委員会との共催により開催いたしました。

長崎県青年農業者連絡協議会は、本県農業の

将来を担う青年農業者で構成され、現在、県内

7地区に25グループ261名の会員が加入してお
り、組織活動を通じ、仲間同士の交流を図りな

がら、経営の改善及び技術の研鑽等に取り組ま

れております。

当日は、県議会の中村農水経済委員長をはじ

め、県内市町や農業関係団体、全国の青年農業

者連絡協議会等の来賓のほか、主催者である知

事や県内各地区の青年農業者など約130名の出
席がありました。

記念式典では、これまでのプロジェクト活動

等で優秀な成績を収めたグループの表彰や、当

該協議会のこれまでのあゆみ、先輩農業者から

のメッセージのほか、青年農業者活動を後輩へ

引き継ぎ、ふるさとを支える農業人を目指す旨

の力強い決意表明がありました。

県といたしましては、引き続き、県域及び地

域の青年農業者グループの活動を支援し、県内

外の青年農業者のネットワーク形成や交流拡大

を図り、地域農業をけん引する担い手の育成に

つなげてまいります。

続いて、2ページ下段のJA長崎県いちご部会
の令和5年産いちごの販売額についてでござい
ます。

県では、いちごの販売額の拡大による生産者

の所得向上を図るため、多収性で食味の優れる

「ゆめのか」や「恋みのり」への転換をはじめ、

単収向上のための環境制御技術の導入やパッケ

ージセンターの活用等に生産者や農業団体と一

体となって取り組んでまいりました。その結果、

本県のいちご作付け面積及び出荷量の約8割を
占めるJA長崎県いちご部会の令和5年産のいち
ご販売額は過去最高額の114億円となり、6年連
続で100億円を超えました。
また、JA長崎県いちご部会の主要産地では、

環境制御技術の導入により、就農1年目から高
単収、高単価を実現しており、その姿を見て、

さらに新規就農者が増加するという好循環とな

っております。

県といたしましては、今後とも農業関係団体

と連携して、環境制御技術のさらなる導入拡大

や生産者・指導者の人材育成、産地間でのデー

タ活用による技術の平準化に取り組むほか、国

庫事業を活用したリースハウスの整備等による

新規就農者の確保に努めることで、「快適で儲

かる」いちご産地の拡大につなげてまいります。

最後に、3ページ中段の「長崎和牛」の消費
拡大に向けた販売促進のイベントの開催につい

てでございます。

去る8月5日、長崎市内の長崎和牛指定店にお
いて、全国農業協同組合連合会長崎県本部の主

催により、第30回「長崎和牛」系統枝肉共励会
でグランドチャンピオン賞受賞牛を味わう「長

崎和牛」消費拡大イベントが開催されました。

当日は、知事とグランドチャンピオン賞の生

産者の皆様が受賞牛を試食し、「長崎和牛」の

飼育のこだわりなど意見交換を行い、各種メデ

ィアやSNS等を通じ、県民に対し「長崎和牛」
の魅力や美味しさを伝え、広く消費拡大を呼び

かけたところです。
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県といたしましては、今後とも関係団体と連

携して、「長崎和牛」の生産及び消費の拡大を

推進し、生産者の所得向上に努めてまいります。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【中村(一)委員長】 次に、提出のあった政策等
決定過程の透明性等の確保などに関する資料に

ついて、説明を求めます。

【峰松農政課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した農林部関係の資料について、ご説明をいた

します。

「農水経済委員会提出資料 農林部」資料2ペ
ージをご覧ください。補助金の内示状況につき

まして、令和6年6月から8月までの実績につい
てご説明をいたします。

直接補助金は、2ページから9ページに記載の
中山間地域デジタル化支援事業費補助金など

66件でございます。また、間接補助金は、10ペ
ージから20ページに記載のながさき農林業・農
山村構造改善加速化事業補助金など112件であ
り、直接補助金と間接補助金の合計は178件で
ございます。

次に、資料の21ページをご覧ください。1,000
万円以上の契約状況につきまして、令和6年6月
から8月までの実績についてご説明いたします。
まず公共事業以外の委託につきましては、21

ページに記載のながさきモデル「食の賑わい」

創出に向けた先進事例・可能性等業務委託など

5件でございます。
次に、公共事業に係る委託につきましては、

22ページから23ページに記載の26件であり、そ

れらの委託に関する入札結果一覧表を24ペー
ジから61ページに添付をしております。
次に、62ページをお開きください。公共事業
に係る工事につきましては62ページから64ペ
ージに記載の49件であり、65ページから142ペ
ージに、その入札結果一覧表を添付しておりま

す。

続きまして、資料143ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でございます。

知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

令和6年6月から8月までの間に県議会議長宛て
にも同様の要望が行われたものに関しまして、

143ページから202ページに県の対応を記載し
ております。

最後に、資料203ページをご覧ください。附
属機関等会議結果報告につきまして、令和6年6
月から8月までの実績は2件であり、その内容に
つきましては204ページから205ページに記載
のとおりでございます。

以上で報告を終わります。

【中村(一)委員長】 以上で説明が終わりました。
次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。審査対象の陳情番号は、14から18、
20、24、31、33です。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。
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【前田委員】 先ほど説明があった1,000万円以
上の契約のながさきモデル「食の賑わい」創出

に向けた先進事例・可能性等業務委託、株式会

社ロフトワークに随契で出しています。これに

ついて、内容の説明を求めたいと思います。

【村上農産加工流通課長】こちらは、ながさき

モデル「食の賑わい」創出に向けた先進事例・

可能性調査の業務委託でございます。この事業

につきまして随意契約になった理由をご説明さ

せていただければと思っております。

契約は8月1日に行っておりますが、公募型の
プロポーザル事業を実施しております。7者か
ら応募をいただいております。同じ資料の25ペ
ージに業務委託の内容を書いておりますが、提

案型のプロポーザルを実施して7社から応募い
ただきまして、その中の1者、最高得点を受賞
された方から入札見積りを取って入札して随意

契約を行ったものでございます。

【前田委員】それはいいんです。それじゃなく

て、そもそもこの業務委託をした目的というか。

これは、私の勘違いでなければ未来大国の流

れですか、そうじゃないんですか。

【村上農産加工流通課長】未来大国の食の賑わ

いに関する事業でございます。

【前田委員】ということは、水産部等もあろう

かと思うんですけれども、確認で恐縮ですが、

未来大国の食の賑わい事業というのは、何を求

めて、なんでこういうことをやっていて、その

先にどうなっていくんですか。

【村上農産加工流通課長】本業務につきまして

は、県民が本県の食を誇りに思い自慢したくな

るよう、県民や観光客など誰もが本県の食を買

って味わえる「食の賑わい」の場の創出に向け

まして、国内外の先進事例や、各候補のエリア

の立地環境や交通アクセス、観光客の動向等を

調査、分析しまして、今年度中に食の賑わいの

場の実現に向けたロードマップを作成すること

としております。

【前田委員】ロードマップを作成するというこ

とですけれども、これには文化観光国際部も多

分入っていると思うし、同じように水産の方も

食の賑わいということで業務委託が出ているん

ですか。わかるかわからないか、結構ですけれ

ども。

何を言わんとしているかというと、未来大国

という名のもとに、食の賑わいというのはわか

りました、項目もあったけれども、予算が厳し

い中で、このようなことって今までも多分、や

っていたと思うんですよね。あえてそこをまた

小出しにして。

そういう意味でいけば、文化観光国際部とか

水産部との連携とか、ロードマップをつくるう

えでどんな形になっているのか、きちんとそこ

のロードマップを示していただかないと、個別

にここだけ見せられても「はい、そうですか」

という話にしかならないんだけれども、2,600
万円もかけて、一体何をやるんですか。

【村上農産加工流通課長】文化観光国際部、水

産部との連携でございますが、委員ご指摘のと

おり、これまでも食の賑わいという観点でいけ

ば、それぞれの部局で検討をなされてきたと認

識しております。

今回の食の賑わいにつきましても、文化観光

国際部、水産部とも連携しながら、長崎の食の

賑わいを、まずは長崎地区、佐世保地区、長崎

空港の3か所の拠点を想定しまして、そこに長
崎の食の賑わいの可能性の調査を行うことで、

そこの立地条件とか交通アクセス、観光客の集

客とか、食材等の魅力、そういったところの可

能性調査と先進事例の調査、現地の民間フィー
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ルドプレーヤーの聞き取り等も行いながら、そ

の可能性を探っていこうということで取り組ん

でいるところでございます。

【前田委員】未来大国を掲げてやられることは

結構なことだと思いますけれども、他の部署と

も連携を取るというか、関わっていく中で、し

っかりとロードマップを次の議会でお示しいた

だきたいと思います。

農林部だけでこれだけの予算をかけているん

ですから、水産部もして、文化観光国際部もと

なったら結構な金額ですよね。それをどういう

タイムスケジュールをもってやるのか。

佐世保・県北、県南、空港というのは、以前

から未来大国の中で確認されていましたので、

それはいいんだけれども、何となく、でき上が

っていく姿が見えないというのが個人的な感想

ですので、ぜひ次の議会の時には、どんな形で

報告されるかわかりませんけれども、プロポー

ザルをした中での進捗状況とか、どうそれを形

にするのかというのは示していただかないと。

昨日も総務委員会の中で、総合計画と未来大

国の整合性というか、そのすり合わせも含めた

ところで質疑が出ていましたので、こういう意

見があったことを含めて担当する部署とも協議

をしながら、次の議会で、資料等を含めてもう

少し明確に説明いただければと思っています。

要望にかえさせていただきます。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【堤委員】 今のながさきモデル「食の賑わい」

創出に向けた先進事例・可能性等業務委託は、

農林部に載っていますけど、水産部の方では私

は見つけきらなかったんですけれども、あった

んですかね。食の賑わいということだったら水

産も関係していると思うんですが、掲載されて

いるのは農林部だけだったように思うんですが、

そこの確認をお願いします。

【村上農産加工流通課長】委員ご指摘のとおり、

ビジョン関連の「食の賑わい」の事業予算につ

きましては、農林部農産加工流通課で計上して

いる予算に加え、交通政策課で計上しています

「食の賑わい」の試行関係、空港内での試行の

1,000万円程度の2本となります。
【堤委員】わかりました。水産部には計上して

いないということですね。

1,000万円以上の契約状況一覧表の5番目、令
和6年度長崎県森林クラウドシステム機能拡張
業務委託があります。これについてご説明をお

願いいたします。

【永田林政課長】今ご質問がありました森林ク

ラウドシステム機能拡張業務委託は、令和3年
度に、長崎県森林クラウドシステム構築業務委

託という形で、県・市町も随時、林業事業体も

見られるクラウドシステムを構築しております。

その時に一般競争入札で事業を行っております。

今回は拡張ということで、いろんな機能、例

えば山地災害危険地区のデータ作成とか、改修

とか、市町の人たちが使いやすいようにシステ

ムの機能を拡張したり、そういったことをさせ

ていただいている事業でございます。

【堤委員】 わかりました。前にこれ（長崎県森

林クラウドシステム）をつくって、さらなる拡

張をということ。今のご説明だと、全県的にク

ラウドシステムを整備して、市町も見られる、

様々なデータを共有できる、あるいは災害危険

箇所であったり森林の状況であったり、そうい

ったことが把握できると、そういう理解でよろ

しいですか。

【永田林政課長】 クラウドシステムは本庁に1
本で、そこを権限を持った人たちがリアルタイ

ムで見られる。いろんなデータがございますの
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で、それを今までだったら紙ベースであるとか、

メールであるとか、そういう形でしか共有でき

なかったものを、クラウドシステムで森林情報

とか災害関連の情報などが逐次見られるシステ

ムを構築したということでございます。その中

で使い勝手がいいような形に拡張をしていると

いうことでございます。

【堤委員】 そうしますと、令和3年度に構築を
した時にこの事業者がシステムをつくられたの

か、今回は4,100万円以上の大きな契約になって
いますが、構築した時点の金額はどうだったの

かをお尋ねします。

【永田林政課長】 令和3年度にクラウドシステ
ムの構築委託をしております。その際、5者か
ら参考見積りを取って一般競争入札をして、最

終的に2,200万円ほどで落札されています。ここ
に書いています応用地質株式会社がクラウドシ

ステムをとられまして、初年度、令和3年度に
ついてはクラウドシステムという箱を作る事業

でございました。箱を作って、その後、拡張と

いう形で中身のデータをどんどん、どんどん入

れて、市町の方とか林業事業体の人たちが使っ

ていく中で、データと地図とリンクさせて見ら

れるようになっているんですけれども、そこが

見づらいとか、いろんなご意見をいただきなが

ら使い勝手のいいような形で拡張をしていると。

今回は、林業だけではなく山地災害危険地区

も載せることによって、市町村の方々がクラウ

ドシステムで図面、航空写真を見れば、どこに

何があるんだということがわかるような形で拡

張をしていっているということでございます。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、次に、議案外所管事務一般について質問

はありませんか。

【大倉委員】私からは、米の流通状況と価格に

関して質問したいと思います。

ようやく県内のスーパーでは、新米も含めて

米が店頭に並ぶようになってですね。一時期は、

本当に朝一でスーパーに買いに行かないと、昼、

夕方には品切れ状態になっていたわけです。

今は落ち着いてきたとは思うんですけれども、

現在の米の流通状況が県内ではどうなっている

のか、現状そして今後の見通しについてご答弁

をお願いします。

【山下農産園芸課長】米の流通でございますが、

令和5年産の米につきましては、高温、渇水等
で品質が良くないものが多かったことで精米歩

留りの低下があったこと、食品全体の価格が上

がる中で米は比較的緩やかであったことを背景

に消費が増加してきたこと、あとはインバウン

ド需要が増えたというようなことから、7月末
時点で民間在庫は前年に比べて40万トン少な
い82万トン、前年の3分の2程度の在庫になって
いたところでございます。

そうした中、8月に入りまして南海トラフ地
震臨時情報の発表とか、台風の発生で非常に需

要が増えたと、買い込み等によってかなり品薄

になった店舗が全国的に出てきていたと、農林

水産省の発表ではそうなっております。

県内の流通ですが、米全体でいきますと、全

国的なものと同じように品薄傾向であったかと

考えております。8月に非常に需要が多かった
と、農林水産省のデータでいきますと8月第1週
で前年に比べて約40％増えていたと、その翌週
で前年に比べて2割、8月最終週で約5割、スー
パーでの販売数量が増えていたと。非常にたく

さん売れていたんですが、その後、9月に入り
ますと、最新のデータで前年に比べて約1割減
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っているところで、消費者が買う動きは鈍化し

ているのではないかと。

一方で、9月ぐらいから令和6年産米の入荷が
始まっておりまして、そちらが検査等を終わり

まして店頭に並び始めているところで、農林水

産省のデータ等、発表等によりますと、品薄は

解消されつつあると聞いております。

【大倉委員】 品薄は解消されつつある状況で、

そこは非常に良かったと思うんですが、米の価

格がいまだに高いんです。高止まり状態になっ

ていると思うんです。引き続き、高止まりは続

いていくとも言われているわけです。新米が特

に高いんですよ。現在、5キロで大体3,000円ぐ
らいしている状況です。

新米の季節なんですけど、今後も高くなって

いく背景には、JAが農家から集荷する際に先に
お渡しするお金、仮渡金ですね、概算金なんて

言われますが、概算金が全国的に去年よりもア

ップしていることが背景にあるわけです。

これがいい悪いはとりあえず置いておいて、

本県でも恐らく同様にアップしていると思われ

るんです。私は具体的な数字を持ち合わせてい

なくて。

JAながさき西海は公表しているんです。令和
6年産の早期米の概算金が決定したと額が公表
されておりまして、コシヒカリの1等が30キロ
9,300円、これは去年は6,600円だったんです。
実に2,700円上がっているわけです、概算金が。
理由として米不足ということもあったんです

けれども、それだけじゃなくて燃料代とか肥料

代、そういった全体的な生産コストが上がって

いるから、これは一定仕方がないと。しかも農

家の方々の安定的な収入も必要です。所得向上

という意味でもこれは大切なことだから、上が

ることは別に悪いことではないんです。

ただ、消費者にとっては、これは結局、小売

価格にも影響を及ぼすことになるので財布は痛

いという状況になっているんです。

そこで質問ですけれども、概算金というのは、

そもそもJA全農長崎が決めて、県内の各農協の
皆さんが農家の方に支払っていくと。全農長崎

が基準値を決めるわけですよね。その基準値の

概算金は把握しているのか、そこの数字を持ち

あわせていないので知りたいんですけれども、

どうでしょうか。

【山下農産園芸課長】 概算金は2種類ございま
して、全農長崎が各農協に払う概算金と、それ

をもとに各農協が、自分たちでかかる経費等を

考慮して各農協で決める概算金の2種類がござ
います。

全農の概算金は、実は我々も具体的な数字は

把握できておりません。といいますのは、米の

集荷に係る重要な情報ですので、そこについて

はなかなか我々も教えてもらえない状況となっ

ております。

【大倉委員】把握できていないということです

ね。

生活者としては情報が欲しいと思うんです。

そこはぜひJAと協力をしながらといいますか、
合意形成を図りながら情報をもらうというか、

発表するというふうにもっていってもらいたい

と私は思うんです。全国で見れば概算金を発表

しているJAもあるので、そのあたりは一歩踏み
込んでもらえませんか。

【山下農産園芸課長】 概算金そのものは、JA
によっては、米を集める際の一つの基準になり

ます。米を集める業者は、実はJA以外にもたく
さんございまして、そういった個々の商売にも

かかわりますので、我々も過去にいろいろ相談

したことはありますが、具体的に教えてもらえ
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たことはございません。

一方で相対取引価格、全農等から業者等に販

売する価格につきましては、長崎の米について

全体をまとめたものが農林水産省から公表され

ておりまして、それが1つの指標になろうかと
考えております。

令和6年産については今動き出したので、ま
だ数字は出ておりませんが、最新のもので「な

つほのか」の令和5年産、7月までの集計をした
もので、大体1万4,200円程度と公表されている
ところでございます。

【大倉委員】 ちょっと話を変えまして。

ちょっと前の話ですけれども、大阪府知事の

吉村さんが、備蓄米を放出してくれと国に要望

したことがありました。現状は備蓄米よりも、

県民にとっては価格だと思うんです。小売価格

の高止まり状態を何か要望していく、そういっ

たことはお考えになっていますか。

【山下農産園芸課長】小売価格を抑えてくれと

いうようなことかなと思いますが、一方で農業

の現場では価格転嫁が、昨年、その前ぐらいか

ら強く叫ばれております。その背景といたしま

しては、資材価格がかなり高止まりをしている

と、このような状況が続きますと再生産、持続

的な生産が難しくなるというようなことも言わ

れております。

そういった中でJAも今回、米の概算金等も上
げないといけないと、そういったことも考慮し

つつ設定されているのかなと考えております。

そういった努力をなされた中で、我々から「下

げてください」と言うのはなかなか難しい面は

あろうかというふうに考えております。

【大倉委員】私も、そこが難しいのはよくわか

っています。ただ、米の高騰がずっと続いてい

きますと、それこそ米離れにならないかと心配

するんです。もちろん米農家の方も、そこも心

配されていると思うんです。例えば米飯給食は

維持できるのかとか、米をたくさん使うどんぶ

り屋さんは大変になってくる。だから、高止ま

り状況が続いていくのはよろしくはないと思っ

ていますので、生活者目線での情報発信は常に

心がけてもらいたいと私は思っているんです。

ちょっと話は戻りますけど、吉村知事は生活

者目線だから、ああいう会見をしたんだと私は

思うんですよ。それがいい悪いは置いておいて、

今、必要な情報、県民にとって欲しい情報は常

に意識して出してもらいたいんです。だから、

JAも、できれば概算金も含めて出してもらいた
いですし。

今で言うと、今日も新聞に載っていましたね、

東京とか福岡で卵の卸値が上がっていると。じ

ゃあ、本県ではどうなのか、気になるんです。

常に生活者目線での情報発信を心がけてもらい

たいんですが、そのあたりは部長、いかがでし

ょうか。

【渋谷農林部長】農林部としては、生産物につ

いては一定の値段で買っていただきたい。先ほ

どから米の価格の例がずっとあっているんです

けれども、長崎県の生産の現場でいいますと、

今、米の生産では収支トントンぐらいで、1反
つくっても農家は1万円か2万円しか所得がな
いという状況で、今回少し上がることで何とか

一息つけるという声が上がってきております。

それと併せて、米1杯が高いのか安いのか。
昨日も団体と話したんですけれども、茶わん1
杯の米は40円なんです。それはパンとかと比べ
て高いのか安いのかという目線で、もう一度、

消費者の方にも見ていただきたいと思っており

ます。

情報発信については、現状の価格等について、
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できるものからずっと情報発信していきたいと

思っております。

【大倉委員】県としても、市場価格もぜひ注視

していただき、できればJAとも一緒になりなが
ら、情報発信も引き続きやっていただければと

思っております。以上です。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【近藤委員】 私は、議案外で2つ、ちょっと気
になっている。先ほど、ため池の不落で繰越し

があったと説明を受けたんですが、ため池の整

備で、去年から今年にかけてどれくらいの不落

があったのか、教えてもらえますか。

【吉田農村整備課長】ため池関係の昨年度の不

落は、8件発生しております。
【近藤委員】私がなんでため池のことを言って

いるかといったら、もう2～3年前ですけれども、
ため池の整備で、離島などは特に不落がずっと

多かったんです。その中で解決方法として、国

に直接行って、いろんな話を私もして、それで

不落が少しなくなったのかなと思ったんです。

8件の不落の原因として何があるのか、教え
てもらえますか。

【吉田農村整備課長】先ほどお答えしました件

数は昨年度の状況でございまして、今年度は、

この1件だけでございます。
不落の原因といたしましては、やはり技術者

不足、現場代理人というか、資格を持った人の

不足と、もう一つは、元請け業者単体での施工

は人員の確保等が難しいので、協力会社、要す

るに下請け業者の確保が課題になっておりまし

て、なかなか応札をできない現状となっており

ます。

【近藤委員】私がかかわった時には、単価の問

題が出てきたんですよ。その頃は、整備の工事

を取っても赤字になったりするということで、

その問題を、ちょうど金子大臣の時に国にそう

いうことを相談させていただいて、その後、た

め池に関する不落はどうなったのかなと。

先ほど瀬川委員から出たんですけれども、整

備とか何とかはスピードをもってやらないとい

けないんじゃないかなと。これだけの水害があ

る中で、ため池が決壊したら、それこそ下は鉄

砲水という形になると思うので、ぜひそこら辺

の原因をしっかり突き詰めて頑張ってもらえれ

ばと思います。これは要望です。

もう一つです。佐世保からの要望で、イノシ

シとかシカの問題が出ているんです。私もたま

に五島に帰ると、家の前にシカが走って回るん

ですよ。うそじゃなくて本当です。

この頃、シカとかイノシシの被害は少なくな

っていると、農業被害は少なくなったと聞いて

おりますけれども、シカとかイノシシの数に関

しては今どういう形で把握しているのか教えく

ださい。

【居村農山村振興課長】イノシシとシカの頭数

でございますけど、まず捕獲の頭数を申し上げ

ます。シカにつきましては、令和5年度は1万
4,649頭捕獲をしております。イノシシにつきま
しては、令和5年度で3万1,740頭捕獲をしてお
ります。イノシシにつきましては年間大体3万
頭から4万頭の捕獲、シカにつきましては大体1
万5,000頭前後、捕獲をしているところでござい
ます。

生育頭数につきましては、シカにつきまして

は推定法がございますので、それで推定をして

いるところでございますが、県内全体の詳細な

数値等まで把握していません。イノシシについ

ては推定方法が非常に難しくて、国でも幅が広

い推定法しかないものですから、なかなか県内

全体の頭数の推定は難しい状況にあるところで
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ございます。

【近藤委員】何年か前までは、捕獲に対する補

助金ですかね、市が幾ら、県が幾ら、国が幾ら

という形で、捕獲報奨金制度というんですか、

1頭つかまえたら、それだけの金を出す制度が
あったんですけど、現在、そういうものはどう

なっているのか、教えてもらえますか。

【居村農山村振興課長】捕獲報奨金は、例えば

イノシシの成獣で埋設処理を行う場合は1頭当
たり国費で7,000円の捕獲報奨金があります。こ
れを焼却施設まで持って行きますと、手間がか

かりますので8,000円です。ジビエに利用します
と9,000円と単価が設定されております。シカも
同様に、1頭当たり7,000円という形で報奨金が
出ております。これにつきましては国の鳥獣被

害防止対策交付金を活用して交付しているとこ

ろでございます。

【近藤委員】じゃあ、国の補助金だけの報奨金

なんですか。

【居村農山村振興課長】 国の交付金と併せて、

市町村によって金額は少し異なるんですけれど

も、5,000円とか7,000円とか足して、実際に捕
獲をされた方に報奨金が支払われております。

また、市町の負担に関しましては国の特別交

付税措置がございますので、それを最大8割ま
で使えることになっていますので、そういった

ものを活用しながら市町村の負担が軽減されて

いるところでございます。

【近藤委員】市町によって値段が違ってくるの

はわかりました。

これは、罠が多いのか、それとも猟銃とかで

仕留めて持ってくるのが多いのか、割合はどう

いう形になっているんですか。

【居村農山村振興課長】長崎県内におきまして

は、ほとんどが罠でございまして、シカとイノ

シシとちょっと違いますけど、大体9割以上は
罠の捕獲となっております。

【近藤委員】 この頃、イノシシとかシカとか、

アナグマまで多くなってきたという情報もある

んです。その中で罠を専門にやっていただける

方々が減っていったら、今度はもっと増えてく

るんだろうと思います。

もう一つ、猟銃で質問したいんですけど、猟

銃の免許はどこが出しているんですか。

【居村農山村振興課長】銃の所持につきまして

は警察関係になりますけれども、鳥獣に関する

狩猟免許につきましては当方で試験等を行って

おりまして、有害鳥獣等もございますので、銃

や箱罠とか、そういった試験を実施しまして、

免許取得は当方でさせていただいているところ

でございます。令和4年度までに県内で3,696名
の方が狩猟免許を取得しているところでござい

ます。

【近藤委員】もう一回お伺いします。猟銃の免

許は、警察が出すんですか。銃の所持とか何と

かはあれですけど、猟銃の取得の免許が多分あ

ると思うんですが、それはどこが出すんですか。

【居村農山村振興課長】銃の所持許可につきま

しては、県の公安委員会が出すことになってお

ります。

【近藤委員】今、猟銃を持つ方々が少なくなっ

てきて、それを県が奨励するような言い方をち

ょっと聞いたんです。そういう方々を少しでも

増やしていこうとですね。

県としては、どういう呼びかけをやっている

のか教えてもらえませんか。

【居村農山村振興課長】先ほど申し上げました

とおり、本県では罠の捕獲がほとんどでござい

ますので、今は罠による捕獲を中心に進めてい

るところでございます。しかしながら、ものに
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よっては銃を使う場面もございますので、だん

だん人数は少なくなっているところでございま

すけれども、一定の銃の捕獲従事者も確保して

いきたいと考えているところでございます。

【近藤委員】もう少し聞かせてください。罠に

入ったイノシシを仕留める時に、やりで突いて

殺すのと、猟銃で殺すやり方と2つあると聞い
ているんです。そのイノシシを肉として使う時

には、どうしても銃で一発で仕留めた方がいい

というような話を聞いたことがあるんです。

そういう情報で何かわかったら教えてくださ

い。

【居村農山村振興課長】私のわかる範囲でご説

明させていただきます。

県内のイノシシでありますと、箱罠での捕獲

が結構多くございます。箱罠でありますと、電

気による止め刺し機、そういったもので、銃を

使わないでやる形が多いと考えております。

【近藤委員】この頃、イノシシとかシカが、数

的に増えてきているんじゃないかと思うんです。

前はそれを専門に捕っていた人がいたんですけ

れども、そういう人たちが減ってきた傾向にあ

るかなと思うので、補助金があれば携わる人が

出てくると思うので、そこら辺のバランスをし

っかり考えてやっていただければと思います。

要望です。

【中村(一)委員長】 ここでしばらく休憩いたし
ます。11時10分から再開いたします。

― 午前１０時５５分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

【白川委員】先ほど大倉委員から米の流通に関

してのご質問がありましたけれども、私は、生

産の方についてお伺いをしたいと思っておりま

す。

先ほど部長から、農家の利益がほとんどない

ような状況で、今回価格が上がっていることは

農家には大変救いになっているというようなご

答弁がございました。

県内でも農村地帯では非常に米農家が減って

いる、耕作放棄地が非常に増えている状況だと

思います。そしてまた東彼杵の工業団地におき

ましても、水田がなくなっていく、そこが工業

団地に変わっていくというような状況でもある

と思います。

そういった中で県内の農業者、特に米農家の

現状、減少傾向にあるとはざっくりと想像でき

るんですけれども、県の受け止めというか現状

を教えてください。

【山下農産園芸課長】県内の米の状況でござい

ますが、昨年産の主食米の作付面積は1万ヘク
タール、5年前に比べて1,400ヘクタールほど減
っている状況で、5年間で割合にすると約12％
減っている状況でございます。生産量もそれに

合わせて減少しておりまして、約4万8,800トン
となっております。

一方で米の消費量も下がってきていると、県

内の米の消費に対する県内産米の割合は、ずっ

と6割程度で推移している状況です。
米につきましては、資材等も上がっていて収

益性が苦しいところで、生産量の維持、確保は

非常に重要になってこようかと考えているとこ

ろです。

【白川委員】 主食米の作付けが5年間で12％減
と、生産量に関しては約4万8,800トン減少して
いる、（発言する者あり）生産量が約4万8,800
トンということですね。

消費量も減っている中で生産量も減っている



令和６年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会） （９月２６日）

- 78 -

ということではあるんですけれども、主食であ

るお米の生産量が県内で減っている現実に対し

て、農家が続けていけない現実もあると思いま

す。

減っている理由については、どのように把握

されていますでしょうか。

【山下農産園芸課長】やはり生産者の高齢化等

による農家の減少等が、一つ大きいものかなと。

最近でいきますと、資材等の価格が高騰してい

ることで経営環境も悪化しているのも要因とし

てあろうかと考えております。

【白川委員】やはり高齢化とか、米農家は特に

儲からないと、自分の子どもに継がせることを

望まないというような農家のお話もよく耳にす

るんです。

そういった現状を、この先、県はどのように

対応していくのか教えてください。

【山下農産園芸課長】現状、米の課題でいきま

すと、温暖化等で生産環境が悪化してきている

こともありますので高温耐性品種の推進とか、

省力化を進めることも重要でございますのでス

マート農業等の普及等も引き続きやっていかな

いといけないというふうに考えております。

一方で、長期的にいろいろ考えていかないと

いけないということで、現在、令和8年度以降
の米の振興方針策定に向けて取組を進めている

ところでございまして、県内の生産者とか米卸

の方に、生産、流通の現状とか課題等の聞き取

り調査、また消費者に対しても、米の消費に対

するアンケート等を行っているところでござい

まして、そういったもので課題をしっかり把握

しつつ、しっかり解析して、今後、具体的な対

応策を関係機関と協議しながら方針をつくって

いくことを考えているところでございます。

【白川委員】現在、いろいろ調査をしていただ

いていることは、まきやま委員からもお伺いを

していて、今すぐに方針がどうと出せないかと

は思いますけれども、食料自給率を上げていく

のは国の方針でもありますし、県としても、し

っかり地元の米農家を守っていく意味でも、ス

マート農業で若い人たちが参入しやすい米農家、

またはしっかりと稼げる米農家をつくっていく

ためにも、アンケートとか調査をしっかりして

いただいて、米農家を守っていけるような取組

につなげていただければと思います。よろしく

お願いいたします。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【堤委員】私も、米のことについてお尋ねした

いと思っています。

もうずっと主食用の米の需要は減少が続いて、

生産量も減ってきていると思うんですけれども、

一方で飼料用の米の作付けは増えているのでは

ないかと思いますが、その辺の状況はいかがで

すか。

【山下農産園芸課長】飼料用米の作付けは、本

年度の部分は出ていませんが、昨年度は県内で

約117ヘクタールという状況となっております。
【堤委員】 それは、増えているんですか、減っ

ているんですか、どうなんですか。

【山下農産園芸課長】 令和4年度と比べますと
減ってはおりますが、令和4年度は、その前年
と比べると増えているということで、年によっ

て増減をしている状況かと考えております。

【堤委員】収穫をしている田んぼで、早くに刈

り入れるところと、稲穂がずっと残っていると

ころとあって、品種が違うんですかとお尋ねし

たら、最初に刈ったのは飼料用米で、こちらの

方がお金になるのでと言われて、早々とロール

にしていたんです。

その辺の国からのお金、奨励金ですか、その
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辺はどうなっているんですか。

【山下農産園芸課長】委員がおっしゃったもの

はWCS稲というもので、米粒を使うというより
は、米の草も全部刈りまして、サイレージにし

て牛等の餌にするものかなと考えております。

そちらについては、令和5年度に県内で1,500ヘ
クタールほどあるところでございます。

こちらについては、国の水田活用の直接支払

交付金というものがございまして、作付け面積

に応じて支援が行われておりまして、WCS用稲
ですと10アール当たり8万円の交付金が出てい
るところでございます。

【堤委員】 10アール当たり8万円の直接支払い
交付金が出ていると。ああ、このことかと。ち

らっとは聞いたんですけれども、その時は正確

に聞き取れなかったのでですね。サイロで、稲

わらというか全草を飼料として使うということ

ですね。

米の生産量が減ってきて、今後どういうふう

になっていくのかはわかりませんけれども、飼

料代も高騰していますから、輸入の飼料ではな

くて自前で家畜の飼料を確保する意味でも、こ

れは大事なことだと思うんです。

主食用の米の生産量を増やしていくためには、

その辺の転換も少し必要ではないかと思います

けれども、国の政策はどうなっているんでしょ

うか。

【山下農産園芸課長】国の施策でございますが、

今紹介しました水田活用直接支払い交付金につ

きましては、WCS用の稲とか米粒の方を使う飼
料用米に作付け面積に応じて支援をされている

ものでございます。実際、米の主要な産地の東

北とかですと、米の需要動向、価格等を見まし

て、主食米を作るとか、飼料用米を作るとか、

そういった判断をされながら作っていると。

国の制度につきましても需要に応じた米生産

をすることが基本になっておりまして、主食用

の米の在庫が多い時には、情報をもとに水田活

用直接支払い交付金を活用しながら飼料用米を

作るといったことで、全体の需給調整を図って

いるものと考えております。

【堤委員】需要の動向に応じて、主食用であっ

たり飼料用米を増やしたりと調整をされている

ということですね。

先ほどの質問にもありましたように、生産者

の高齢化とか、担い手不足とか、田んぼもどん

どん減っていると、そういう状況ですけれども、

田んぼがある風景は日本の原風景といいますか。

今、温暖化で夏場の気温が大分高くなっていま

すが、水田があることで随分気温の上昇が抑え

られていたり、あるいは田んぼダムであったり、

様々な自然環境が維持されていたり、本当にな

くてはならないものだと思います。ぜひ、生産

者が今の状況を維持できるような施策を進めて

いただきたいと思っています。

それからもう1点質問ですが、今年から森林
環境税の徴収が始まるということで、以前から

森林環境譲与税として各都道府県、市町に配分

されていましたけれども、これとながさき森林

環境税とはどんなふうにすみ分けをされている

のか、お尋ねします。

【永田林政課長】国の森林環境譲与税と、県の

ながさき森林環境税の区分についてのご質問で

すが、国の森林環境譲与税は、主に市町が、経

営管理が行われていない人工林の整備を進める

ために活用しているものでございます。

一方でながさき森林環境税、いわゆる県税に

つきましては、資源を循環利用する人工林の整

備、里山林などの天然林の整備、森林教育の推

進、森林ボランティアの支援や木材利用の促進
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等を主な使途として活用しているところでござ

います。

今後も、使途が重複しないような形で市町と

調整をしながら、両税が効果的に活用できるよ

う、県全体で森林の整備を進めていきたいと考

えております。

【堤委員】国と県とのすみ分けがしっかりされ

ているということですが、人工林も自然林も、

手入れが行き届かないで荒廃が目立ったり、山

はあってもなかなかですね。どんどん人工林も

大きくなっていますけれども、これをちゃんと

利用する仕組みが十分にできていないというか、

手つかずのまま残っていたり、荒れ放題になっ

ているところもたくさんあるように思うんです。

森林を資源として活用して、新しい産業を生み

出すような仕組みができないかなといつも思っ

ています。

県内でもこういった例はあると思うんですけ

れども、他県では、私有林を自治体が預かって、

地域の共有財産として管理をして、その森林を

利用して木材加工や流通を担うとか、そういう

会社を立ち上げるとか、あるいは端材をバイオ

マス燃料にするとか、地元の木材を使った家具

の生産などで雇用の創出に取り組むとか、そう

いうことから移住者の受け入れも進めるとか、

そういった取組をそれぞれされているんです。

県内でもそういった例があるのではないかと

思いますが、いかがですか。

【永田林政課長】森林の利活用、木材の利活用

という面でのご質問だと思います。

先ほど委員からご指摘がありました家具材で

あると、センダンが一部使われている。それに

ついては一部、県内でも造林をされているとこ

ろがあります。九州管内でもされていますけれ

ども、植えたものが育って家具になっている状

態ではなくて、例えば道路とか学校の支障木を

切って、それが家具材になっている事例は県内

でもございます。

それと、端材などをバイオマス燃料というお

話がありました。例えば県央地区、諫早、高来

とか西海市の方で、「木の駅プロジェクト」と

いいまして、間伐を終わった人工林の山の中に

は、通常では製材品とはならない、我々はタン

コロと言っていますけれども、2メートル、1メ
ートル程度の小さい材が落ちています。それを

地域の人たちが集めて、地域通貨券に換えて売

る取組もやっております。資源をフル活用とい

うところまではいっていませんけれども、そう

いうことを県内でも取り組んでいる状況でござ

います。

【堤委員】今、答弁の中にありましたセンダン

の木は、3月の末でしたか、県民の森のリニュ
ーアルの記念式典があった時に、私はご縁がな

くて初めて県民の森に伺ったんですけれども、

その途中に西海市のセンダンが植樹してあると

ころを通りまして、ここにあったんだなと初め

て確認できてうれしかったんです。

センダンという木は、二酸化炭素の吸収量が

一般の広葉樹の3倍ぐらいあるとか、成長が早
くて20年ぐらいで15メートルぐらいの高さに
成長するとか、そういうことで家具などに利用

されていると、耕作放棄地にセンダンを植える

ところもあると聞いています。

そういった取組を様々、いろんなところでで

きるよう、それにながさき森林環境税が有効に

活用されることを期待したいと思っているんで

すけれども、まだまだPRが足りないというか、
皆さんご存じない方も非常に多いと思うし、林

業の従事者の人手不足で手入れが行き届かない

ということで、取組を進めているところではボ
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ランティアの養成などもされているようです。

何といっても人が足りないのが一番の課題なの

かなと思うんですが、ボランティアの養成とか

PRとか、そういったところはいかがですか。
【永田林政課長】 人材確保のためのPRとボラ
ンティアのご質問だということで答弁させてい

ただきます。

人材確保につきましては、林業は一定数確保

できていると、目標値に設定する数値は一定確

保できているんですけれども、なかなか定着し

ていないのが一番の課題だと思っています。

その原因としては、自分が想像していたより

もきついとか、農業だったら数名でできますけ

れども、林業はどうしても班を組まないとでき

ない中で、その班になじめないとか、所得がな

かなか上がらないとか、そういったものがござ

います。それを改善するために、林業事業体、

森林組合が中心になって、そこの経営改善など

にしっかりと取り組んでいます。

それとPR不足につきましては、今年度から
SNSを活用して、長崎県の林業、林業従事者の
働いている姿などをアップしてPRに努めてい
るところでございます。

それと森林ボランティアにつきましては、県

が委託している森林ボランティア支援センター

がございます。そちらが森林ボランティアのご

相談を受けたりしながら、特に森林作業は危険

でございますので、安全指導をしたり、機械の

使い方の指導をしたり、そういった形で森林ボ

ランティアの育成にも努めているところでござ

います。

【堤委員】林業従事者は一定数確保できている

とご答弁がありまして、そこはちゃんといらっ

しゃるんだとは思いましたけれども、厳しい作

業で定着が難しい、林業を任っていくのは様々

な課題があると思いますが、これからもそうい

った人たちが働きやすい環境整備に取り組んで

いただけたらと思っています。

SNSを活用してとありましたので、さらに活
性化してというか、様々なところでアピールし

て、林業とか森林というものを皆さんに広げて

いっていただきたいと思います。終わります。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【山口委員】お尋ねというか、お願いの部分が

かなりあるんですが、先日、ナラ枯れに伴う関

係で一般質問がありました。今日お尋ねしたい

のは、ナラ枯れに伴うしいたけの栽培農家の対

策についてであります。さきの一般質問でも、

ナラ枯れについて議論が行われたところであり

ます。

私の地元、諫早において、しいたけの原木栽

培を行っておられる農家があります。これから

申し上げることは、林政課、それから農政課の

方にも一部お話をしていることであります。状

況はある程度知っていただいていると思います

が、改めて申し上げます。

原木しいたけのほだ場の木陰をつくっていた

椎の木が、虫が入ってしまって、ほとんど全滅

したと。20本ほどの切株を現場に行って見てき
ました。このくらいの木が、根っこから切られ

ている状況です。

そうなるとどういうことが起きるかというと、

ほだ木を日陰にしていた木がほとんど切られて

しまっていることで、木陰においてのしいたけ

栽培が不可能という状況になっておられまして、

きれいに整地してあるような状況です。あとを

どうするのかということですが、人工的に木陰

をつくる作業が今後発生することになります。

そういうことで林政課、農政課ともお話はし

たんですが、屋根付きのほだ場を造るためには
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当然資金が必要になってくるわけであります。

それは個人として相当に厳しい、難しいと、「こ

こでやめんばやろうか」と言うほどに深刻に考

えておられます。

そういうことで、助成金あるいは補助金等に

ついての今の制度がどうなっているのか、改め

てお尋ねをしておきたいと思います。

【永田林政課長】しいたけに関する人工ほだ場

の補助制度についてのご質問ということでお答

えをさせていただきます。

国の補助金がございます。特用林産物施設整

備という項目がございまして、その中で、いろ

いろな要件がございますけれども、人口ほだ場

の設置はできるということでございます。

例えば、一事業が300万円以上であるとか、
生産の伸びが何パーセント以上とか、そういっ

たものがあるのと併せまして、お話を聞いてい

る中で家族経営、個人経営の生産者が事業主体

とはなっていないということでございますので、

一定程度の団体とか法人格を持った人に対して

補助をしている補助事業がございます。

【山口委員】 わかりました。要は今の制度は、

一定の団体というか、複数でないと助成、支援

ができないルールになっていますね。問題はそ

こなんです。

その農家は、虫が入るとは考えてもいなかっ

たと、何とかせにゃいかん、これから原木しい

たけを続けていくためには、何とかして屋根付

きのほだ場をつくるということで、その農家は

継続的に今日まで努力されているんです。既に

向こう3年分の原木をもう保管している、この
原木はよそから買われているみたいです。買っ

て2年間寝かせて、3年目から菌を打って、もの
にする状況になる、そういう先行投資もされて

いるので、何とか続けていきたいということで

す。

お願いしたいのは、個人でしいたけ栽培をさ

れている方が、長崎県内にはかなり減っている

状況です。ご承知のとおり輸入が入ってきます。

それと菌床栽培がございまして、どうしても原

木しいたけを栽培する方が減ってしまっている。

今の国のルール、県のルールである5人以上、3
人以上というような団体での申請、申告ができ

ないのが現実です。今のルールにのっとって保

障を受けられる状況にはない農家があるという

ことです。それが現実の今のしいたけ農家だと

思います。その方もおっしゃっていましたが、

県内のそれぞれの地域に数えるほどしかいない

ので、それをまとめてというのは難しい状況に

あるということです。

そこでお尋ねをしますが、長崎県版のルール

をきちっとつくってほしいと思っています。農

家を絶やさないことも皆さん方の仕事なんです。

それをやっていただくことは、皆さん方の仕事

としてしっかり取り組んでいただきたいと思い

ますが、ご見解をいただきたいと思います。

【永田林政課長】農家を絶やさないための長崎

県版のルールをつくるべきではないかというご

質問でございますが、先ほど申しました国の制

度につきましては、一定規模の団体とか法人が

実施するということですので、そこはなかなか

難しいかなと、国の制度を県で変えるのは困難

であると考えます。

それと、特用林産施設に関する林政課が所管

する県の単独事業はございません。これまでも、

どちらかというと国庫補助に誘導していってい

るのが過去の経過でございまして、県の単独の

ルールをつくるのは、なかなか困難ではないか

と考えております。

一方で、補助だけではなくて、林業について



令和６年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会） （９月２６日）

- 83 -

は林業・木材産業改善資金というのがございま

す。これは無利子の融資になります。これにつ

いては、しいたけ栽培を行う経営を改善するも

のについて支援ができる。補助ではなくて融資

ですけれども、そういう制度もございます。

私も現地をつぶさに見たわけではないので何

とも言えませんけれども、人工ほだ場を大々的

につくるべきところなのか。

例えば対馬では、個人でしいたけ栽培をされ

ている方がいらっしゃいます。日が当たるとこ

ろには、一部ロープを張って寒冷紗を張る、い

わゆる簡易な形で日陰をしっかりつくることも

可能かと思います。それでいきますと資金もか

かりません。大きな施設をつくれば、先ほどの

国庫補助であっても2分の1ですので、2分の1は
持ってもらわないといけない状況でございます。

まずは、諫早でありましたら県央振興局に職

員がいますので、しっかり現地を見せていただ

いて、どういう対応が一番いいのかをしっかり

検討させていただきたいと思います。

【山口委員】わかりました。いろいろご検討い

ただいていることはよくわかります。

全国には、しいたけ農家を救うルール、ある

いは条例があるのではないかなと、今、調べて

いるところです。まだよくわかりませんけれど

も、例えば埼玉県あたりには、そういう事例が

あるのではないかと思っているんですが、その

ことについてはどうでしょうか。そのことを参

考にして、長崎県版の特別なルールを。

要はルールを作るということは、農家を救う

という意味なんですよ。何も改めて制度化をし

なさいとかと言っているわけではないので、現

状の農家に即した形でのルールをつくる、制度

をつくる、これは皆さんの仕事なんです。そこ

を申し上げているので、ご検討いただきたいと

思いますが、どうですか、他県の事例も参考に

して。

【永田林政課長】委員のご指摘は他県の状況と

いうことですが、大変申し訳ございませんが、

うちではまだ把握をしておりませんので、まず

そこは一定調べてみようと思います。

加えて申しますと、特用林産施設をつくると

いう制度がございませんので、制度がないとい

うことは、今のところ林政課の持ち合わせてい

る補助事業はないということでございます。で

すので、まずは他県の状況をしっかり聞いてみ

て、どういう体制でやっているのかということ

は調べてみたいと思います。

【山口委員】ちょっとしつこいようですが、農

家にとっては、稲にしても果樹にしても、水害、

あるいは病害虫の支援はちゃんとできているわ

けです。先日、この委員会でも議論した赤潮に

対する対策もできているわけです。そこで一定

の皆さんを救っている。これが県のいわゆる農

政であり、ルールというふうに思っています。

要は、それぞれの該当の農家であり漁業を救

っていくことが、継続させていくことが皆様方

に与えられた仕事であり、我々もそこを支援し

ていくことになるというふうに思っております

ので、ぜひやっていただきたいと思います。

何をおっしゃっているかというと、長くかか

ってもいいからルールはつくってくれと、お金

をどこからか借りてでも続けていきたいと、あ

と10年は何とかしてつないでいきたいと。原木
しいたけの農家が減ってしまっていると、しか

し需要はものすごくあると。菌床しいたけ、あ

るいは輸入しいたけと違うものが原木しいたけ

にはあると。そのファンが、購買する皆さんが

待っておられる状況で、ここで辞めてしまうわ

けにはいかんとおっしゃっているので、2年か
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かってもいいですから、ルール化を進めてくだ

さい。その間、お金を借りてでもつないでいき

たいとおっしゃっていますので、その意欲は持

っていただきたいと思うんですが、いかがです

か。

【永田林政課長】 委員ご指摘の、農家を守る、

しっかり継続をさせていきたいという気持ちは、

すごく感じているところでございます。

一方で、先ほど言った融資の事業、そういっ

た既存の事業もございますので、まずそこに合

致できるかどうか、現場を見て、そこで対応で

きるものについてはしっかり対応していきたい

と思っています。

それで対応できないかどうかを判断したうえ

で、他県の事例などを見ながら、ルールの改正

が必要なのか、ルールの改正というよりも事業

を立ち上げる形になってしまいますので、それ

が県下全域に及ぶものなのか、諫早のその1件
なのかも見極めながら、しっかりとやっていき

たいということでございます。

まずは既存の補助制度、既存の融資制度が適

用できないか、現地で見せていただきたいと思

います。

【松田農林部次長】農家、生産者を守っていく

のは、我々の一番重要な任務だと、業務だと思

っております。

先ほど来、林政課長が答弁しておりますとお

り、国の補助事業と同様に、県が単独で補助を

するとした場合でも、特定個人に対しての補助

事業はなかなか難しい。一定の生産組合とか団

体、法人に対して補助をしまして、実際に取り

組まれるのは農家というふうな仕組みができて

おります。

冒頭に申し上げましたとおり、生産者を守っ

ていくためにはどうすればいいかというのは、

常々我々も考えておりますので、委員からご指

摘がございました他県の事例を見ながら、どう

いった支援ができるのかは今後検討してまいり

たいと思います。

【山口委員】 ぜひお願いします。これは、皆さ

んが作った「長崎の林業」5月号です。この中
に、「届け！山の恵みの『お日さましいたけ』」

とあります。こういう方たちをつぶさないよう

に、今、次長がおまとめいただきましたが、し

っかり頑張っていただいて、他県の状況もいま

一度、調査をしていただけませんでしょうか。

繰り返しになりますが、新しいルールを、長崎

県版を制定していただくことをお願いしまして

質問を終わります。よろしくお願いします。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【虎島委員】 昨日、水産部で、赤潮対策ととも

に漁業者に対する支援というところで激論をし

たわけです。

最近、激甚化する自然災害で、農作物に対す

る被害が起こった場合の支援のあり方について

教えていただければと思います。

【峰松農政課長】災害で農作物等に被害が発生

した場合の補償体制ということで答弁させてい

ただきます。

まず、農業共済制度という補償制度が構築さ

れております。これは、対象品目がそれぞれ区

分された中で、基本的に災害による収入減を補

填する、補償する制度になっておりますが、併

せて園芸施設などが被害を受けた場合にも対象

となっております。

また、自然災害による収入減少、あるいは価

格低下も含めたところでの収入全体を補填する

収入保険という制度もございまして、県といた

しましては、万が一の時に備えて、農家にはこ

ういった制度を活用して備えていただけるよう
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にお願いをしているところでございます。

【虎島委員】確認ですけれども、農業共済制度、

収入補填といったところは、県やJAのものでは
なく国の制度ということでしょうか。

【峰松農政課長】国で構築された制度でござい

ます。

【虎島委員】これに入っていれば、ある程度の

被害については安心できるということで承知い

たしました。

一方で、大災害が起こった時に、県で独自に

補償するというか、支援をするようなことがあ

ったかと思うんです。例えば雹の被害、大規模

な広域な災害であったと思うんですけど、過去

数年の事例があれば教えていただければと思い

ます。

【峰松農政課長】これまでの被害に対する支援

の内容でございますが、例えば令和5年1月のび
わにつきましては、災害が複数県に及ぶ激甚災

害として、国が支援対策を措置するような場合

につきましては、それを活用した支援を行って

おります。

令和5年10月に、みかんの降雹被害、雹が降
った時の被害につきましては、被害県が本県の

みであったことから国の支援対策は措置されな

かったのですが、非常に被害が大きかったため、

県におきまして、営農回復の取組を支援した経

過がございます。

【虎島委員】木にできる作物は、やはり支援が

必要という考えだというふうに理解いたしまし

た。引き続きいろんな事業を活用しながら、災

害に対しては立ち向かっていただきたいと思い

ます。

もう1点、先ほど近藤委員からありましたイ
ノシシの件で、私からも一つ要望というか、報

告をしたいと思います。

長崎市も実は、かなりイノシシがそこらじゅ

うで見られるようになっていまして、稲佐山を

私が夜に自転車で走っていて、結構遭遇します。

並走したりですね。子どもが遊ぶような公園で

もイノシシが走り回っているというSNSの投
稿が散見されておりまして、かなり里の方に下

りてきているのではないかと思っています。

頭数が増えているのか、居りやすくなってい

るのか、耕作放棄地の問題とか、いろいろある

とは思うんですけれども、しっかりと引き続き

対策をお願いしたいと思います。以上です。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【前田委員】米のことは他の委員からも質疑が

出たので、もうしませんけれども、米の流通を

行政がコントロールすることは難しいと思うん

ですが、価格が上がっていく中で、消費者は多

分、安い米を求めると思うんです。

一般消費者だけじゃなくて、以前から介護施

設等の大量に米を使うところは、福岡あたりか

らキロで500円から1,000円ぐらい安いような
米を購入している実態もあるので、先ほど部長

から、今上がって、農家にとっては一息つくよ

うな価格だということだけれども、価格が流通

にも影響してきますので、そういう意味でいけ

ば、生産、流通と見る中で、流通をしっかり注

視しておくのは大事なことだなと思っています

ので、そこは今後も引き続き取り組んでいただ

きたいと思っています。

今回の資料の中で、株式会社エヌの決算、経

営状況説明書が出てきているので目を通したん

です。2024年度で3年目を迎える中で、外国人
の雇用は非常に大事なことでして、株式会社エ

ヌの果たす役割は大きいと思っています。

こういう枠組みでスタートさせたことも了と

しておりますけれども、エヌは特に一次産業だ
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と思うんですが、農林業、水産業の県内の外国

人の労働者で、エヌは大体何パーセントくらい

を補っているんですか。そこがわかれば教えて

ください。

【酒井農業経営課長】エヌの現状のご質問でご

ざいますが、エヌにつきましては、8月15日時
点で、県内の農家、漁家に195名の派遣が実施
されております。これは2年前、3年前、コロナ
禍で入国がかなり滞って、それ以降、数が増え

てきている状況でございます。

県内に占める割合でございますが、統計上は

エヌ以外の特定技能の人材がおりますので、全

体で800名が令和5年10月現在でございますの
で、エヌ自体が占めるのが2割ぐらいという状
況でございます。

【前田委員】 2割ぐらい占める中で、3年目を
迎えて右肩上がりで業績を上げていますし、リ

レー派遣といって長野とか北海道に派遣してい

るのも全体の多分2割ぐらいいて、ある意味成
功事例なのかなと思っています。

そもそも親会社として長崎県が35.8％、農林
水産業担い手育成基金が31.9％、民間の麻生ヒ
ューマニーセンターが24.2％、麻生ヒューマニ
ーセンターは全国でこういった派遣業を行って

いる状況を見た時に、役員構成が長崎県の部長

職の方も取締役で入っているといった時に、そ

ろそろエヌの評価を県としてしっかりしておか

ないといけないし、今後どういうふうにエヌに

期待をし、どこかでエヌから県とかが引き上げ

てくることも考えなきゃいけないかと思ってい

るんですが、エヌの評価をどう見ているのか、

きちんとした評価はやっているのかということ

と、800人のうちの200人近くをエヌがしっかり
と供給していて、リレー派遣も含めてエヌのお

世話でというか、エヌを介して雇用されている

人たちが、自分たちのことというか、エヌを含

めてどう評価しているのか。

要は、雇用者から見た時に、このエヌという

会社が十分にやっているかというところも評価

をしていかなきゃいけない時期に来ていると思

うんですが、そのあたりを今、どんなふうに取

り組んでいるんですか。

【酒井農業経営課長】エヌの評価でございます

が、先ほど申し上げましたとおり、今現在200
名弱の特定技能外国人材が県内に派遣されてい

るのと併せまして、直接雇用の登録支援サービ

スもエヌはやっています。これは、外国人を直

接、農家や漁家が雇用する時に必要な事務手続

を代行している人数が今、50名弱ほどいますの
で、全体で240名程度、エヌから現場の方に、
派遣であったり、直接雇用の形で関わっている

ということでございまして、今の状況につきま

しては、エヌの立ち上げ前には、労力が不足す

ることによって、なかなか規模拡大に取り組め

なかった状況がございましたので、しっかりと

必要な労力を供給することで農家所得の向上に

は十分寄与をしているものと考えております。

あと、今、派遣をされている外国人への農家

からの評価で、日本人よりもよく働いていると

いうような評価もいただいております。

リレー派遣につきましては、必要な時期だけ

派遣が可能でございますので、一番忙しい時に

来ていただけるのは非常に助かるというような

評価をいただいておりますし、外国人の作業能

力につきましても非常にスピードが速いという

ような評価もいただいておりますので、我々も

しっかりと現場の需要に応える形で、エヌを活

用するように現場段階では推進をしているよう

な状況でございます。

【前田委員】農家からの評価ではなくて、そこ
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で働いている外国人が、エヌをどう評価するか

ということなんです。

私は、全体の7割ぐらいをエヌが供給してい
るかと思っていたのですが、2割ということで
すから、まだまだこれからも外国人材が必要と

いう中で、エヌに頑張っていただかなきゃいけ

ないと思うけれども、これだけ公的に関与され

ている株式会社でありますので、外国人就労の

形として、民間と比べても理想的な形を追い求

めていただきたいと思うので、その点について

は鋭意、課題の認識とか、取組をして、この長

崎でやった方式は非常に良かったというような

評価を受けられるように頑張ってほしいと思い

ます。

最後に一つだけ。米もそうなんですけれども、

災害の支援が出ていました。今年の夏の猛暑で、

かなり農作業に影響が出ていると聞きます。現

に出ている分と、これから出る分も含めて、か

なり出てくるんだろうなと、農業を主体とする

地域に行事とかで行けば、皆さん、そんな話を

されるんです。

そう考えた時に、災害に該当するかどうかは

別としながらも、自然環境が変わっていった中

で、先々ちょっと将来が大変だなと見えてくる

中で、農林部として現況の把握とか、今後どう

いうことで支援しようかとお考えになっている

のか、そこだけご答弁いただければと思ってい

ます。

【渋谷農林部長】今年の夏については、本当に

我々も経験をしたことがないような猛暑だった

んですが、幸い、一番心配していた渇水につい

ては何とか、今は諫早が一番ひどいんですけれ

ども、ぎりぎり米の収穫までもちそうかなとい

うところで、被害までは出ていない状況です。

みかんの日焼けが毎年問題になるんですけれ

ども、これも今のところは摘果で何とかできそ

うだと聞いておりまして、就労自体に対する被

害は、今のところはあまりないのかなと聞いて

おります。

ただ、働く人は本当にきつい思いをされてい

まして、農林部としては、次年度以降、暑熱対

策をどのようにやっていくのか。例えば、今の

品種等をどういうふうに変えていくのかとか、

あるいは作業体系、先ほどから米の話が出てい

るんですけれども、年を取った農家の方が一番

きついと言うのが、真夏にかっぱを着て防除を

するのが暑くてたまらんと、あるいは中山間地

域の水田の畦畔の草を切るのが大変と、その辺

をどうアウトソーシングできるのかとか、そう

いうものを今から研究をして、きつい作業をで

きる限り機械化をしていくとか、そんなことを

やっていきたいと考えております。次年度以降

の予算で今から検討させていただきたいと思っ

ております。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【山村副委員長】 先ほど部長が言われたので、

もう言うのをやめようかなと思ったんですけど、

今回の夏の暑さで農家さんたちは。

ほとんどが草刈り作業なんですよね、夏は。

草刈り機の自動化は進めていかなきゃいけない

かなと思っていますし、そこの労力を削減する

ことを、仕組みも含めて考えていただきたいと

いう思いがあるんです。自動草刈りとか、ロボ

ットの草刈りとか、そういうものの導入支援に

向けた取組を考えていただきたいと思っている

んですが、その点について、ご見解を伺えれば

と思います。

【居村農山村振興課長】集落における農地保全

活動の中で、草刈り作業は基本的かつ重要な作

業であると思います。高齢化が進む中、暑い中
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での作業でもございますので、委員から話がご

ざいましたとおり、ラジコン式や自走式の草刈

り機などの導入は、省力的で作業環境の改善に

もつながるものというふうに考えているところ

でございます。

現在、中山間地域等直接支払い交付金を活用

して、農地保全活動を実施している県内4市町7
集落が、作業の省力化や作業時間の削減などを

図るために、自走式の草刈り機などの導入計画

を策定しているところでございます。

県といたしましても、こういった集落での取

組につきまして、今後も積極的に後押しをして

まいりたいというふうに考えております。

【山村副委員長】自動草刈り機とかロボット式

とか、多分、日々進化して、いいものができて

きています。農林部長はアウトソーシングと言

われたんですけど、なかなか儲かる作業じゃな

いものですから、機械があれば農家が自分でや

るということで、有償で貸すとか、そういった

ところも含めていろいろご検討いただきたいと

思っていますので、よろしくお願いします。

もう1点です。中山間地域の田畑、集落にあ
る田んぼ畑が荒廃していきますと、その集落そ

のものが衰退していく現状があります。耕作放

棄地に対していろんな取組をされていると思う

んですけれども、今の取組の状況をちょっと教

えていただければと思います。

【酒井農業経営課長】今ご質問がございました

荒廃農地の状況でございます。荒廃農地につき

ましては、農業委員会が毎年調査をしておりま

して、その結果を見ますと、令和4年度で県全
体で荒廃農地が1万4,328ヘクタールという状
況になっております。

この荒廃農地の中には、ほぼ山に還ってしま

って再生が困難な農地と、まだ手を入れれば再

生ができる農地に分かれておりまして、再生可

能な農地が全体で2,993ヘクタールというよう
な状況でございます。

その対策でございますが、再生困難な農地に

つきましては、農業委員会と一緒になって、そ

こは農地じゃないよということで非農地通知の

発信をしておりまして、そういったものを発信

することによって農地から外してしまう対策が

一つでございます。

あと、中山間地域には限らないんですけれど

も、まずは地域の中で守るべき農地と、もう山

に還していく農地、ここにつきましては耕作の

農地としては不適なんですけれども、放牧であ

ったり、蜜源作物をつくる対応ができる事業も

ございまして、そういったものを活用して、し

っかりと守るべき農地につきましては様々な施

策を活用して再生を図りまして、農地として活

用いただく取組を進めているところでございま

す。

実際、数字的に申し上げますと、再生可能な

農地を毎年300ヘクタール前後、農地として再
生されている状況でございます。

【山村副委員長】そういった取組はすごく大事

だと思っていますし、集落にある田んぼとか畑

とか、家の前にあるものが荒廃していきますと、

その地域そのものがだめになっていく現状があ

るかと思っています。

農地法の壁で、農業者しかその土地を買えな

い現状がありまして、言い方を変えますと、定

年退職してお金を持っている方が趣味でやりた

くても、その方には売れない現状があります。

正直、本物の農家さんにはとても、収益が上

がるような土地じゃないところが長崎県内には

多分たくさんあるんだろうと思っています。そ

ういった意味でいくと、制度の見直しが本当は
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必要になってきているかなと思うんです。なか

なか法律の壁があるので難しいのは重々わかっ

ておりますが、その辺も今後検討していただい

て、何とか集落そのものが生き残るために、田

んぼ、畑をどうしていくべきか、どういう制度

がいいのかというのは、中山間地域を多く抱え

る長崎県として考えていただきたいと思ってい

ますので、お願いとしてかえさせていただきま

す。よろしくお願いします。

【中村(一)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 質問がないようですので、

議案外審査を終わります。

農林部関係の審査結果について整理したいと

思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ８分 休憩 ―

― 午後 零時 ９分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

農林部の理事者の皆様におかれましては、大

変お疲れさまでした。

引き続き、委員間討議を行います。

理事者退出のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ９分 休憩 ―

― 午後 零時１０分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

これより、予算決算委員会農水経済分科会の

決算審査の日程について協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うこととしたいと存じますが、ご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

― 午後 零時１０分 休憩 ―

― 午後 零時１２分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

予算決算委員会農水経済分科会の決算審査の

日程につきましては、お手元の審査日程案のと

おりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように決定させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時１２分 休憩 ―

― 午後 零時１３分 再開 ―

【中村(一)委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕

【中村(一)委員長】 それでは、正副委員長にご
一任願いたいと存じます。

以上をもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れでございました。ありがとうござ

いました。

― 午後 零時１３分 閉会 ―
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農水経済委員会委員長 中村　一三

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

知事の調査等の対象となる法人の範囲を定める条例の一
部を改正する条例（関係分）

原 案 可 決

計  １件  (原案可決  １件）

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和6年9月26日

記
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－91－



委  員  長     中村 一三

副 委 員 長     山村 健志

署 名 委 員     瀬川 光之

署 名 委 員     山口 初實

書  記   中尾 勝三

書  記   山本 千亜紀

速  記   (有)長崎速記センター


